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ご挨拶 
 

帝京大学地域活性化研究センター年報創刊号に寄せて 

 

帝京大学 理事長・学長 

冲永 佳史 

 

 帝京大学宇都宮キャンパスが１９９８年に発足してから２８年の年月が経過しましたが、

当初設置された理工学部のみならず、現在では２００８年に発足した医療技術学部柔道整

復学科、そして２０１１年に発足した経済学部地域経済学科が加わり、３学部体制となっ

ております。 

 この地に本学が根ざして以来、地域の皆様のご理解ご協力のもと、地元の行政や企業と

の連携も交えまして、本学宇都宮キャンパスは育まれてまいりました。昨今、地方都市の

活性化という課題が表面化する中で、この地域の将来のために本学が貢献できることは何

かということを改めて考えますと、ものづくりを軸足とする理工学のみならず、医療や地

域経済の専門家の育成を進めることで、社会基盤を支える人材を供給することも大変重要

であると認識しているところであります。 

 そのような問題意識のもと、ことに地域経済学科における地域づくり人材の育成ととも

に、教育と研究と地域連携を深化させ、地方創生の具体的な活動を展開すべく、宇都宮キ

ャンパスに帝京大学地域活性化研究センターを設置致しました。 

 今般、帝京大学地域活性化研究センターの年報を創刊するに至り、本センターの活動の

詳細を、学術的な視点を加味してお知らせすることができることは、センターの機能が少

なからず動き出し、今後更にその活動を活発化し、地域貢献を行うための基盤を築く上で

必要な知見を蓄積できたことを意味するものであり、本学としても大変喜ばしいことであ

ると認識しております。 

 将来にわたり、帝京大学宇都宮キャンパスにおける人材育成活動と、帝京大学地域活性

化研究センターの活動が有機的に展開し、創発的な地域作りをサポートする仕組みとして、

地域の皆様や行政そして企業の皆様とのある種の結節点の一つとして有効に機能すること

を心から祈念し、創刊に寄せてのご挨拶に代えさせていただきます。 

 

帝京大学地域活性化研究センター年報　第１巻　-3-



ご挨拶 
 

地方創生活動の着実な推進を目指して 

 

帝京大学 地域活性化研究センター顧問 

理工学部長 

波江野 勉 

 

 帝京大学は昨年５０周年を迎えたのですが、理工学部は平成元年に開設されました。 

「先端技術がひらく田園都市」というテーマを掲げて関東唯一のテクノポリス指定地域と

なっていた宇都宮市に誘致されたのでした。従って宇都宮キャンパスはその起源から地域

ポテンシャルの向上という面での地域活性化に関わりが深かったと言えると思います。 

 

その後、平成２３年には地域経済学科が開設され、地域づくり人材の育成が更に明確に

目指されることとなり、昨年には地域活性化研究センターが設置されました。少子高齢化

時代の日本においては、地方の活性化が重大な課題であることは論を待ちません。今後、

益々緊密な地域連携が求められるようになってくることは間違いないでしょう。 

 

地方創生活動を個別具体的に着実に進めていくためにはどうしたら良いのでしょうか。

若い力を活用し、学生本人の成長にもつなげていくことが何よりも大事だと思われます。

第一ステップはフィールドワークでの問題の認識と理解であり、第二ステップはゼミ形式

による解決策の案出と提案という形で進めております。また、多くの課題とアプローチに

対する知識と方針の共有化を図っていくためには、シンポジウムの開催による意見交換が

極めて有効です。昨年末の１２月にも、素晴らしい講演者並びにパネリストに御参席いた

だき、シンポジウム「創発的地域づくりと脱温暖化」が開催されました。脱温暖化という

地球的課題と、ＬＲＴを始めとする地域的まちづくりの課題について、多様な意見交換が

行われ有意義な学びの場が実現いたしました。 

  

地方創生は容易に達成できる課題でないのは勿論ですが、学内の力を結集し産学官金に

渡る地域連携を図って行く事により、更なる進展に挑戦して行くべきと考える次第です。   
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ご挨拶 
 

帝京大学地域活性化研究センター年報創刊への期待 

 

帝京大学 経済学部長 

廣田 功 

 

『帝京大学地域活性化研究センター年報』の創刊にあたり、同センターの活動の一翼を

担う「地域経済学科」教員が所属する経済学部を代表して、一言挨拶させていただきます。 

「地域活性化研究センター」の発足は、宇都宮キャンパスが位置する地域社会にとって、

また帝京大学にとって、極めて大きな意義を持っています。近年、「東京一極集中」と地方

の疲弊が指摘される中で、産官学の連携による地域振興・活性化の課題の重要性は言うま

でもないことですが、地域経済学科は開設以来、山川学科長を先頭に地域経済学や地域政

策学を中心とする学問的知見をこの課題の解決に活かすべく定期的にシンポジウムを開催

するなど、積極的な活動を展開してきました。地域活性化に関わる課題は実に多様であり、

経済学や人文社会科学だけでなく、自然科学の成果をも活用した総合的な取り組みが必要

となりますが、理工学部を有する宇都宮キャンパスは、この点で八王子キャンパスに対し

て「比較優位」を持っています。2020年の東京五輪開催を追い風として、日光・那須に代

表される有数の観光資源を持ち、東京に比較的近いという有利な立地条件を活かして、セ

ンターの活動がさらに活発となることを期待しています。 

ところで、『年報』創刊号の目次を拝見しますと、多くのゼミが研究報告やフィールド報

告を寄せていることが注目に値します。帝京大学は教育の指針の一つとして「実学」を掲

げていますが、センターの活動は、「実践を通して論理的思考を身につける」実学の理念を

実現する格好の場です。昨今、「新しい学力」として「思考力・判断力・表現力」の育成が

叫ばれているところですが、センターは学生に「参加と体験」の活動の機会を提供するこ

とによって、こうした能力の育成に寄与することが期待されます。八王子キャンパスでも、

経済学部は平成 29 年度から「多摩経済論」を開講して学生に地域経済に対する関心を掻

き立てる一方、ネットワーク多摩の産官学の連携を活用して地域貢献活動に本格的な取り

組みを開始するところです。その中で近い将来、宇都宮キャンパスのように、学生が地域

社会に参加していく機会が増えることを期待しています。その際、宇都宮の経験が先進的

事例として役立つに違いありません。 

 以上、簡単ですが、センターの更なる発展と『年報』の充実を祈念して、挨拶とさせ

ていただきます。 
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ご挨拶 
 

帝京大学地域活性化研究センター年報の創刊にあたって 

 

帝京大学 地域活性化研究センター長 

経済学部地域経済学科長 

山川 充夫 

 

帝京大学地域活性化研究センター（以下、本センター）は 2015年 11月に北関東の中核

都市・宇都宮市の豊郷台・宇都宮キャンパスに開設されました。その設立の目的は本学の

建学の精神及び教育理念にもとづき、学術的視野の広い立場から地域社会との連携を深め

つつ地域経済の活性化について研究することにより、大学として地域貢献力、創造力及び

人間性が豊かな専門性ある人材の育成並びに教育及び研究の充実を図ることにあります。 

本センターの活動は、まだ発足後、間もないこともあって、十分とは言えませんが、こ

れまで地域経済学科として積み重ねてきた取り組みを簡単にたどりますと、まずは学科創

設以来、毎年秋に開催してきました地域経済学科シンポジウムがあります。近年のテーマ

は「女性の活躍」（2014年度）、「地方創生」（2015年度）、「創発的地域づくりと脱温暖化」

（2016年度）などで、時宜にかなったテーマを選んできています。 

また栃木県内自治体や商店街団体との間での連携協定締結による地域活性化支援活動で

す。具体的には専門ゼミによる栃木県那珂川町でのプロモーションビデオづくりと作りと

ウエッブでの発信や、宇都宮市オリオン通り商店街での活性化調査研究活動と商店街

PDCAサイクル活動への関与があります。これらの活動は産学官民という協働プロジェク

トですが、地域経済学科学生にとっては貴重な「実践教育」の場でもあり、地域経済学科

教員にとっては専門研究の「社会実装」の場ともなっております。 

『帝京大学地域活性化研究センター年報』の創刊にあたっては、帝京大学理事長・学長

の冲永佳史先生、経済学部長の廣田 功先生、理工学部長の波江野 勉先生（本センター顧

問）から温かい激励のご挨拶をいただきました。今後はグローカル時代における地域活性

化研究の推進的役割を果たしていく努力をしていきたいと考えております。宜しくお願い

致します。 
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ご挨拶 
 

地方創生は、大学との連携から 

 

帝京大学 地域活性化研究センター 

コーディネーター 

長島 重夫 

 

21世紀はアイデンティティー（identity＝主体性・独自色発揮）の時代といわれており、

個人であれ、組織であれ、アイデンティーの実現に喜びを見いだす時代といわれています。

今や、例外なく各地域において、地域資源の発掘や発信力（プロモーション）の充実など

に取り組み、いわば独自性を発揮するための「知恵比べ」の時代となっており、Ｂ級グル

メ、ふるさと納税による地域特産物の提供など、積極的に各地域のＰＲ活動が展開されて

います。 

 安倍内閣も、長期デフレからの脱却を目指して成長戦略を策定し、国民に呼びかけて

いるが、その重要な戦略として「地方創生」を掲げています。しかしながら、危機的な人

口減少を契機に、地域経済が停滞気味となり、人口減少を加速させるのではないかと危惧

されている。このした地方の発展・活性化が課題となっている近年は、「地（知）の拠点と

しての大学」の活動に期待が高まってきています。 

 大学としても、こうした社会情勢の変化に応えられる質の高い研究に取り組んで行く

ことが求められており、「大学と地域との連携なくして、地方創生なし」といわれるほど、

大学の「知」の拠点としての存在感が増してきています。 

こうした中で、帝京大学宇都宮キャンパスに「地域活性化研究センター」を設立し、地

域との様々な連携事業に取り組みながら地方創生の推進に貢献することができるというの

は、時宜を得たことであり、大変意義深いものがあります。 

帝京大学宇都宮キャンパスに学ぶ学生として、宇都宮をはじめ、各地域にある優れた地

域資源を見い出し、地域の活性化に繋がる研究を行いながら、「宇都宮に帝京大学あり」と

いうアドバルーンを挙げる努力をしてほしいと期待しています。こうした学生一人一人の

行動が、日本が元気になる「地方創生の推進」に欠かせないことではないかと思います。 

私も、現在、文星芸術大学の地域連携センター長として各種の事業に取り組んでいるの

で、その経験を通して得た情報等を地域活性化研究センターに提供しながら、円滑な活動

が展開できるようコーディネーターとして支援を行って参りたいと思っています。 
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Hope for Regional Studies -Contribution to the Creation of Sustainable Communities- 

 

岩瀬 公一*1 

Kimikazu Iwase*1 

*1国立研究開発法人科学技術振興機構 社会技術研究開発センター 
*1Research Institute of Science and Technology for Society(RISTEX) 

Japan Science and Technology Agency(JST) 

 

1. 社会技術と地域 

 地域学への期待について報告する機会をいただいたが、筆者がどのような立場、観点からそれを行う

のか、簡単に触れておきたい。 

1.1 社会技術とは 

筆者は科学技術の振興を任務とする政府関係機関である科学技術振興機構において、社会技術の

研究開発に携わっている。社会技術の取組みについてご存じない方も多いと思われるので、簡単に紹

介したい。 

1999 年にブダペストで開催された世界科学会議で出された宣言において「社会の中の科学、社会の

ための科学」という理念が示された。他方、我が国の科学技術行政においても、科学技術が急速に発

展し、社会に大きな影響を及ぼすようになっていることから、科学技術と社会の関わりのあり方について、

問題意識が高まっていた。そこで、この宣言を一つの契機として、当時の科学技術庁において社会のた

めの科学技術について検討が行われ、2001 年に、省庁再編後の文部科学省が社会技術の取組みを

立ち上げ、2005年から社会技術研究開発センターにおいて実施してきた。 

センターは社会問題解決のための研究開発を任務とし、その実施において、第１に、研究者のみなら

ず、対象とする社会問題に関わりの深いステークホルダー（関与者）の参画、協働を基本方針とした。第

2 に、社会問題を解決するには特定の学問分野の知識だけでは十分でないため、自然科学と人文・社

会科学にまたがる多分野の知見の活用を重視した。第 3 に、研究開発による成果を創出することにとど

まらず、それを実際に社会に適用すること、すなわち「社会実装」を重視した。 

以上のような取組みは世界的にも先駆的なものとして注目されたが、それから 10年余を経て、上記の

3 つの方針の重要性は広く内外で共有されるに至っている。国際的な取組みとして進められているフュ

ーチャー・アースの基本的なコンセプトは上記の方針と共通しているし、国内においても、科学技術基

本計画をはじめとする政策や事業の計画において同様の趣旨が繰り返し述べられている。 

しかしながら、この 3つの方針をスローガンとして掲げるだけでなく、実行、実現することは容易ではな

い。先駆的に取り組んできたセンターとして、これまでの手法をさらに発展させ、その経験を発信してい

く使命があると考えている。 

1.2 地域の視点の重要性 

社会の問題への取組みを進める上で、対象とすべき地理的な範囲については、問題の性質や取組

みのアプローチによって様々である。 

例えば、地球温暖化問題は地球規模の現象であり、パリ協定のような国際的な枠組み、さらにそれを

踏まえた国の政策が重要な役割を果たしている。しかしながら、温暖化ガス排出削減の取組みは、個々
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の経済主体や人の活動や生活の在り様に関わるし、温暖化の影響の現れ方は国内でも場所により異な

るので、温暖化に対する適応の在り方も場所によって異なる。このように、地球温暖化のような地球規模

の課題においても、国内の地域毎の特性、実情に応じた多様な対応は重要である。 

社会問題一般においては、地域からの多様な取組みの役割はさらに大きい。このため、センターの

社会技術の事業において、地域からのアプローチは重要な視点の一つとなっている。 

 

2. 地方創生の課題 

これまで、地域活性化の取組みが種々行われてきたが、地方の状況は総じて深刻化しており、「地方

消滅」の問題提起もあって、地方創生が国や地方の重要政策課題になっている。従来の取組みの反省

から、総合性、多様性ある内発的な地域づくりが求められている。 

2.1 持続可能な社会への転換による地方創生 

「地方が消滅」しないためには、持続可能な経済・生活基盤を地方に構築する必要がある。翻って世

界を見ると、地球温暖化、生物多様性の減少等が深刻化し、持続可能な社会への転換は全人類的な

課題になっている。その解決には、物質的豊かさに偏重した大量消費文明から脱却して、資源を持続

的に利用する、循環型・脱温暖化社会を実現する必要がある。同時に、人と人とのつながりの再生、文

化や自然の価値の再認識などにより、心の豊かさを実現していくことが重要である。 

地方には、再生可能エネルギーなどの自然資源、祭りなどの伝統的な文化資源等、多様な資源が存

在している。それらを活かした内発的地域づくりを進め、持続可能な地域を創造していくことは、現代の

世界的・全人類的な課題の解決を先導することにもなる。地方において多様な主体的取組みを生み出

し、全国的な流れ、国民的な運動に発展させることにより、我が国の社会全体、さらには世界全体を持

続可能なものに転換していくという、ローカルとグローバルをつなぐ視点が重要である。 

2.2 地域住民による主体的な地域づくり 

本来、困難な課題の解決には、当事者自身が考え、行動することが不可欠である。地域の課題解決

についても、まず、地域住民が取り組むことが本来の姿であるが、高度成長以後の我が国では、行政主

導と住民の行政依存が顕著となっている。近年に至り、財政難、市町村合併による広域化等により、自

治体が地域の課題に対応する能力が縮小していることが明らかとなり、住民の主体的な取組みが改め

て重要になっている。 

2.3 地域資源の持続的な活用 

自律的で持続可能な地域を作っていくためには、地域に存在する多様な資源（地域資源）を持続可

能な方法で活用して、生活と経済の基盤を維持・充実することが不可欠である。地域資源について住民

自身が発見し、把握する必要があるが、外部の視点、専門的な知見を取り込むことによって、より効果的

な取組みが可能となる。また、地域資源は多様な価値や機能を有しており、多面的な検討が重要であ

る。 

 

3. 地域から大学と地域学に期待される役割 

地域住民が主体となり、地域資源を活かして地域づくりに取り組む上で、外からの支援は重要であり、

中でも大学への期待は大きい。特に、地域に関する教育研究を行う地域学関係の組織・人材が果たし

うる役割は大きい。 

3.1 大学の有する多面的機能と役割 

地方にとって、大学は次のような多面的機能を有する存在である。 
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   －地方を担う人材を含め、多様な人材を育成する「『人材育成』の拠点」 

   －地方で不足している若者世代の学生が集い、地域と連携できる「『若者』の拠点」 

   －地域の内外からの様々な人々の接点としての「『交流』の拠点」 

   －専門家が集い、高等教育を支える研究と知的議論を行い、地域課題の解決にも助言できる

「『知』の拠点」 

   －地域内で知られていない、国内外の幅広い情報を提供する「外の世界が見える窓（『情報』の拠

点）」    

以上のような多面的な機能を有する大学に期待される役割は、大きくは「地方創生を担い支える人材

の育成」と「地域社会の主体的な取組みの支援」と言える。 

3.2 地方創生を担い支える人材の育成 

地方創生を地域で担う人材と地域内外から支える人材に必要とされる能力は、地域に関することと専

門分野に関することの２つの観点から大別して考えることができる。 

地域の観点にかかわる能力としては、次のものが重要である。 

－地域社会や地域経済を巡る共通的な課題の理解 

   －地域内の住民、自治体、NPO、企業や金融機関等といった多様なステークホルダー、さらに地

域外の多様なプレーヤーと連携できる能力・ネットワーク 

   －地域の課題を、全国的、世界的な広い視野から捉える能力 

一方、専門分野の観点にかかわる能力としては、地域の社会や経済を支え、地域の課題を解決して

いくために、次のような多様な能力が必要とされる。 

   －行政、教育、医療、福祉等公共サービスに必要な専門能力 

   －工業、商業、農林水産業、観光業、金融業、不動産業等の産業に必要な専門能力 

   －人間、社会、文化、歴史等を深く理解するために必要な専門能力 

地方創生を担い支える人材には、以上の２つの能力の両方が必要とされるが、そのバランスは、その

人が果たす役割によって大きく異なる。 

このような能力を有する人材の育成は、地方、都会両方の大学において充実される必要がある。地方

の大学では、地域共通の課題に加えて、当該地方の課題等を掘り下げることや、当該地方の主要産業

に必要な知識の教育も重要である。そのような取組みを通して、周辺地域の若者が地域を離れなくても

充実した教育が受けられる機会を提供すると同時に、都会も含めた他地域の若者がそこで学び周辺地

域に定着する機会も作ることが期待される。 

都会の大学では、各分野において優れた教育を行い、地方が直面する諸課題の解決を支援できる

専門能力を有する人材を育成することがまず重要である。次に、地方の主要な課題を理解させるととも

に、意欲のある学生には、地域に入り、住民と交流し、課題を体験する機会を提供することも期待される。

その中から、地方にＩ・Ｕターンする若者が育つことも期待されよう。 

地方を担う多様な人材、地域のリーダーを育成するためには、地方に住む社会人に対する教育を充

実することも重要である。 

3.3 地域社会の主体的な取組みの支援 

地域の住民が主体的に取り組んでいく上で、住民が中心となって地域の将来計画を策定、実行して

いくことが重要であり、その際に地域資源の把握、持続的な活用が重要である。このような取組みに際し

て、大学教員の専門的知識や地域外とのネットワークを活用した支援、学生が地域住民と交流し協力

する支援等を通して、課題の解決や地域住民の課題解決力向上に大学が貢献しうる場面は少なくな
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い。 

大学が地域を支援する場合、地域の主体性の尊重が基本であるが、地域の主体性の形成・強化の

支援から始める必要がある場合もある。 

 

4. 大学と地域学が地域に貢献する上での課題 

4.1 地域との連携に関する課題 

地域貢献を効果的に進める上で、大学と地域の間のコーディネーション機能は重要である。また、地

域外の組織との連携・協力のためのコーディネーションも重要である。 

自治体や中間支援組織等の第三者が地域、大学双方の事情を理解してコーディネーションを行え

ば、ミスマッチやトラブルの防止・解消、大学の支援が終了した後の地域のフォローアップなども期待で

きる。 

大学は教育研究の分野ごとの縦割りを基本構造としているため、学内のコーディネーションをどうする

かも課題である。地域の課題は複数の専門分野にまたがる問題であることが一般的であり、学内の分

野・部局を横断した体制が組めないと十分な対応ができないことが少なくない。また、地域貢献の活動

は一部の教員に負荷が集中するケースが多く、全学的に適切な教員を育成、動員する仕組みも重要で

ある。 

学内に地域貢献を担当する組織（地域連携センター等）を設置して、学内外のコーディネーションを

行うことが一つの方策であるが、その際、十分な人員を実員配置することや、自治体と人事交流を含め

た連携を行うことが重要である。 

地域との連携を進める上で、大学と地域との地理的な近接性は重要であり、特定の学部等のキャン

パスや地域連携センター等の拠点を地域に設置する取組みが行われている。 

4.2 大学の教育研究に関する課題 

大学の教育研究組織や教育プログラムは、従来、学問分野ごとの縦割りを基本に編成されてきた。地

域に関する教育研究は多数の学問分野にまたがるので、従来の組織やプログラムによる対応には限界

があったが、近年、地域貢献を含む社会貢献が大学の役割に位置付けられたこともあり、地域を対象と

する組織やプログラムが充実されつつある。 

地域の観点からの教育を充実するに当たり、分野横断的な教育内容を、各分野の知識の単なる寄せ

集めを超えて地域学として如何に統合できるかが問われているのではないか。 

地域の観点と専門分野の観点の優先度、バランスをどう考えるかが、教育研究の組織、プログラムの

あり方を左右する。地域の観点を専門分野の観点と同様に重要と位置づければ、地域に関する学部等

を設置することが選択肢になろう。一方、専門分野の観点を主とし、各分野の学生に地域に関する教育

もある程度行おうとする場合、部局・分野を横断する全学的な教育プログラムを設けることが選択肢にな

ろう。この２つの方向の取組みが並行して進められているのが現状である。 

地域に関する学部等を設置する場合、学内外の多数の学問分野や組織から教員を集めることになる

が、優秀な人材をどれだけ確保できるかが課題である。さらに、異なる分野、組織から集まった教員が、

地域学という新しい分野の組織を発足させるのであるから、教育研究の進め方を含め、新組織の運営

の方針をいかに共有し、実践していくかが課題である。 

全学的な教育プログラムを導入する場合、地域に関する教育の内容についてどの程度統一するのか

が課題になろう。地域に関する科目を各学部等で設定する場合、専門分野ごとの地域の課題を取り上

げるには適していると考えられるが、地域学の成果等を活用して、地域に関する共通的な課題に関する
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教育内容をいかに充実できるのかが課題ではないか。 

地方の課題に取り組もうとする人々が増えており、それに役立つ実践的な社会人教育の機会の拡充

は重要である。その際、多様な人々が教育を受ける機会が提供されることが重要であり、費用負担が少

なく、比較的短期間で学べるプログラムが多くの地域で提供されることが望ましい。そのためには、地域

の自治体や産業界からの寄付等の支援が期待される。 

地域のリーダーとして活躍したい人、自治体等で地域の課題に継続的に取り組みたい人等には、地

域について体系的、専門的に学ぶニーズがあると考えられる。大学院レベルのプログラムの充実が期

待されるが、そのニーズの規模や、充実した教育体制の整備の必要性を考えれば、大学間で連携しつ

つ、全国的に拠点を作ることも考えられよう。 

地域課題の解決には、地域の当事者が自らの経験等に基づいて取り組むだけでは限界があり、科学

的な視点の導入が有効な場合が少なくない。従って、地域課題の研究は地域貢献として評価されるも

のであるが、それに加え、次の例のように、困難であるが重要な社会的課題に関する研究は、学術的に

も重要な価値を生み出しうることを強調したい。 

－地域社会の変革、主体形成、ソーシャル・キャピタルに関する研究 

－自然資源、歴史遺産等の地域資源を持続型社会の構築に活かす研究 

－地域内経済循環の活性化や地域の社会的企業に関する研究 

 

5. 社会技術の取組みと大学、地域学との連携への期待 

センターでは、大学、特に地域学に取り組む方々との連携を深めていくことを希望している。今後、以

下のような取組みを進めたいと考えており、意欲ある方々の参加を期待している。 

5.1 大学の有する多面的機能と役割 

センターの事業は、社会問題の解決策創出のための研究開発、研究開発成果（センター事業の成

果に限定していない）の社会実装の大きく２つを対象としている。 

研究開発事業では、社会問題を俯瞰し、社会技術のアプローチにより解決への貢献が期待できる問

題を絞り込み、それを対象としてプログラム（「研究開発領域」と呼ぶ）を設定し、問題解決に資する研究

プロジェクトの提案を研究者とステークホルダーのチームから公募する。 

このアプローチにおいては、社会で何が重要な問題になっており、それはどうすれば解決できるのか

といった問題の俯瞰、絞り込みの段階が極めて重要である。このプロセスをさらに改善していくために、

大学を中心に、社会問題の言わば最前線である地域が直面している重要な課題を同定し、地域学等の

科学的な視点からの分析を加えていただき、その成果を日本社会共通の問題の抽出に活かしていきた

いと考えている。 

5.2 地域の課題解決への支援 

上述のように、大学を中心に地域の課題を調査分析し、具体的に解決に取り組もうとされる際には、

センターを含めＪＳＴの有するプログラムやネットワークを活用して可能な支援をしていきたいと考えてい

る。 

社会技術の課題については、優れた提案があれば、研究開発や実装支援のプログラムによる支援が

可能である。また、企業等の技術の課題であれば、全国の大学等の有する技術とのマッチングが可能

である。 
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概要 

地球表面温度は 2016 年にこれまでの最高を記録する見込みである。温暖化を止めるには、人為的な温室

効果ガス排出をゼロにするしか手はない。気候変動枠組条約のもとで1990年代国際交渉が開始されてから20

年を経てようやく、2015 年末、パリ協定で世界各国が一致して温室効果ガス排出ゼロに向けて行動することを

約束した。その間温室効果ガス排出は増加し続け、気候変動は世界各地で大きな影響を地域社会に及ぼし

始めている。今世紀中に排出ゼロの社会にするという目標は、これまで化石エネルギーに頼ってきた近代文明

の社会経済活動を大転換させるものであり、これまでそれぞれの地域社会が発展のよすがとしてきた資産の価

値を大きく変える。再生可能エネルギーへの転換は地域に豊富な自然エネルギーや、二酸化炭素吸収源とし

ての森林・土壌の価値を高める。これに伴い、気候変動に適応しながら、地域資源を見直し、新たなエネルギ

ー資源を発掘して利用運営したり、吸収源を維持管理する地域の力が大きな役目を果たすことになる。排出抑

制の半分近くはエネルギー使用量の抑制でなされるから、住宅での断熱強化等の省エネ、地方都市における

交通システムの転換、コンパクトな街つくりが効果的である。低炭素社会への転換と同時に高齢化や格差解消

など多くの諸問題も解決していくためには、政府の力だけでなく地域からの取り組みが不可欠である。 

 

1．はじめに 

2015年 12月国連気候変動枠組条約第 21回会合（UNFCCC/COP21）は、安定な気候を取り戻すため

に「すべての国」が「今世紀後半の早い時期」に「ゼロエミッション世界」に向けて「行動」するパリ協定を採

択した。これは 20年続いた温暖化国際交渉での画期的な進展である。人間社会が世界という単位で、持

続可能な存続のためには自然の摂理に従うしかないことを初めて認め、文明の方向を転換しようと舵を切

ったのである。しかし自然のことわりを理解すれば、進むべき方向は極めて明快に示されていた。これを決

断したのは結構なことであるが、如何せん既に自然の動きには後れを取っている。18世紀末に始まり 2世

紀に及ぶ化石エネルギー文明から脱皮するこの大転換のために、与えられた時間はわずか半世紀である。

現状にとらわれて転換をためらうことなくただちに、脱炭素社会づくりに向け行動を開始しなければ後世に

悔いを残す。ゼロエミッション世界への急激な「転換」の可能性に関しては、実際に削減の場にいる個人、

企業、地域共同体という行動主体がそれぞれに如何に削減を加速するかにかかっている。 

 

2．パリ協定の科学的背景 

 パリ協定は、気候安定化に向けて ア. 温暖化を産業化以前から 2℃、できたら 1.5℃以下の上昇にとど

めるという目標を設定 イ. そのために今世紀末までに炭素排出を吸収とバランスさせる（ゼロエミッション・

脱炭素・炭素中立などいろんな言い方があるが、いくらかはある地球の吸収能力を考えて正味で人為的な
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温室効果ガス排出をゼロにすること。） ウ. すべての国が（自主的に）決めた概ね 2030 年を目標年にした

中期計画（INDC：Intended Nationally Determined Contribution）のもとに温室効果ガス削減を行う。各国は

2050 年以降も念頭においた長期削減戦略を作成する。 エ. 削減と適応に関しての途上国の能力開発を

国際協力で進める、ことを全会一致で約束した。そしてただちにすべてのレベルでの関係者が「行動」をお

こすことを促した。 

 こうしたパリ協定の気候安定化のための取り決めは、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が取り組ん

できた気候科学的知見の集約から得られた自然の仕組みの理解から当然導かれるものである。20 世紀後

半から始められた気候変動に関する科学活動が半世紀後に得た結果にもとづく結論は、結局人類は自然

のことわりにしたがうしかない、地中から炭素を掘り出しそれを大気中にばらまき、自然のバランスを乱すこ

とは人類という生物の生存を危険に導く、ということであった。このことをしっかりと理解できれば、今後の半

世紀に何をなすべきかの覚悟が生まれる。 

①ゼロエミッションの科学的根拠：このところ上昇が止まったかに見えていた地球表面温度が、2015 年から

再び上昇し、2016 年には一気に産業化以前から 1.2℃にも跳ね上がった（図１）。パリ協定では、気候変動

が生態系・食料そして経済発展に危険な影響を及ぼさないために、産業化以前から 2℃以下に止めるとい

う目標を共有したのであるが、今や急速にそのレベルに達しつつある。 

 

図 1 地球温度は 2016年に最高温度に［1］ 

 

温暖化が課題にあがり始めてから 30 年の間、科学は不確実性を追求し続け、一方で国連気候変

動枠組条約締約国会議が、この問題にどう世界が一致して取り組むかを協議してきた。その間に

も温室効果ガス排出は続いた。ある年排出した温室効果ガスの半分以下はその年のうちに森林や

海洋に吸収されるが、残り半分以上は吸収されないまま大気中に残り、100年かけてゆっくり吸

収されるまで大気中に残存する。これが毎年積み重なって蓄積してゆき、大気中の濃度を高める。 
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図 2 ゼロエミッション社会の必然と残された時間［2］ 

 

それに比例して温度が高まってゆく。こうした自然のメカニズムのもとで、もうこれ以上高まると危ないとい

う温度に行き着いた時に気温上昇を止めるにはどうすればよいか。答えは、その時点でこれ以上は一切

排出しない、すなわちゼロエミッションにするということである。なぜなら、次の日にもし温室効果ガスを排

出したら、その半分がまた大気濃度を増やし、温度を上げてしまうからである。 

2013/2014 年に出された IPCC の第 5 次報告書（AR5）［2］が、産業化で化石燃料を使いだしてからこ

れまでの累積温室効果ガス排出量（横軸）とその間の温度上昇（縦軸）がほぼ線形に関係しているという

図 2（－●－の線）によって、このことを明確に示した。さらに多くの温暖化モデルが将来もそうした関係が

つづくことを予測している（同じく－●－線の 2010年以降）。 

②リスクの判断：2℃で止める：一方で IPCC では、多くの気候変動影響予測研究に基づき、温度上昇や

台風・洪水・旱魃など極端な気候事象の多発ですでに脆弱な生態系や地域に影響が出ており、このまま

の温度上昇が続けば水資源・農作物被害・健康被害など負の影響が世界全域にわたり、さらには気候シ

ステム全体が変化し不可逆な状況に陥る（Tipping Elementの存在）ことを警告している。これを受けて、パ

リ協定では温暖化を産業化以前からの温度上昇 2℃以下にとどめること、さらに1.5℃以下にとどめる可能

性についても考慮することとした。 

③ゼロエミッションまであと 30 年：先に述べた累積排出量と温度上昇の関係式から、温度が指定されれ

ば、その温度に到達するまでに累積でどれだけ排出できるかが決まる。2℃であればそれは約 800GtC 

(GtC=炭素換算 10 億トン)である。このうち既にこれまでに人類が排出した分は 500GtC。とすると今後

2℃までに排出できる温室効果ガス量は、残りの約 300GtC しかない。（残り排出できるこのわずかな温

室効果ガス量は、われわれ人類が使うことを許される、財布に残った「炭素予算（Carbon Budget）」とも

呼ばれている。）現在世界は年間約 10GtC排出しているから、このままの排出を続けると後 30年で累積

排出量 800GtCすなわち 2℃に達し、その後はもう一切温室効果ガスを出してはならないことになる。 

30 年というわずか一世代の間に、ゼロエミッションの世界に転換しなければならないのである。この一

世代で無理ならば、財布に残された炭素予算 300GTC からの排出を、今すぐから減らし始めていけば２
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世代 60年ぐらいに引き延ばせるかもしれない。IPCCは、合理的で可能性のあるゼロエミッションへの削

減の道筋（財布の中身の使いかた）として、2050 年に世界排出量を今から半減して約 20GtCO2（約

5GtCすなわち現在排出量 10GtCの半分）にする道筋を示している。 

④地球公共財としての安定な気候：気候というのは地上のそれぞれの場所で異なってはいるが、それぞ

れの場所での安定した気候に合わせて住民それぞれが生存している。地球上のどこからであれ排出さ

れた温室効果ガスは比較的短時間に大気中で広く拡散され、地球全体の気候を変化させる。自分だけ

が排出して得しようというフリーライダーがいれば、いつまでたっても温暖化は止まらない。すべての国・

排出者が排出を止めないと気候は安定しない。だからパリ協定では、中国や米国といった大口排出国

や途上国も含め、「すべての」国が削減を約束したのである。 

⑤自然の摂理：温暖化の現象を J. Lovelock の GAIA 仮説「地球自身が生命体である」になぞらえば、

地球生命体の中に人類というヒト細胞が急激に増加し、その活動で生じる温室効果ガスという排出物で

地球生命体は発熱を起こしつつある。生命体はそれを排除するためにヒト細胞の生存環境をより厳しい

ものに変えつつある。 

結局人類はこの自然の摂理には抗えない。パリ協定で決めた、2℃、ゼロエミッション、全ての国が参

加、はこの自然の摂理に従い、人類が変わっていくしかない、ということを皆が合意したのであり、各国

間の国際約束であると同時に、世界が初めて自然に従うことを認めた宣言であるともいえる。 

⑥IPCC とパリ協定：もっとも重要なメッセージは、いずれわれわれ人類はゼロエミッション社会に向かう

しかない、その時はいまである、ということである。そのことを理解しさえすれば、脱炭素社会のイメージを

共有し、そこにめがけて今の社会を転換してゆく覚悟が定まる。時間があまりないことを考えれば、今の

社会の慣性から抜け出した革命的な転換をなし遂げねばならない。今世紀を生きる我々に課せられた

とてつもなく大きい挑戦である。 

 

3. パリ協定は地域温暖化対策にどのような意味を持つか 

 上記の科学的背景を理解すれば、いずれゼロミッション世界にならざるを得ないという覚悟をもって今

後の新たな社会構築に向かえる。いつまでも誰のせいだとか、減らすのは大変だとか言い合っても何の

解決にもならない。自然あるいはその代弁者である科学が示す確かな方向をしっかり見定めて、ただち

に手を打ってゆくべきことが明らかである。 

①ゼロエミッションの今世紀中の実現：新世界を作り上げる：まずこのことが、化石エネルギー文明からの

「大転換」であるという認識を共有することが必要である。30 年間にわたる科学研究の成果で温暖化が

どのようなものかの裏付けが取れ、20 年にわたる国際交渉でようやく温暖化をとめることに世界がパリで

合意した。化石燃料依存社会をいまから半世紀程度の間に温室効果ガスゼロエミッション社会に変える

「大転換」が始まる。ゼロエミッションに行くしかないのだということをしっかり認識して、それぞれの地域

がこうありたいと考えるビジョンを共有し、そこに向けた様々な長期の計画には必ず低炭素化の仕組み

を組み込んでいく。 

ここではまず自らが新しい社会をつくるのだという覚悟を持つ必要がある。低炭素化をすすめるとき、

他への押し付け合いはできない。誰もが同じ義務を負い逃げ場がない。自分の地域は例外で他よりうん

と出してもいいという論は成り立たない、それぞれが責任をもって減らしていかねばならないのである。 

②何をやるか：多くの低炭素社会転換シナリオ研究の結果、低炭素化に向けてやるべきことが、エネル

ギー消費量の大幅削減（節エネ）と低炭素エネルギーへの転換、そして吸収源の維持増進、であること

は世界共通である。そのためには各主体がゼロエミッション社会のビジョンを共有し、そこに至るまでの
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ステップを（後述のバックキャスト手法で）ロードマップに作り上げ、その実現に知恵を集中してゆかねば

とても転換はできない。 

ビジョンというのは、絵に描ける地域の姿だけではない。それらは、地域の資源・歴史・伝統・人材を踏

まえ、その地域がどのような社会を目指すかの旗印である。どの地域も同じである必要はなく、また同じ

ではあり得ない。それぞれの組織・共同体でそうした社会を低炭素で実現するにはどうするかに知恵を

絞るのである。 

③ベンチマークとしての１人 2トン/年：2050年に世界で排出できる温室効果ガス（二酸化炭素換算）200

億トンを、予想される世界人口 100 億人で割れば、1 人当たり年間 2 トンとなる。この数字は削減目標の

一つの基準（ベンチマーク）と考えられる。日本は現在一人当たり約 10 トン排出している。米国は 17 トン、

中国は 7 トン、欧州は 8 トン、インドは 1.4 トンである。日本では、もし人口が変わらないのなら、2050年ま

でに 10 トンから 2 トンへすなわち第 4次環境基本計画にかかれている 80％削減になる。地域の諸計画

を考える時も、この2トンに、想定される地域人口をかけた値を計画の基準（ベンチマーク）にして現状排

出量と比較してみたり、地域の低炭素社会のビジョンを描いてみると良い。こうした定量的目標がないと

システマティックな削減はできない。 

④将来から振り返る Backcast: もちろん現存する今の社会からスタートし 35 年の間にこのビジョン実現

に動くのであるが、現状に引っ張られてはなかなか先には進めない。新しい社会のビジョンに向かって

どう低炭素化してゆくかを逆算（Backcast）して、今からどのような手順でどんな政策を打ってゆくかを手

順書（ロードマップ）に落とし込む。今から何％減らせるかといった現状に足をとられる発想ではなく、2 ト

ン以下の新しい社会をつくるのだという前向きの姿勢が必要である。覚悟を決め、時代を先取りして積

極的に今からの投資に低炭素化を織り込み始めなければならない。 

⑤変わる地域資源の価値：地元の地域自然資産を見直す 

 ゼロエミッションへ向かうという決定は、国や地域でそれぞれに持つ地域の資産の価値を大きく変える

（図 3）。わかりやすいのは、これまでの主要エネルギー資源である化石燃料の価値が大きく低下するこ

とである。これからは炭素量で 300GtC しか排出できないにもかかわらず、世界の石炭・石油・天然ガス

の資源量はその 100 倍もある。300GtC の炭素予算を賢く使っていこうとしたら、当然発熱量当たり炭素

排出量の少ない天然ガスから使用することになるが、新たに出現した安価なシェールガスの推定採掘

可能量だけでも 300GtCの 3－10倍もの炭素量があるから、今後天然ガスシフトが起これば石炭ほかの

化石燃料資源は無価値（座礁資産）になる。これにより産油国は発展の原資を失い、国際的にもう力を

待てなくなり、石油で動いていた世界経済・政治構造へおおきな影響を与える。 
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図 3  気候変動と政策対応の影響を受ける地域発展資源 

 

 これに変わって、自然資源の基盤である「土地」が大きな資産となる。土地すなわち地上に降り注ぐ太

陽エネルギーは太陽光発電だけでなく、その変形として風力・水力・波力そしてバイオマス等々自然エ

ネルギーのもとである。パリ協定では、正確にはゼロエミッションではなく「吸収源とバランスさせるまでに」

減らすことと書かれており、吸収力がハイライトされている。世界では今排出される炭素の約 7 分の 1 が

森林・土壌で吸収されている。森林減少を食い止めるための REDD＋（Reduction of Emission from 

Deforestation and forest Degradation+：途上国における森林減少と森林劣化からの排出削減並びに森

林保全、持続可能な森林管理、森林炭素蓄積の増強のためのインセンティブ提供政策）があるが、国

内的にも森林保護・土壌保全が重要になる。森林の成長分が実吸収分となり、間伐材をバイオマス燃料

として使えば、そこではバランスしたエネルギーサイクルとなる。また土壌は大きな炭素の貯蓄の場であ

る。水田耕作や畑作の適切な管理でメタンや二酸化窒素の排出が減らせる。環境保全や、観光資源保

全が co-benefitにもなる。 

ブータンは自然資源をフルに活用した政策で、現在既に吸収国になっている。豊富にあるヒマラヤか

らの雪解け水で起こす水力発電で全村電化し、余剰をインドに売電して国家財政の 1/4 を賄う。国土の

1/3 を国立公園に指定し生物多様性保護と森林保全で吸収力を維持、一日一人 2 万円相当の観光費

用を徴収してのエコツーリズムで収入を得る、GDPでは測れない「幸福度指標」で国民生活向上評価統

計調査をするなど、自然資源を維持し活用して未来の脱炭素社会を先取りしている。しかし気候変動が

強まると、水文・森林・農業など重要資源への影響が懸念される。 

⑥人工資産としての地域インフラ：もし現在の都市が高エネルギー依存型の建築物で出来ていたり、交

通体系が自動車依存型であったり、緑に欠けていたとしたら、これからの低炭素化時代には競争力を失

う。今の続きで高エネルギー前提のインフラ投資が行われたら、それは 50年にわたって都市を拘束し炭

素排出を高め続ける。都市のデザイン、居住・業務空間、交通システムなど将来社会を長期にわたって

固定化する地域インフラの投資を直ちに低炭素化に向けねばならない。 

⑦人的資産：パリ協定では、途上国の気候政策推進能力開発を国際協力で進めることが決まった。誰

が支払うかの長い論議から一歩進んで、先進国の資金拠出が決まり、それを途上国が賢く使って効果

的な気候政策を打ちたて実施することが重要課題になってきている。  

日本の地方においては、COP 会場で低炭素都市プラン発表する一部の活発な地域もあるが、多くの自
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治体にはまだまだ低炭素化のビジョンや長期削減計画を策定する力が不足している。それだけでなく、

政策策定の基礎であるインベントリや排出源の同定などの基礎データ蓄積がなされていない状況にあ

る。 

地域の大学は絶好の人的資源プールであり、地方自治体は大いに協働するべきである。大学も変わら

なければならない。変容を進める科学の新たな役目を引き受けるべきである。気候変動のように深い根

を持つ社会的難問に取り組んだり、80％削減といったこれまでにない挑戦が必要な時には、科学は確

立した知識を供給するだけではなく、自身が社会に入り込んで研究を進めながら解決を見出す Action 

Research で変容を進める役目を引き受けねばならない。従来型の規範的かつ還元主義的パラダイムか

ら脱して、境界横断での Synthesis（総合的） で問題解決に向かわねばならない。Make it happen（実現

させる）のためには、科学者と政策担当者、非政府専門家、市民、ビジネスを含む社会のほかのステー

クホルダー間での継続的な交流と対話も必要である。こうした変容推進役目を効果的に行うためには、

科学の成果は個人が囲い込むものではなく「公共財」として社会に提供されるものにするべきであろう。 

以上のように、地域の脱炭素社会づくりは、それぞれの地域資源のうち低炭素化には何がつかえるか、

地域自身の資産の価値を再認識（いいとこ探し）し、行動の可能性を知る事から始めると良い。 

 

4.「交渉」の時代を終わり「行動」の時代へ：あらゆる関係者の参加と協働が必要 

低炭素社会への転換を可能にするのには、まず政府の明確なぶれないゼロエミッション社会に転換

する強い意思表明がなくてはならない。このトップダウンの強い政策誘導が不可欠であるが、エネルギ

ーの利用と供給にかかわる関係者－それはほとんどの消費者と産業活動者及びエネルギ供給者を含

む－がそれぞれの場所で削減行動を起こさねばものは動かない。 

①トップダウンとボトムアップ：パリ協定では国に対して NDC (Nationally Determined Contribution) での

国の削減計画とさらに長期を見通した長期削減戦略の作成を求めているだけでなく、すべての非政府

主体（市民社会、民間セクター、金融機関、都市その他地方公共団体）の努力を歓迎し、そのスケール

アップと、こうした活動主体が横断的に相携えて取り組む体制をつくっていくことを推奨している。確かに

こうした主体が、上からの指示を待つことなく自主的に今すぐ行動に向かわなければ、とても気候安定

化に行きつかない。 

②日本自治体での低炭素化計画策定：日本国内では、パリ協定を受けて 2016 年 3 月に閣議決定した

温暖化対策計画において、地方自治体には、総合的かつ計画的な施策として、それぞれの地域条件

に応じた再生可能エネルギー利用促進、徹底した省エネルギーの推進、低炭素型の都市・地域づくり

の推進、循環型社会形成、事業者・住民への情報提供と活動促進を図ることなどの実施を決めている。

また事業者には省二酸化炭素型商品開発等を行うとともに、自主的に削減計画策定を行うこと、サプラ

イチェーン・ライフサイクル全般にわたる削減努力を要請、国民にもライフスタイルのありかたや自ら積極

的に現在の行動様式の変革や行動喚起を要請している。 

  地域の計画づくりにも明確な削減目標の設定とそこにいたる長期戦略が必要である。計画づくりと転換

実行の効果の定量的把握のためには、地域の発生源把握、吸収源能力推定などの基礎データを継続

的に集め集積するシステム作りが不可欠である。 

③加速するボトムアップの動き：COP21 ではいつものきびしい入場制限のある交渉会場の隣に、グリー

ンエリアという自由に入場できる非政府団体の交流の場が設けられ、多くの都市、市民団体（NGO）、先

進企業や産業団体の展示や多数の発表がなされた。パリ市などが主催した自治体リーダーのための気

候変動サミットには約 700 地方自治体首長が参加し、東京都や京都市も参加した。続くマラケッシュ
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COP22 でもグリーンエリアでの企業や自治体、金融機関が自分たちの温暖化対策の発表が相次いだ。

こうした動きは既に温暖化の流れが政府間だけでなく現場での大きなうねりになっている事を示してい

る。 

④欧州では、温暖化政策の重要性認識が市民の間でも高い。気候政策の計画には、多くの研究機関・

大学・NPO から長期削減シナリオが提案され、それらをベースに様々な利益団体、市民、といったステ

ークホルダーに向けて国民対話が数か月間開催されその結果を受けて国の政策が決められ、実施計

画に進む。日本はこれまでトップダウンの政策運営であったが、低炭素社会への緊急な転換に当たって

は、当初から削減の当事者である国民の理解を得ておく必要がある。 

⑤社会転換行動に必要な人的資源（自力転換立案実施能力）・金融資源（地銀等）、知識資源（大学・

研究機関）・ボランテイア、地権者が如何に自主的に立ち上がるか、地域の力が問われる。こうした主体

が産業・エネルギー・交通・デジタル化、教育などでの低炭素化に向けて共同して低炭素社会をデザイ

ン（Co-design）し作り上げていく（Co-work） ことが成功には不可欠である。 

 

5. おわりに 

 パリ協定が示した気候変動への対応とは、いわば今の文明を問うているのである。自然の摂理である

から、30 年の間にできなくともそこでやめるわけにはいかない。温室効果ガスを出さないというのは外す

ことのできない目標であるが、その削減過程を用いて生活の質、well-being（福祉）を高めた新たな社会

に転換してゆくことを最終目標とする挑戦である。長期の視点で、次世代への教育も含め、今自らは何

をやっておかねばならないかを全てのひとが確認して、それぞれに、あるいは協働して新しい社会を作

り上げてゆくときである。 

温暖化対応・低炭素社会への転換を軸にした創発的地域づくりを進めておられる帝京大学地域経済学

科もまたその大きな原動力である。志を共有するシンポジウム講演と本稿の機会を与えていただいた山

川充夫教授をはじめ帝京大学の皆様には心からの謝意を表したい。 
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創発的地域づくりによる脱温暖化 

－ 本物の贅沢による楽しい低炭素社会構築 － 
Social implementation of local co-innovation approaches for emergent transition 

 to low carbon society 

- Construction of attractive low-carbon society by genuine luxury life - 
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SUMMARY: 

JST-RISTEX project, “Social implementation of local co-innovation approaches for emergent transition 

to low carbon society” (FY2014 – FY2016), has been developing to construct the low-carbon society, where 

people can live comfortably by realizing the sustainable environment through drastic reduction of CO 2 

emission.  The project is constructed from two phases of an integration phase and the spread 

implementation phase.  In this report, the perspective of the project was described.  

   The “Future Creation School” is a unique education program implemented through a collaboration of 

industry, government, academia, and local communities in Kiryu City under the leader ship of the School of 

Science and Technology of Gunma University. Utilizing an individual district’s indigenous nature, history, 

culture, customs, and industry, the program provides children with the joy and excitement of discovery and 

nurtures the development of human resources with international competencies and society, looking 100 years 

in the future. 

 

1. 緒言 

 JST-RISTEX「創発的地域づくりによる脱温暖化」プロジェクト（平成 26〜28 年度）は、自治体

等地域における脱温暖化、再生可能エネルギー導入等の取り組みを支援し、自立的で持続可能な地

域づくりを促す仕組みを構築するものである。本プロジェクトでは、地域のエネルギー資源等の活

用による地域主体の創発的地域づくり、脱温暖化の取り組み効果を高める地域間連携、地域活性化

と脱温暖化を可能とする消費者・生産者・流通販売者の協働による一体的取り組みなどの成果（手

法、ノウハウ、事例集等）を統合し、地域自治体が活用しやすいパッケージ（データベース）とし

て構築することを目的の一つとしている。 

 本シンポジウムでは、一例として地域一体化による楽しいコミュニティー構築と感性豊かな人材

育成による二酸化炭素の劇的削減の可能性について述べる。 

 

2. 未来創生塾 

 私達は、当たり前のように自動車に乗り、エアコンを使い、風呂に入り、テレビを見ている。こ

のような文化的生活は、化石資源の大量消費によって支えられている。ところが、化石資源の大量

消費に伴う地球温暖化問題と同時に、大量消費によって得られるはずの幸福感が薄らいできたこと

も近年の特徴と言える【1】,【2】。特に、地方中核都市では、中心市街地の空洞化や高齢化等による地

域社会の崩壊や住民間のコミュニケーション欠如による各種社会問題が顕著に進行している。教育
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面では画一的教育や受験対策などによる偏差値指向や首都圏指向が進み、地域特性を生かした教育

を行うことが困難となっている。そのため、郷土への誇りを失い、また、地域住民との緊密な触れ

あいの欠如などからコミュニティーの疲弊、崩壊が促進されている。すなわち、今、ここでエネル

ギー消費そのものを見直し、真の幸福な未来社会構築を目指すことが最重要課題である。私達のラ

イフスタイルを見直し、心豊かな潤いのある社会を作ることが人類にとって最も大切なこととなる。 

 JST-RISTEX公募事業「地域力による脱温暖化と未来の街－桐生の構築」（平成 20〜25年度）が

発端となって開発された『未来創生塾』は、楽しい未来社会構築のための人材育成と潤いのある社

会による地域活性化、そして最終的には大幅な二酸化炭素排出削減を目的としている。 

 『未来創生塾』は、小学生とその保護者を対象とした夢と感性を育む実践的教育プログラムであ

る（2012 年 4 月〜）。地域固有の自然、歴史、文化、風習、産業、気質を学び、親子に発見の喜

びと感動を提供し、世界をリードする人材の育成と未来社会構築を視野に入れた全く新しい教育シ

ステムである。未来創生塾が目指すのは、子供達の五感を刺激して感動を与え、保護者には様々な

分野の知識を与えることである。子供達と一緒に活動する保護者にとっても、未知の扉を開く体験

は新たな喜びとなり、家族間のコミュニケーションを豊かにする一助にもなる。 

 未来創生塾は 4 年制(未来創生塾 2 年、未来創生塾院２年)である。2016 年からは新たに独立専

攻科が発足し、総勢約 240名である。 

 企画･運営は群馬大学次世代エコエネルギーシステム研究会、桐生商工会議所未来創生委員会（新

設）、桐生市生涯学習課との緊密な連携によってなされており、実際の活動は各種 NPO団体、企業、

群馬大学同窓会や一般市民の主体的活動によって実施されている。まさに産官学民が一体化した体

制であり、我が国では極めて特異的な取り組みである。 

 

3. 活動 

 各学年とも年間 20回程度、塾全体では 80回程度実施している。プログラムは以下の項目に従っ

てバランス良く構築されている。 

① わが街発見！文化編：桐生の伝統的文化に触れ、郷土の心を認識する 

② わが街発見！歴史編：桐生の歴史に触れ、郷土の魅力を再発見する 

③ わが街発見！産業編：地元企業の見学を行い、魅力ある地元企業を紹介する 

④ わが街体験！自然編：桐生の持つ資源を活用し、感性を育む 

⑤ わが街体験！工学編：実験や工作などを通して工学の持つ魅力を体験する 

⑥ わが街体験！芸術編：染織、絵画等を通して、未来社会に必要な感性を育む 

⑦ わが街体験！国際編：留学生と一緒に活動し、国際感覚を体験する 

⑧ わが街体験！世界編：地元関連の外国研修を実施、国際感覚を身につける 

⑨ わが街発見！社会編; 桐生の未来を考え、地域活性化、地域間連携に取り組む 

 

4. 成果 

1) コミュニティーの一体化（楽しい地域社会） 

 地域の親子を対象として、特に子供の教育に重点を置いたことにより、地域のステークホルダー

間の連携が緊密になった。地域で様々な活動を企画し，有効に機能させてゆくためには、地域全体

のステークホルダーの合意形成をはかり、地域主体を形成してゆくことが重要である。Future 

Earthの概念でも、地球環境問題をボトムアップで解決していくためには、専門家とステークホル

ダーが協働して研究活動の設計（Co-design）や研究知見の創出（Co-production）を行うことが重

要であり、特に設計段階の Co-designと知見の普及段階において、ステークホルダーの役割が大き

いとされている 6)。ステークホルダーグループとしては、(1) 学術研究、(2) 科学と政策のインタ

ーフェース、(3) 研究助成機関、(4) 各政府機関、(5) 開発機関、(6) ビジネス・産業界、(7) 市

民社会、(8) メディアが上げられており、市民社会の参画も重要な点である。但し、地域全体を巻

き込んだ連携を構築することは、必ずしも容易ではなく、連携体制を構築することが多くの地域で
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課題となっている。桐生市では未来創生塾を企画･運営するために、「大学が核となった地域社会の

ソーシャル・キャピタルの形成・強化とそれによる技術の地域実装」が実現したと考えられる。 

そして、従来の産学連携中心のソーシャル・キャピタルの構築よりもさらに進んで、その実装まで

を可能にする地域の行政や市民とのネットワークを包含したソーシャル・キャピタル構築の実例を

示すことができたといえる。 

2) 心地よさの発見（贅沢な時間と空間の享受） 

 未来創生塾では、感性を育むことを主要な目的の一つとしている。例えば、五感を磨く取り組みとして、

視覚（光と色の世界、ピンホールカメラ等）、味覚･嗅覚（味覚感度測定、ガーデン炭火、テーブルマナー等）、

触覚（陶芸の世界、稚魚放流等）、聴覚（ピアノ、コンサートホールの調律体験）が用意されている。ここで

は、バーチャルではなく、本物の世界を体感し、本物を見抜く審美眼を育成したいと考えている。地域の自

然や文化を本質的に活用することによって、心地よさの発見と贅沢な時間と空間を身近に得られることを認

識できる。図１は一例として『清流読書』の様子を示したものである。真夏の一日、パイプ椅子とお弁当を

持って、清流の中で一日読書をする。当日、市内は

37℃の猛暑であったが、川の水の温度は 18℃であり、

極めて快適な一日を過ごすことが出来た。特に渓流

の音に浸っていると全く別の空間に入ったかのよう

な感覚になり、非日常的な時間を過ごすことが出来

る。通常の生活（エアコンを使って居間でテレビを

見る等）と比較すると、極めて贅沢な低炭素型ライ

フスタイルである。また、これは中小水力の冷熱利

用と言える。中小水力で微々たる電力を作り、その

電力でクーラーを動かし、狭い居間で低俗なテレビ

番組を見て過ごすような生活と比較すると、本物の

贅沢を味わうことが如何に心地よいかが理解できる。 

3) 郷土への誇り、愛着（気づき） 

 地域の歴史、文化を体験的に学習することにより、郷土への誇り、愛着が醸成された。例えば、

重要文化財である桐生市の『彦部屋敷』の竹林でタケノ

コ掘りを楽しむと同時に、そこの竹が関ヶ原の戦いで旗

竿として使われたこと、その旗は桐生が織ったこと、桐

生が天領となったこと、織都として栄えたこと、市民の

寄付で群馬大学理工学部の前身（桐生高等染織学校）が

設立された事などの桐生の歴史を学習することにより、

郷土の魅力に気づくことが出来た。また、西の西陣、東

の桐生と称される織物に培った伝統的日本文化を継承す

るため、和食の作法なども設定されている（図２）。 

4) コミュニティー発展の喜び（生きがい） 

 未来創生塾の活動内容は学年が上がるにつれて、体験

や発見などから社会貢献へと移行している。 

○『地産地消で旬を知る』 

  地元の野菜の流通、市場経済を学習するとともに、近年乏しくなった旬の味を知るための活動

である。更に、地域農家と協働することによって疲弊する地域農家の活性化を図る。また、輸送に

よって排出される二酸化炭素量を検討することにより、地元野菜が環境にも良いことを理解する。 

○『500m･こんなところに、こんな店』 

  地方都市では、郊外の大型店舗の開発により、中心商店街や個人商店の疲弊が顕著である。そ

こで、自宅から半径 500ｍ以内にどんな店があるか調べ、買い物をすることにより、身近にある個

人商店の見直しと、活性化を図っている。思った以上に興味深く、これまで車で移動していたため

に見過ごしていた特徴ある商店の発見に繋がっている。 

○『サンタが MAYUでやってくる』 

図１ 清涼読書風景 

図２ 和食の作法 
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  高齢化が顕著な地方都市の高齢者対策の一つであり、子供達がサンタクロースに扮し、プロジ

ェクトで開発したコミュニティーバスの”MAYU”【3】,【4】に乗って老人ホームに慰問に行く活動で

ある（図３}。老人とのふれあいによって、老人の活性化を図るとともに、核家族時代で老人との

接触が乏しくなった子供達には老人を正しく理解してもらう。この活動は高齢者にも子供達にも好

評であり、高齢者と地域との結びつきを強くする取り組

みと位置づけられる。 

 上記のような社会貢献への取り組みでは、活動するこ

とによってコミュニティーが発展し、そのことによる喜

びを実感できることに意義がある。教育基本法の改正以

来、大学の社会貢献が重要な大学の使命として位置づけ

られ、2012 年には、文科省が策定した大学改革実行プラ

ンに地域貢献の重要性が盛り込まれた。地域一体化によ

って企画･運営されている未来創生塾はこの分野での活

動も活発化しており、将来の低炭素型社会構築に向けた

超学際（Trans-disciplinary）型研究開発の先駆的モデ

ルであるとも言える。 

5) 本物の贅沢（CO2の劇的削減） 

 定量的検討の結果、“いいものを長〜く大切に使う社会”を構築することによって、二酸化炭素

を 2億 7千万トン削減出来る可能性があることが分かった。つまり、付加価値の高い商品の寿命を

長くすることによって、贅沢をしつつ温暖化を防止できる可能性がある。科学技術による二酸化炭

素削減量（例えば、LNG 火力がＧＴＣＣ並みになった場合は 1050 万トン、石炭火力が USC 並みに

なった場合は 1550 万トン）と比較しても小さな削減量ではない【5】,【6】。但し、ここで極めて重要

な課題は、“本物”や“いいもの”を見極めることが出来る人材、つまり審美眼を持った人材、目

利き人材を如何に育成するかである。未来創生塾の目標はここにあり、感性豊かで本物の分かる人

材を育成するためのプログラムとなっている。 

 

5. まとめ 

 楽しい未来社会を構築するためには、コミュニティーの一体化が重要であり、強化された社会関

連資本の上で様々な取り組みが効果的に機能する。そして、先進国にとっては本物の贅沢を追求す

ることが脱温暖化のために極めて重要であることが分かった。 未来創生塾という地域の象徴的な

開発対象を地域で企画･運営することによって産官学民一体化が進行しソーシャル・キャピタル{社

会関連資本}が強化されることが分かった。それによって郷土への誇りと愛着が生まれ、楽しい豊

かなコミュニティーを築くことが出来る。“いいものを長く大切に使う社会”の構築によって本物

の贅沢が享受できるとともに、産業界のイノベーションによる高付加価値商品の長寿命化による二

酸化炭素排出の大幅削減が可能であることが示された。未来の楽しい低炭素社会構築には、本物が

分かる人材の育成が最重要課題であり、地方が有する本物の各種資源を生かした人材教育が極めて

効果的であると結論づけられる。 

 

謝 辞 本研究の成果の一部は、JST-RITEXによる実装支援プログラム（成果統合型）実装プロジ
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栃木県における先導的プロジェクト 

Leading Project aimed at Low Carbon Society, in Tochigi Prefecture 

 

金田 尊男*1 

Kaneda Takao*1 

*1栃木県環境森林部 
*1Department of Environment and Forestry, Tochigi Prefectural Government 

 

1. 脱温暖化をどう進めるか 

今後、我が国が脱温暖化を進めていくうえで重要なのは次の 3つの視点と考えている。 

① ハード（設備投資）を重視すること 

② 地域課題と連動させること 

③ ものづくり（産業）の力でけん引すること 

その理由を順に述べる。 

1.1 なぜハード重視なのか 

東日本大震災により、東日本の原子力・火力発電所が被災したことで、2011年の夏は深刻

な電力不足が懸念された。家庭や企業でエアコンの 28℃設定やグリーンカーテンの設置、こ

まめなスイッチオフなど、ソフト対策中心に節電が取り組まれたが、結果として削減された

電力使用量は 13%程度にとどまった。 

 これに対し、今後我が国が達成しなければならない削減目標は、パリ協定では 2030年まで

に 2013年比 26%の減と、野心的な目標を設定しているほか、2016年に閣議決定された地球温

暖化対策計画では、さらに 2050年までに 2013年比で 80%減の目標となっている。 

 これらの目標は、2011年の経験からしてもソフト対策のみでは到底達成困難であり、ハー

ド対策の積極的な展開が求められる。 

1.2 地域課題との連動 

今、地域社会の最大の課題は、人口減少問題の克服と、頻発する気象災害や地震リスクへ

の備えである。 

脱温暖化はややもすると遠い将来のことと感じられ、国民が差し迫った問題ととらえてい

ない傾向にある。このため、こうした地域課題の解決と一体的に進めていくことが大きな推

進力となる。 

脱温暖化を進めることが産業活力の維持・増進、雇用の確保等につながることを国民に分

かりやすくＰＲし、官民協働で進めていくことが必要である。 

1.3 ものづくりの力 

県内の温室効果ガスの排出量の推移を見ると、一般家庭や商業施設等の民生部門は大幅に

増加しているが、産業部門は不断の削減努力により排出量を減らしている。 

さらに、環境・エネルギー産業は市場規模・雇用規模ともに今後も成長が続くと見込まれ

ている分野であり、こうした産業の力を活かし、民生部門での排出量を減らしていくことが

ポイントとなる。 
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2. 栃木県内の主なプロジェクト 

 栃木県内で進められている先導的なプロジェクトのなかから、特徴的なものとして 9 つの

プロジェクトを紹介する。 

 

表１ 栃木県内の主なプロジェクト 

 

 

2.1 那珂川バイオマス（2014年度稼働） 

地域の山林や隣接する製材工場から調達した木質バイオマスにより発電し、売電する

とともに、発生した蒸気をマンゴー栽培やウナギの養殖などに利用している。異業種と

連携することで、地域活性化につなげている。 

 

 

図１ 那珂川バイオマス 

 

 

 

 

国内初 

国内初 

国内初 

国内初 
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2.2 さくらバイオマス（2016年度稼働予定） 

市内の温泉施設にペレットボイラーを導入するとともに、燃料として資源作物のエリ

アンサスを栽培し、燃料用ペレット製造を行う。平成 28年度中に温泉施設のボイラーが

稼働予定であり、一般家庭への導入拡大を目指している。 

エリアンサスは耕作放棄地を利用して栽培されており、耕作放棄地の有効利用とエネ

ルギーの自給自足を推進するプロジェクトである。 

 

図 2 さくらバイオマス 

 

2.3 河川活用発電サポート事業（2013年度事業者選定） 

県が水力発電の有望地点を選定・公表し、事業化する民間事業者を募集し、地域の合

意形成や関係機関との協議などをサポートしていく国内初の仕組みである。 

三峰川電力（株）及び（株）大林組・（有）水光建設の 2 事業者が、県内の 10 地点で

県のサポートを受けながら事業化に向けた調査等を進めている。 

 

 

図 3 河川活用発電サポート 
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2.4 神戸製鋼 真岡発電所（2019年度稼働予定） 

（株）神戸製鋼所の子会社である（株）コベルコパワー真岡が整備を進めている国内初

の本格的な内陸型火力発電所である。我が国では 100 万ｋｗを超える大型の火力発電所

は臨海部に集中的に立地しているため、津波等の災害に対し脆弱性を有しており、内陸

部への分散化を進めることにより、エネルギーインフラの強靭化が図られる。 

 
図 4 神戸製鋼 真岡発電所 

 

2.5 清原工業団地コージェネレーション（2018年度竣工予定） 

エネルギー供給を行う東京ガスエンジニアリングソリューションズ（株）とカルビー

（株）、キヤノン（株）、久光製薬（株）の 4社の共同事業である。 

内陸型工業団地において、電力と熱を複数事業者向けに供給する事業としては国内初

であり、約 20%の省エネと CO₂の削減の実現や、災害時におけるエネルギーの供給安定性

向上などの効果があり、全国から注目を集めている。 

 

 

図 5 清原工業団地コージェネレーション 
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2.6 県立温水プール館におけるコージェネレーション（2015年度導入） 

県有施設の省エネ改修の一環で 210kwのコージェネレーション設備を導入し、発電及び

排熱利用により光熱水費や CO₂の大幅な削減を達成している。 

また、災害時の電力使用が可能となり、施設の防災機能の向上にもつながっている。 

 

図 6 県立温水プール館コージェネレーション 

 

2.7 農業大学校における地中熱利用（2015年度導入） 

地中熱利用のモデル事業として、本館及び園芸施設の暖房に地中熱利用設備を導入した。

導入前に比べ、約 35%の光熱費の削減、約 32%の省エネルギーの達成が見込まれている。 

 

図 7 農業大学校地中熱利用 
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2.8 下水汚泥から発生するバイオガス発電（2015年度～稼働） 

下水汚泥を利用した発電設備として国内初のＦＩＴ認定を受けた県央浄化センターを

はじめ、県有施設 4 か所、市有施設 3 か所の計 7 か所で発電を行っている。導入により

下水処理に伴う CO₂の低減が達成されるとともに、売電により県有施設だけで年間 1億 3

百万円の維持管理費が削減されている。 

 
図 8 下水汚泥バイオマス発電 

 

2.9 省エネ応援団（2014年度開始） 

エネルギー関連事業者を省エネ応援団として登録・公開し、企業や家庭の温室効果ガス

排出削減の取組を支援している。 

家庭や企業に対する普及啓発は、行政のみでは限界があることから、民間企業の力を活

用することで、よりきめ細かく、さらに実践的な情報提供が可能となる。 

応援団に登録した企業にとっても自社のビジネス拡大につながる効果が期待できる。 

 

図 9 省エネ応援団 
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3. むすび －脱温暖化で地域を元気に－ 

 現在の日本のエネルギー関連市場は約 31 兆円にのぼるが、このうち約 9 割、28 兆円もの

富が資源国へ流出している。今後は、国内のエネルギー関連産業に富を還流させることを目

指す必要がある。 

そのためには再生エネルギーや省エネルギーへの国内投資を拡大するとともに、分散型エ

ネルギーの投資を拡大し、臨海部から内陸部へとエネルギーインフラをシフトさせ、国土強

靭化と内陸部への投資拡大を実現する必要がある。 

これにより国内産業が発展し、雇用の創出やスマート＆コンパクトシティが実現されるこ

ととなり、地域課題の解決と脱温暖化が進められていくことになる。 

 

 

図 10 むすび 
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｢夢のある未来都市うつのみや｣の形成に向けて 

～ネットワーク型コンパクトシティとＬＲＴと脱温暖化～ 
The policies towards realizing "Dreamful Future City of Utsunomiya” 

“the concept of Network-type Compact City, 

the LRT (Light Rail Transit) project, and global warming prevention measures” 

 

佐藤 栄一*1 

Eiichi Sato*1 

*1宇都宮市長 

*1Mayor, Utsunomiya City 

 

1. 宇都宮市の概要とまちづくりの課題 

1.1 宇都宮市の概要 

宇都宮市は，古い歴史と豊かな自然，自然災害の少なさや，交通の要衝であるなどの優れた

立地特性を有しており，商・工・農の産業が高いレベルでバランスのとれた，北関東初の50万

都市，北関東最大の中枢拠点として，着実に発展を遂げてきたところである． 

平成28年には市制120周年を迎える中，これらの立地特性や地域資源に支えられ，民間の出

版社が毎年公表している｢都市の住みよさランキング｣において全国の人口50万人以上の都市

で4年連続全国1位となるほか，｢子育てに優しいまち｣｢発展力のあるまち｣などの各種ランキン

グで全国的にトップクラスとなるなど，高く評価をいただいている． 

このようなことから，本市は，今後もさらに50年，100年先まで持続的に発展できるポテン

シャルを有する都市といえる． 

 

1.2 まちづくりの課題 

本市の人口は，平成28年12月現在，総人口は増加を続けているが，今後人口減少社会に転じ，

現状すう勢による推計では，2050年(平成62年)には約45万人まで減少する見込みである．また，

少子・超高齢化が進展し，2050年における人口構造は，年少人口が約1割になる一方，3人に1

人以上が高齢者となる見込みである． 

このような中，交通については，市民の自動車の利用率が年々高まっており，自動車依存が

高い状況にある．このため，今後，鉄道や路線バスなど公共交通のサービスが低下するととも

に，自ら運転できない高齢者等が外出し活動する際に困難な状況になることが懸念されるとこ

ろである． 

また，平成23年に発生した東日本大震災を契機として，市民の日常生活における安全・安心

に関する意識が大きく変化する中，エネルギーの確保についても，それぞれの世帯を含め，身

近な場所でエネルギーをつくり，確保することの重要性が高まっている状況にある． 

このようなことから，本市が今後とも持続的に発展していくためには，将来の人口規模・構

造や人々の活動に見合った，｢都市の構造｣へとシフトすることが不可欠となる．また，まちづ

くりにあたっては，環境に配慮しつつ，利便性と快適性，安全・安心が並立できる，｢都市の

装置｣を備えていくことが極めて重要になるものと考えられる． 
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2. 目指す都市の姿 ｢ネットワーク型コンパクトシティ｣ 

2.1 ｢ネットワーク型コンパクトシティ｣の考え方 

本市が目指す｢ネットワーク型コンパクトシティ｣は，大局的に見て，市民や来訪者，企業か

ら｢選ばれる｣都市を形成し，自然動態・社会動態における好循環を促進する狙いがある． 

｢選ばれる｣都市を形成するためには，高齢者の生活環境や子育て環境の向上をはじめとして，

日常生活での安全・安心の確保，地球・自然環境の保全，健全で持続可能な都市経営の達成な

ど広範な課題を解決することが求められることとなり，将来の人口規模・構造の変化に適合し

ながらこれらの課題に対応できる都市の姿として，本市独自の｢ネットワーク型コンパクトシ

ティ｣の形成を目指している． 

 

2.2 目指す都市のかたち(都市構造) 

現在多くの自治体で｢コンパクトシティ｣の形成を進めているが，その形態は，一極型やクラ

スター型など，自治体の構造に応じて様々な種類がある． 

本市においては，古くから，二荒の森を中心とした｢都心部｣と，都心部を囲む古くからの｢地

域(旧町村)｣などから成り立っており，これらの地域は，都心部から延びた放射道路と市内を

巡る環状道路で相互につながっている都市構造となっている． 

このような都市の成り立ちや構造を最大限生かし，本市では，市内の各地域に，市街化区域・

市街化調整区域を問わず｢拠点｣を定め，この拠点内に都市機能をコンパクトに充実させていく

ことを目指す．併せて，拠点間での連携・相互補完が可能となるよう，｢交通ネットワーク｣の

形成・強化を推進していく． 

このうち，｢拠点｣では，各地域の住環境や立地状況などのそれぞれの個性に応じて，｢都市

拠点｣，｢地域拠点」，｢産業拠点｣，｢観光拠点｣を形成し，都市としての多様性の確保を図る． 

これらの｢拠点｣と｢交通ネットワーク｣の形成により，全ての住民が身近な場所で快適な日常

生活を送れるとともに，全ての地域がそれぞれ維持・発展を続けられるような魅力を備え，ひ

いては宇都宮全体での価値と活力を高めることができる，｢多極連携型｣による集約的な市域を

形成する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 ネットワーク型コンパクトシティの概念図 
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2.3 将来(2050年頃)の都市イメージ 

交通面では，クルマと公共交通が共存し，階層性のある総合的な交通ネットワークが形成さ

れており，この交通ネットワークに支えられ，子どもから高齢者，障がい者など誰もが安全で

快適に移動でき，外出によって健康が増進しているとともに，人や企業，コミュニティの活動

や交流が活発化する，｢交通未来都市｣が構築されている． 

特に，公共交通については，本市の骨格として，都心拠点と地域の各拠点を連結する南北方

向と東西方向に延びる｢基幹公共交通(鉄道，LRT)｣と，地域の拠点間や主要施設へのアクセス

を支援する｢幹線公共交通(バス)｣により，高速性に優れた広域移動が可能となっている．また，

各地域内では，身近な移動を支える｢地域内交通｣が整備されている．そして，各交通手段の結

節点においては，それぞれが円滑に接続できるトランジットセンター等が配置され，市民の目

的に応じて利便性が高く，生涯にわたり利用できる環境に優しい移動手段が確保されている． 

 また，環境面では，市街地と自然がメリハリのついた市域の中で，各地域内において，家庭

や企業活動に必要なエネルギーが自立分散的に確保できるほか，資源の循環的な利用や，地域

固有の環境資源を活用した産業の活性化が進む，｢環境未来都市｣が構築されている． 

具体的には，各家庭では，エネルギーを自給自足でき災害にも強い住宅の普及や，ごみの発

生抑制・再使用・再生利用が定着している．また，電気や熱などのエネルギーが複数の建物間

で面的に利用されるなど，環境技術を生かした事業活動の持続性が強化されている．これらの

各種の環境配慮の取組が総合的に推進されることにより，市域全体での低炭素化，自然環境・

生活環境の保全が実現している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 交通未来都市のイメージ 
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3. ネットワーク型コンパクトシティ形成に向けた取組 

3.1 LRT(ライト・レール・トランジット):東西基幹公共交通 

(事業概要) 

LRTは，本市の骨格となる基幹公共交通のうち，未配置の東西方向を担う交通手段として，

導入するものであり，全国初の全区間新設により整備を進めているところである． 

LRTは，人々に利便性や快適性・交流，地域に活力や豊かさを与える役割を担う｢都市の装置｣

となることから，その整備にあたっては，“雷都を未来へ”をコンセプトとして，トータルデ

ザインを考慮しながら整備を行う． 

整備区間については，全体計画区間が約 18km であり，このうち，JR 宇都宮駅から東側の約

15km について，優先整備区間として先行的に整備を行い，停留所 19 箇所を設置する計画とし

て，国の認定を得ているところである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 走行時イメージとデザインコンセプト        図4 整備区間 

 

事業方式については，施設の整備・保有を公共が担い，事業運営を民間等が行う｢公設型上

下分離方式｣を採用する。具体的には，営業主体(上)は，宇都宮市・芳賀町・地元経済界・交通

事業者等が出資する官民連携の新会社が担い，整備主体(下)は，宇都宮市と芳賀町となる． 

概算事業費(優先整備区間)については，走行路面や停留所の整備，車両購入費等で約 458 億

円となる．このうち，約 1/2 に国からの支援活用を見込んでいる．また，地方負担分について， 

90%を地方債で充当・償還することで，市・町の一般財源負担は全体の 5％の約 23 億円となる．

なお，本市の負担分は，芳賀町と事業費を按分し約 206 億円となり，市債の償還期間を 20 年

とした場合，年あたりの費用は最大でも約 13 億円となる．これは，例年の予算規模の中で十

分対応できる金額であり，増税など市民の新たな負担が増えることは一切なく整備を行う． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 事業費構成イメージ       図 6 地方債償還と一般財源負担の推移 
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運行計画については，需要予測を一日あたり 16,300 人と見込んでいる．優先整備区間におけ

る所要時間は，各駅停車で約 44 分，快速運行時で約 38 分であり，運行間隔は，ピーク時に一

時間あたり 6 分間隔，オフピーク時で 10 分間隔での運行を予定している． 

また，停留所のうち主要な交通結節点 5 箇所については，トランジットセンターとして，他

の公共交通や自動車・自転車等との快適な乗り継ぎが可能となる施設を整備する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 トランジットセンターのイメージ 

(今後の取組) 

JR 宇都宮駅西側への延伸について，優先区間の整備と並行して，延伸区間や大通りの交通処

理，バスとの役割分担などについて課題を洗い出しながら，今後延伸を着実に進めていく． 

また，新たな｢都市の装置｣である LRT を核として，幅広く他の分野と連携し，トランジット

センター周辺への医療・福祉施設の誘導や，着地型観光の推進など，保健・福祉分野や産業・

観光分野をはじめとした｢選ばれる｣都市の形成に求められる取組を新たに進めていく． 

 

3.2 脱温暖化施策 

(本市の目標) 

本市では，平成 28 年 3 月に今後の脱温暖化施策をとりまとめた｢地球温暖化対策実行計画｣

を策定し，この中で，温室効果ガスの削減目標として，2030 年(平成 42 年)に，2013 年(平成 25

年)比で 27％の削減を掲げたところである． 

この目標は，国が自治体等と連携して推進する各種省エネ対策による削減効果とあわせ，本

市の地域特性を生かした独自施策，具体的には，冬期の日照時間の長さを生かした太陽光発電

の更なる普及や，市民等の実践的な環境配慮活動を促進する「もったいない運動」，また，前

節で述べた LRT をはじめとする公共交通の利用促進などの施策による削減効果を上乗せした

ものであり，この目標値は，国・県の削減目標である 26%を上回る積極的なものとなっている． 

 (部門別の主な取組) 

家庭部門においては，本市では，家庭での太陽光発電の導入件数・容量が中核市で 2 位と普

及が進んでいることから，こうした土壌を生かし，太陽光発電をより一層普及するほか，さら

に，蓄電池の普及を促進し，再生可能エネルギーを活用してエネルギーを自給自足でき，災害

にも強い住宅の普及を進めていく． 

産業部門では，清原工業団地において，内陸型工業団地では国内初の工場間一体省エネ事業

となる，ガスコージェネレーションによる電力と熱の複数事業所への供給施設の立地を促進す
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るなど，環境技術を生かした，地域産業の高付加価値化，事業継続性の強化を促進する． 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 家庭部門での取組のイメージ   図 9 清原工業団地エネルギーセンター(仮称)  

 

市有施設においては，地域防災拠点である全ての地区市民センターに太陽光発電・蓄電池を

設置し，災害時に必要な設備・機器の電源を確保するほか，バイオマスである下水汚泥消化ガ

スを活用した国内最大級の発電設備を平成 28 年 4 月から川田水再生センターで稼働するなど，

再生可能エネルギー利活用の率先行動を実施しているところである． 

地域での取組としては，大谷地域に賦存する地下冷熱エネルギーを活用した夏秋いちご栽培

などのプロジェクトを支援するなど，地域の環境資源・エネルギー資源を活用した産業やコミ

ュニティ活動の活性化を促進している． 

また，脱温暖化に向けては，市民の日常生活や事業者の事業活動の中での，小さな環境配慮

行動の積み重ねが極めて重要であることから，｢もったいない｣の精神をこれらの行動に結びつ

ける，本市独自の｢もったいない運動｣を平成 17 年度から継続して実施しているところである． 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 地区市民センターでの取組      図 11 下水汚泥消化ガス発電の取組 

 

 

 

 

 

 

図 12 「もったいない運動」 

 

4. むすびに 

これらの取組を市民・事業者と一丸となって推進することで，今を生きる市民，そして未

来を生きる若い世代のために，まちや暮らしが，より快適に生まれ変わり，今よりもっと暮

らしやすい，他都市より先んじて未来に向けて進化する骨格の強い都市を築く所存である． 
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脱温暖化時代の産業立地：宇都宮市への期待 

Industrial location in the Low Carbon Society : Utsunomiya city expectation 

 

德増 秀博*1 

Hidehiro Tokumasu*1 

*1一般財団法人日本立地センター参与 経済学部地域経済学科客員教授 

*1Japan Industrial Location Center Counselor 

Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 

概要 

国内の産業立地は、ここ数年横ばいに推移しているものの、企業の設備投資が戦略的に行われるよう

になり、企業の環境に対する取り組みが積極化している。特に東日本大震災以降、企業は自立的・安定

的エネルギー確保のため再生エネルギーへの投資が政府の支援のもとで急増している。また、地域にお

いてもエネルギーの地産地消への取り組みが増えており、エネルギーの効率的な確保と活用の官民プロ

ジェクトが各地で進んでいる。  

一方、世界的な環境問題となっている脱地球温暖化への取り組みは待ったなしの状況で、フランス・

パリで開催された「国際気候変動枠組条約会議（COP21）」で温室効果ガス削減のため、新たな国際枠組

みとしてパリ協定が採択され、日本も国際的な責務を負うことになった。宇都宮市は、環境にやさしい

次世代交通システム LRTの導入し、自動車から公共交通へのモーダルシフトの展開を図ろうとしている。

それと同時に既存産業団地のエコファクトリーパーク化に向けた高度化施策も取り組まれており、脱温

暖化に向けて環境配慮型産業拠点を構築を進めている。今後は、ドイツのフライブルグのような環境都

市としてのブランド化と観光都市へ転換が期待される。 

 

1. 国内の産業立地の状況 

製造業はここ１～２年の円安によって、国内生産回帰に動いていると言われてきた。電機、自動車な

どの主要製造業が、海外生

産の一部を国内生産に切り

替えたり、国内生産比率を

生産額ベースで引き上げる

方針を打ち出した企業もあ

る。しかし、円の為替レート

と海外生産比率は、円安の

動きの中であっても伸びて

いる。これは国内回帰が限

定的であることを示しており、

多くの企業は海外の現地で

根を張りつつ、国内生産と

の両足で、市場の動きを見
資料：経済産業省立地動向調査 
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ながら為替リスクに対応していることがうかがえる。 

経済産業省の「工場立地動向調査」によると、国内工場立地件数・立地面積の水準は、ここ数年は

ほぼ横ばいで推移し、この傾向は今後も続くと見られる。しかしこうした状況下でも、積極的に投資を行

っている分野もある。例えば、食品関連や物流関連では、関東圏、関西圏といった大都市周辺への工

場や施設の新増設が活発化している。 

他方、工場を新規立地する代わりに、既存工場の遊休施設を活用したり、遊休工場を買収して生産

活動を行う企業もある。そのほか、自治体が企業から購入・整備した未利用工場跡地への進出や、空

き校舎に工場やオフィスが入居して活動するなど、既存インフラを活用する動きも近年目立っている。 

 

2. 脱温暖化に向けた再生エネルギー施設の立地  

東日本大震災における原子力発電所の事故以来、わが国のエネルギー政策は一変している。特に

再生エネルギーへの取り組みは、政府の主導のもと、2012 年 7 月から再生可能エネルギーの固定価

格買取制度が運用開始され、民間事業者による発電施設の設置が全国的な広がりをみせている。中

でも太陽光発電施設については、電力の固定価格買取制度の中で投資回収の見込みが安定化して

いることで企業の参入が相次いでおり、全国の遊休地や工場の屋上等にパネルが設置されている。東

京エレクトロン宮城の社屋の屋上には、新工場建設時に薄膜タイプのパネル 8070 枚（1000kw）、事務

棟の消費電力の年間の相当分をまかなう 851,000kwh を発電し、森林 30haCo2 吸収量で年間約 105ｔ

の温暖化対策に貢献している。このような再生エネルギー活用の環境にやさしい工場が全国的に増え

ている。ただ、最近では太陽光発電については、日照の問題で系統電力への安定供給の課題だけで

なく、買取価格の引き下げもあり、一時高まった投資熱が下がってきている。 

政府は再生エネルギー施設設置の幅を広げ、風力・地熱の導入を加速ための取組の強化、環境ア

セスメントの迅速化、地域内送電線整備を担う事業者の育成、広域的運営推進機関が中心とした地域

間送電連系線の整備、大型蓄電池の開発・実証の促進、低コ

スト化に向けた技術開発等を推進など、電力市場での規制緩

和、送電網の強化、蓄電技術開発に力を入れている。特に洋

上風力については、2014 年度に固定価格買取制度に新たな

価格区分を創設した。これは浮体式洋上風力として世界初の

本格的な事業化を目指しており、福島沖や長崎沖で 2018 年

頃までの間、できるだけ早く商業化の実現を目指されている。

また、トヨタ自動車は、自社の生産用エネルギーとして利用す

ることを目的にして、田原工場敷地内に 2020 年頃の完成を目

指して風力発電設備の設置を計画している。風力発電設備の設置計画は５基であり、各単機の出力

は国内最大級の 5000～5200kw/h で、最大総出力は 2 万 6000 ㎾/ｈである。トヨタは 2050 年までに世

界全体の工場から排出するＣＯ２をゼロにする目標を立て、環境対策に積極的に取り組むこととしてい

る。1 

地熱発電については、我が国は火山国であるので、大きなエネルギー源となりうる。これを進めるた

めに、投資リスクの軽減や環境アセスメント（国立公園等）の迅速化、そして地域と共生する持続可能な

 
1 日刊工業新聞 2016/16 

東京エレクトロン宮城㈱（資料：東京エレクトロン HP） 
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開発等が推進されている。2 

 

3. 地産地消エネルギーシステムで Co2 を削減 

東日本大震災後、これまでの大規模集中電源に依存した供給構造に対するリスク認識が高まり、再

生可能エネルギーなどの分散型エネルギ

ーをマネジメントシステム等で制御するこ

とや、広域的に利用することを目指す、エ

ネルギーの最大かつ最適な活用に対す

るニーズが強まっている。 

そのため再生可能エネルギー等の地

域分散型エネルギーについては、コミュ

ニティの中利用する「地産地消型エネル

ギーシステム」を構築し、大幅な省エネル

ギー化を進めて、コストの最小化を目指

すとともに、非常時にはコミュニティ内で

一定のエネルギーを確保しつつ、コミュニ

ティ間で融通できる仕組みづくりが求めら

れている。この取り組みは地球温暖化対策

の一つとなり、多くの地域や企業の取り組

みが進むことで脱温暖化につながるだけ

でなく、東日本大震災で経験した供給電

力不足や需給不安定化への対応策の一つとなる。 

その事例の一つとしては、「南房総市における防災コンビニを拠点としたスマートコミュニティ」につい

て紹介する。同市では、代表的な道

の駅「とみうら枇杷倶楽部・元気倶楽

部」、「おおつの里花倶楽部」、「三芳

村鄙の里」の３箇所を対象として自立

分散型エネルギーシステムの導入と

エネルギーの効率的な活用等につ

いてモデル事業を提案されている。  

自立分散型エネルギーシステムは、

①電力需要の平準化・効率化と自立

分散型マイクログリッド（以下 ＭＧ）

による防災拠点化、②園芸観光施設

等の熱需要に対応する地中熱利用

等の再生可能エネルギー導入、③

電力、熱供給事業の事業採算性と

 
2 「エネルギー白書２０１６」第３章 再生可能エネルギーの導入加速資源エネルギー庁 

資料：経済産業省「平成 23 年度スマートコミュニティ構想普及支援事業」  

図２ 道の駅 3か所のモデル事業 

図３ トヨタ東日本の「℉-グリット構想」 

資料：南房総市における道の駅を拠点とした地産消型エネルギーシステ

ムの事業計画策定成果報告書（一財）日本立地センター  
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実現化方策を検討し、エネルギーの効率化を図るものである。さらに、道の駅毎のＭＧを相互に繋げ

てクラスター型ＭＧを形成することにより、非常時に強く自立的であるだけでなく、経済的で低炭素的な

スマートコミュニティを構築していくことを目指している。事業としては、木質バイオ発電を中心としたエ

ネルギーシステムであり、森林資源や酪農資源など自然と調和した省エネ・再エネ等の機器をダウンサ

イジング化及びパッケージ化を図り、小型で低コストのシステムによる自立分散化エネルギーを構築す

る。また環境にやさしい電気自動車（ＥＶ）の急速充電器の設置とともに、燃料電池のＦＣＶ対応の水素

ステーションの整備など、地域の環境保全と観光サービスの発展に寄与することをめざしている。  

同様な事業は、トヨタ東日本が宮城県大衡村においてコジェネシステムによる地産地消エネルギー

システム「Ｆ－グリッド構想」3を構築している。この事業は、地域と工業団地が連携して「地域防災」「環

境」「交通」等の計画を統一的に推進し、地域と工業団地が一体 となる安全で安心なまちづくりを目指

している。事業システムとしては、工場や事務所毎にＥＭＳ （エネルギーマネジメント システム）と蓄電

池を導入し、分散型電源（コジェネ レーションシステム・太陽光）で作った電気と熱を工業団地内の工

場及び植物工場に供給したり、災害緊急時に村の電源を確保したりすることのできる仕組みである。ま

た緊急電源として、外部給電機能を有するプラグインハイブリッド車８台と、ハイブリッド車用の蓄電池と

太陽光発電で構成する充放電システムを２地点に配備することとで、初動対応力を高めることができ、

非常事における地域支援活動に備えている。さらに排熱を利用する植物工場では、パプリカの生産が

行われ、主に東北地域の市場に供給している。 

  

4. 次世代型産業団地の整備 

上記したように、各地域で各機関がそれぞれの立場で、脱温暖化への取り組みが行われており、今後

の産業団地のあり方も変わっていく。従来の工業団地は電気等のエネルギー、工業用水、道路などの

基本的生産インフラがワンセットで整備され供給されるとい開発型団地であった。しかし、今後の工業

団地は、立地企業にＣＳＲを求め、環

境への配慮が求められるように変わ

ってきている。それは環境配慮型産

業団地と総称されるが、ここでは再生

エネルギーや廃棄物のリサイクルシ

ステムなど整備が求められ、次世代

型産業団地としての整備が必要とな

る。つまり工業団地内の各産業地区

に自然再生エ

ネルギーの導

入や自家発電

装置などを設置

し、エネルギー

の安全性を確

 
3 「F-グリッド構想」：「F」は「Factory（ファクトリー、工場）」の意味 

               図４ 次世代型産業団地のイメージ   資料：東北復興スマコミ事業 
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保するとともに、周辺の豊富な自然林の保全などを図り、「森の工場」としてクリーンなイメージが形成さ

れなければならない。 

さらに次世代型産業団地の重点戦略として加えられるべき施設としては、低炭素、省エネルギー先

進技術等の諸施設の導入やガスタービン等の自家発電設備の設置があげられる。トヨタ東日本「Ｆ・グ

リッド構想」における排熱利用、独自電力確保、エネルギー有効利用のマイクログリッドの導入、さらに

は日常使われる高速通信回線だけでなく、衛星回線など災害時の通信バックアップ設備などを整備す

ることが必要となる。 

次世代型産業団地には、丘陵地の部分造成や植栽など周辺の自然や田園と調和した景観を形成

し、廃熱や自然環境を活用する従業員のリフレッシュ空間の整備が必要である。さらに産業団地内に

は、従業員の通勤の便の確保のために、次世代型交通システム「LRT」の電車を走らせ、地域の二酸

化炭素の削減に協力することが求められる。 

車中心で面的に広がった拡散型都市構造から、次世代型交通システムの公共交通を中心に据え、

公共交通軸に沿って都市機能を配置した集約型都市構造への転換が求められ、そのためには公共

交通の成立性を高めることで、エネルギー消費の少ない街、車に要する経費を削減できる街、子ども

や高齢者が安全・快適に暮らせる街の実現が求められる。 

 

5. 宇都宮市の産業立地の期待 

5.1 宇都宮市周辺地域の産業集積 

 宇都宮市の最大の工業団地である清原工業団地には 40社の企業が立地し、約 1万 1000人の雇

用が生まれている。また、近隣地域の平出工業団地、芳賀工業団地・芳賀高根沢工業団地、真岡工

業団地が整備されており、当該地域内に 250 社近い企業が立地し、当該地域の 2010 年製造品出荷

額が 8 兆 4,591 億円、全国 11 位となっている。 

清原工業団地は、「首都圏の近郊整備地帯

及び都市開発区域の整備に関する法律」に基

づき、1971年（昭和46年）から用地の取得に入り、

以降、造成工事・分譲が行われ、現在３４の企

業・組合が立地している。当団地の総面積は 388

ヘクタールで、開発当時、内陸型工業団地とし

ては国内最大の規模を有し、宇都宮テクノポリス

の中心的役割を担っている。また、栃木県にお

ける工業団地のシンボル的存在でもある。 

清原工業団地の主要企業は、キャノン、デュ

ポン、住友ベークライト、カルビー等の大企業が

主体の工業団地である。このことから環境に理

解が深い企業が立地していることから、工業団

地の終末処理は、３次処理できる排水処理施

設が設置されている。国内でも有数の最先端環境配慮型の工業団地となっている。4 

 
4 一般社団法人清原工業団地組合総合管理協会 HP より作成 

図５ 関東地域の自動車産業クラスターの形成 

資料：各種資料より筆者作成 
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5.2 戦略的な拠点再編により集積が進む自動車産業 

宇都宮周辺地域は、自動車産業の完成車メーカーの拠点が多くあり、日産自動車株式会社（上三

川町）、本田技研工業株式会社（真岡市）、いすゞ自動車株式会社（栃木市）、ジェイ・バス株式会社

（宇都宮市）が立地し、関連会社を含めると自動車産業は地域の主要産業となっている。 

近年の自動車産業は、国内外の生産に復調の兆しを見せており、次世代自動車生産への研究開

発が活発化している。特にＡＩ（人工知能）技術を使った安全システムや無人化自動運転技術開発の

進展など、世界の自動車メーカー間で激しい競争が行われている。国内の生産部門の多くが海外生

産に移行するなかで、各メーカーとも次世代型自動車への研究開発を国内で行う状況に移ってきてい

る。 

我が国の自動車生産拠点のうち関東地域は、乗用車、トラックなど生産するメーカーが集積しており、

東海地域と並ぶ自動車クラスターが形成されている。特に日産上三川工場は、日産の高級ハイブリット

車を生産しており、そのエンジンを福島県いわき市で生産、さらには主要部品が宇都宮市を含む栃木

県及び群馬県で生産されるという、広域型の自動車クラスターが形成されている。また、本田技研工業

の四輪 R&D センターは、宇都宮市に隣接する芳賀町に立地し、次世代自動車の研究開発拠点とな

っている。 

宇都宮市は、周辺に大学、研究機関が集積し、それらとの産学官連携と併せて産業人材の供給の

場として重要な役割を担っており、多くの自動車メーカーの研究開発から生産までの一貫体制の後ろ

盾となっている。 

 

6. 宇都宮市の今後の発展への期待 

宇都宮市は、北関東の中枢都市としてものづくり産業の中核拠点の再整備と、産業の交流拠点性

の強化、さらには産学官連携による新産業創出の機能を果たす役割がある。特に広域北関東圏の産

業集積地域における産業人材の供給の中心地として発展する可能性も大きい。また、ものづくり文化と

環境共生文化が融合することで、新たな環境共生型都市のとしての地域ブランドの確立を図ることが

期待される。特に市が進めている環境負荷の少ない新交通システム LRT は、環境都市としてのブラン

ド化を高める事業といえる。さらに市周辺は、東北自動車道、圏央道、さらに茨城県の日立港などの交

通インフラが整備されていることから、広域北関東地域の物流拠点として位置づけられてくる。物流の

効率化を図る取組は、急速に高まっており、貨物の集荷、配達などの貨物運送の共同化や電気自動

車の導入で環境対策にも配慮した合理化投資が進められている。今後、宇都宮市の物流業は、環境

面で二酸化炭素排出量や排気ガスの削減効果が期待される。 

一方、既存の産業用地の環境対策の高度化も図ることも求められてくる。工業団地内の工場間の敷

地や工場の屋上に再生可能エネルギー供給施設の設置を図るための施策を制度化して、太陽光発

電、風力発電、さらには工場からの焼却可能な廃棄物を活用した「ゴミ発電」の施設などを設置し、工

業団地内にエネルギー基地を構築する。それらのエネルギー基地から発電される電気は、工業団地

内の街路灯や企業の事務棟の電気、さらに災害時に安定的なエネルギー供給が必要な病院や役所、

避難所等の施設に電気の供給を図ることができる仕組みの確立、震災時の緊急車両のガソリン利用を

補完するための電気自動車の充電施設なども設置、エコファクトリーパーク（環境共生工業団地）の構

築などが求められる。 
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宇都宮市に期待されることは、脱温暖化に向けた環境都市として、ＬＲＴによる自動車から鉄道への

モーダルシフトにあわせて、既存産業団地の環境対策に対する高度化施策による環境配慮型産業拠

点の整備をすることである。ドイツのフライブルグのような環境都市としてのブランドと観光都市へ転換

が期待したい。 
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概要 

 旅行が盛んになると、移動手段となる各種交通機関から発生するエネルギーが地球の温暖化を促進さ

せてしまう。何もしなければ旅行促進と脱温暖化とは両立が困難になる。両立させるには、旅行対象地

における車の締め出しや、近年注目されているエコツーリズムやグリーンツーリズムの推進、あるいは

自宅や企業で使用するエアコンに依存しない、リゾート地にでかけ長期滞在するという旅行行動の切り

替えなどにより、旅行しつつ低炭素社会の方向にも寄与することができるのではないか、この点につい

て本論では考察する。 

 

1. はじめに 

今日、世界でも日本国内においても、旅行はますます増大の一途をたどっている。問題は旅

行が盛んになると、航空機、鉄道、バス・乗用車などの移動交通手段の利用が増大し、石油や

電気などの使用エネルギーが増えてくる。世界全体が脱温暖化に取り組まなければならないと

きに、観光分野だけが、こうした状況に手をこまねいているわけにはいかない。使用エネルギ

ーを現在よりも減少させるには、世界各国の旅行関連産業や旅行対象地において、脱温暖化へ

向けた「グリーン経済」に取り組むことが要請されている。 

本論においては、現在、観光分野ですでに取り組んでいるが、さらにより強力に推進するこ

とが要望されている３点、観光地における乗用車と貸し切りバスの使用制限、エコツーリズ

ム・グリーンツーリズムの進展、旅行者がエアコンなどを使用しない長期滞在地で過ごすとい

う旅行形態の切り替え、これらについて述べることにする。ところが、日本ではこの 3分野は、

世界の中でかなり遅れており、今後本腰を入れて、ヨーロッパ諸国に追いつく努力をしなくて

はならないのである。 

 

2. 観光まちづくりと脱温暖化 

2.1 まちづくりと観光まちづくりとは 

 わが国において「まちづくり」という用語が使われてきたのは 1963年であるが（松山大学、

2005）、ひんぱんに使用されるようになったのは 1970 年代初頭からである。まちづくりとは、

地域が有する自然や文化を生かしながら、行政依存でなく、地域の住民が主体となって、時間

をかけて、地域の活力や魅力を高め、生活の質の向上を実現する活動である（日本建築学会編、

2004）。主体となる住民に行政や企業もかかわりながら、安全安心なまち、快適な生活ができ

るまちを目標に、住民が納得する「住んでよいまち」を作り上げていくことである。昨今、日

本が少子高齢化、人口減少社会に向かうにつれ、地域の高齢化率が高まり、移動が困難になる
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高齢者への対応が課題となり、その解決にはコミュニティの充実が問われている。 

 筆者の住む川越市では、市の方針で市内を昭和 30 年前後の合併以前の町村を中心にいくつ

かの地域に分け、それぞれの地域で「地域会議」が組織された。地域会議では地域の優れてい

る点や課題点をリストアップし、優れた点についてはさらに伸ばし、課題については、その解

決策を提示し、地域住民と行政のどちらかが、あるいは両者の協働によって、実行者を明示す

ることになっている。 

 用語としては「まちづくり」が先行して、2000年前後になってまちづくりに観光が付加され

「観光まちづくり」が使用されるようになった。その背景と留意点について述べる。  

観光まちづくりとは、地域が主体となって、自然、文化、歴史、産業、人材など、地域のあ

らゆる資源を活かすことによって、地域内、地域外との交流を盛んにし、活力あるまちを実現

するための活動（観光まちづくり研究会、2002）と定義される。単なるまちづくりだけでなく、

観光が加わったのは、観光の経済効果の大きさが浸透してきたからである。いま第一次産業が

六次産業化を目指しているのも、生産、加工、消費をすべて地域内で完結し、地域への経済効

果を大きくしたいからである。旅行者がわざわざ生産地（観光地）に来ることで、流通経費は

省かれ、中間媒介者への支払いもなくなるため、第一次産品の付加価値も大きくなり、地域へ

の収益が増すのである。 

こうした経済効果以外にも、旅行者が訪れたまちを、すばらしいと評価し知名度も高くなる

と、住んでいる人たちがその地での生活に誇りを持ち、地域にアイデンティティを持つように

なる。さらに知名度が高まると、市場への一次産品や二次産品の浸透も容易になる。 

 旅行者が訪れるような対象地になるには、旅行の対象となる、観光資源、レクリエーション

資源、宿泊資源について、旅行者の視点からそれら資源がどの地域から呼び込むことができる

かという誘致力を評価するのが重要である。しかし、観光地化を推進する前提として、有する

資源をよりよく見せるように工夫をし、一時的な誘客増から自然を破壊するような開発と、旅

行者が増えたために観光による入込み交通が地域社会に影響を与えるような交通渋滞、これら

を引き起こしてはならない。 

 

2.2 まちづくりと観光まちづくりにおける脱温暖化への取り組み 

 まちづくりにおいてエネルギー消費を減らすには、まずは乗用車から公共交通機関へ、ない

しは自転車あるいは徒歩による移動に切り替えることである。「コンパクト都市」を形成する

ことで乗用車による移動は減少するが、日本ではあまりにも都市がスプロールしてしまい、今

になって、コンパクト都市に切り替えるのはむずかしい。中心市街地活性化法に基づく全国 44

計画は、すべて目標が未達成（日本経済新聞 2016.7．30）である。大型スーパーなどを郊外

に認めて、中心市街地が活性化するわけがない。この法律がザル法と言われる所以である。模

範的だった青森市でも、7 万 6 千人を目標にした通行量は 4 万人程度にとどまり、中心地に開

業させた商業施設「アウガ」は 2001 年度から黒字は 2 度しかなく、2015 年度の売り上げはピ

ークの半分程度で、市長は責任をとって辞職した（日本経済新聞 2016.7．25）。 

 わが国ではコンパクト都市を目指すよりも、スプロール化した都市の現実を見据えて、市内

にいくつかの拠点を定めて、その拠点にバスなどの公共交通機関を集結させ、行政の機能を分

散させるのが現実的な方策だろう。つまり市内にいくつかのサブ都市を設定して、サブ都市と

中心地区との連携を図るという多核都市を形成するのがよいように思える。 
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 ヨーロッパの都市では常識の、中心地への車の乗り入れを禁止するための P&R(パーク・アン

ド・ライド)が日本ではなかなか実現しない。川越市では、観光者が集中する一番街地域を一

方通行にすると市は提案したが、周辺道路の渋滞がさらに激しくなるからと市民の一部から猛

烈な反対が起きて、その計画は頓挫してしまった。 

 イギリスでは、子供向けの都市計画の本に「なぜ大型店は、小売りの商店街に接してできて

いるのか」と図を使って説明している（Crossley,Steve 1988）。実際、イギリスでは鉄道の駅

前を整備して鉄道とバスとの連携を円滑にしている。筆者が訪れたブラッドフォードでは、細

長い商店街の両端に大きなスーパーがあり、買い物目的の来訪者はこのスーパーに車を預けて

いく。商店街は車を締め出し、歩行者で賑わっていた。 

旅行対象となる観光地においては、すべての乗り物を捨て、歩いて楽しい街にすることだろ

う。ヴェネチアは当然のことながら、市内はすべて船と徒歩で、車で来た人は、その車を入り

口の駐車場に預ける。荷物は小型船で運ぶ。スイスのリゾート地、ツェルマットでは、住民投

票で車を入れるかどうか決定している。今日まで、何度かの投票により、その都度車乗り入れ

拒否が続いている。車で来た人は、登山電車の終点ツェルマットの一つ手前のテーシュ駅前か、

その奥にあるツェルマット側の大きな駐車場に車を預ける。駐車場から一駅電車に乗るか、歩

いていくかになる。ツェルマットの車所有者も市内での車の利用はできなく、市外へ出かける

ときは、車を預けてある郊外の駐車場から向かう。市内では馬車もあるが、多くは電気自動車

が人と荷物を運搬する。旅行者や市民の市内移動には、自転車利用が増えている。 

ドイツ・フライブルクは 1984年に「環境定期券」を導入、さらに 1991年に「地域環境定期

券」で利用の地域範囲を拡大した。１市２郡を覆う、14社の鉄道、バス、市電などすべての公

共交通機関（総延長 2,600 ｷﾛ、半径 50 ｷﾛ圏、範囲は 2,200㎢）に、当時の通貨で月 70マルク

（約 4,000円、以前は 49マルク、はずれまでの 2 ｰ 3回の往復分の料金）で利用できる。平日

は本人が利用するが、休日はその他の家族（大人２人、子供４人まで）も利用できる。会社に

来てから他人に貸すこともできる。年間の経費は 1,700万マルク（約 13億６千万円）。補填は

州（３年間補助）が３年間に 900万マルク、残りは市の補助となっていた。 

 ドイツ・ハノーバーでは、郊外の各駅に駐車場を設置し、そこから高速の郊外電車で中心部

へ向かう。市街地に入ると郊外電車は地下に入る。市街地は歩行者と自転車中心のまちになる。 

 都市部だけでなく、豊かな自然とすぐれた景観を持つアメリカや中国の国立公園では、乗用

車、貸し切りバスは国立公園の入口か、公園内の駐車場で乗り捨てなければならない。国立公

園内では国立公園管理会社のシャトルバスでの移動となる。 

  

3. エコツーリズムとグリーンツーリズムの推進による脱温暖化 

3.1 エコツーリズムの進展 

 エコツーリズムという言葉は 1983年に最初に使用されたといわれる。日本では、2003年に

小池百合子環境大臣（当時）を議長とする「エコツーリズム推進会議」を設置し、その普及と

定着へ向けた推進方策を検討してから、エコツーリズムの考え方が広まっていった。 

 脱温暖化の観点から、もうこれ以上世界の森林を破壊することは許されない状況になってい

る。地球最大の熱帯雨林アマゾンでも開発が進み「地球の肺」の役割を果たせなくなっている。

アマゾン地域の人たちに森林の伐採をやめるように言っても、先進国ですでに伐採し尽して、

いまになって経済的価値のある森林を伐採できないというのは先進国の勝手であるというこ
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とになる。開発をやめるという理解の一つの手段がエコツーリズムである。つまり、熱帯雨林

など自然保護をする条件で、そこに生息する動物や植物を地元民がガイドとなって説明し、来

訪者からその対価を受け取る。宿泊施設や飲食店、土産物店を地域の人々が経営し、食事の原

材料や土産物の素材は地域の生産物にする。旅行者からの消費をすべて地域にもたらす仕組み

をつくるのがエコツーリズムである。コミュニティ・（ベイスト）・ツーリズムが前提になる。

コスタリカでは最大の国家産業はエコツーリズムになっている。 

 こうした動きを国連が後押しし、1992年の「環境と開発に関する国連会議」（地球サミット）

でサスティナブル・ディベロップメントがテーマとなった。サスティナブルにするのは地球環

境である。人間が生活するうえで開発（ディベロップメント）はするが、それは地球環境を悪

化させない範囲内であるというのがその考えである。1999年の開発委員会で、「観光と持続可

能な開発」が議題となり、「貧困削減には、ツーリズムの活用が望まれる」と宣言した。2002

年、ヨハネスブルクの地球サミットで、「観光が持続可能な先導的役割を果たす産業の一つで

ある」と公式に認められた。2002年をエコツーリズム年と国際山岳年と宣言した。日本が「エ

コツーリズム推進会議」を 2003年に設置した背景もここにある。 

 WTO(世界観光機関)は国連の調査機関となり、名称も UN（the United Nations、国連）が加

わった UNWTOとなった。さらに 10年後、2012年で「リオ+20」（第１回のリオから 20年後を意

味する）では、自然エネルギーやリサイクルの導入など環境保護に軸足を置いた「グリーン経

済」を、すべての国が追及すべき目標に位置付けた。 

 一例としてドミニカ共和国の例を挙げよう。ドミニカ共和国は海浜リゾート地として知られ

ており、多額の観光消費が生まれている。しかし、ホテルはスペインなど外国資本であり、旅

行者はヨーロッパや北米からがほとんどである。多額の消費が生まれても、そのほとんどは地

元に残らず、スペインを始めとする欧米諸国に還元されてしまう。これでは外国人に場所を提

供する租借地と変わらない。そこで、規模は小さいかもしれないが、ほとんどの消費が地元に

残るエコツーリズムを各地で展開することにしたのである。 

日本でエコツーリズムが盛んでないのは、一つには、世界で注目されるような対象となると

ころが少ないこと、日本人が日本のエコツーリズムの対象地にいくと、ふつうの旅行よりも高

額になる。そのため、沖縄では、東村を除いては駆け足で沖縄の自然にふれあう旅行になって

いて、エコツーリズムとは言っていない。日本でエコツーリズムが成功している地域は、いず

れも世界遺産の地であるが、屋久島が成功例であり、知床や白神山地がかなり努力している地

域といえよう。 

 

3.2 グリーンツーリズムへの取り組み 

エコツーリズムと比較すると、グリーンツーリズムは自然度がやや薄くなり、人手が加わっ

た森林や田畑に関わりのある農村への旅行である。日本の森林面積は国土の 68.5％を占め、先

進国の中では森林大国である。耕地面積は 12.6％を占める。森林や田畑は、ひとびとに安らぎ

を与える景観や保水力に大きな役割を果たす。しかし、農山村地域の人口が、1960年代の高度

経済成長期から向都離村となり減少し始め、現在でもその傾向を食い止めることができず、限

界集落や消滅市町村という状況になることが指摘された。日本全体が人口減少社会に向かうな

か、農山村社会は国全体の動向よりも激しい人口減少が予想され、しかも残った人たちの高齢

化率も高くなる。そうなると、森林として残っても間伐も手入れもされず、樹木が十分に育た
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ない森林となり、保水力も低下して国土は荒れていく。田畑の担い手も少なくなり、休耕の田

畑が目立ってくるようになる。 

こうした状況を解決するには、都市からの働き盛りの若者の居住や、グリーンツーリズムを

通じた森林や田畑への労働参加、あるいは宿泊するなどで地域の人たちとの交流を通じて、地

域に消費をもたらす以外にない。 

 ヨーロッパのアルプス周辺国では 1970年代からグリーンツーリズムへの取り組みが始まり、

80年代にそれは急速に発展した。日本においてグリーンツーリズムは、ヨーロッパ諸国よりや

や遅れたが、エコツーリズムよりも 10年早く始まった。1990年当時、国が進めるリゾート法

によるリゾート開発がバブルに浮かれて国土の破壊となり、その反面教師として、環境に配慮

したリゾートづくりの必要性が訴えられた（佐藤誠、1990）。農水省もこの機を逃さず、94年

に農山漁村余暇法を打ち出し、グリーンツーリズム推進の後押しをした。最近では若者が２～

3年ほど農山村に入り込み、地域協力隊として実態を見つつ、住み込むという動きもみられて

いる。イタリアの「スローツーリズム」とフランスに範をもつ「日本で最も美しい村連合」な

どを、日本の農村で展開しているのは好ましい状況だろう。 

 

4. 旅行の仕方を変える 

旅行会社のパッケージ商品を見る限り、世界遺産を何ケ所巡るとか、「中欧５ケ国８都市周

遊 8日間」といった、数多くの地域を訪問するのを売り物にしている周遊型旅行が多い。行く

前はあちこち見てまわる旅に魅力あるように見える。しかし、帰って来て、あまりに数多くの

観光対象をみてきたので、個々の印象は薄くなり、どこがどうであったか明瞭でなくなってく

る。こうした旅行をする限り、観光はエネルギー消費であり、脱温暖化に寄与しないばかりか、

むしろ温暖化を促進してしまう。 

 ここでひと工夫をする。夏季、暑い日本で過ごすと、深夜までエアコンを使用して「ヒート

アイランド現象」を生じてしまう。寒い冬季には暖房目的で同じようにエアコン使用になって

しまう。いっそのこと、夏冬共にエアコンを使用しないリゾート地で長期滞在したらどうか。

日本人は 1か所に長期滞在するのは好みでなく、あちこち周遊するのが好みではないかと、よ

く質問される。確かに、ヨーロッパのアルプス以北の人びとは、冬が長く暗いので、「太陽へ

の憧れ」を持つ。夏に太陽を十分に浴びる地で過ごさないと 1年間の健康を維持できない。だ

から夏にリゾート地で長期に過ごす。日本は、ヨーロッパの国々ほどには「太陽への憧れ」は

ないのは確かだ。しかし日本でも、夏の高温高湿、冬の積雪量の多さと厳しい寒さ、これらは

尋常ではない。この時期に海外で 1か月くらい過ごすのはどうか。亡くなった大橋巨泉は、夏

はカナダ、冬は日本と反対気候のニュージランドへ行き、春・秋に日本で生活するという。外

国に行かなくても、夏に北海道、冬に沖縄で過ごすのもよいだろう。 

 問題は、長期に滞在すると言っても、日本には長期休暇制度が導入されていない。フランス

では、すでに 1936年に 2週間連続して休むバカンス法が導入された。ILO（国際労働機関）の

加盟国は、すべての労働者に３労働週の休日を与え、そのうち２労働週は連続して与えなけれ

ばいけないと定めている（第 132号条約、第 3条、第 8条）。日本は先進国で唯一この条項を

批准していない。それどころか、年次休暇の消化も半分程度でしかないし、自殺者も出るほど

の長時間労働、こうした問題にようやく国は腰を上げた段階である。 

長期滞在は日本人の旅行特性ではないという前に、残業を少なくし、年次休暇はしっかりと
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消化し、そのうえで長期休暇が導入されるならば、日本人の旅行行動も変化すると確信する。

そうしたことで、夏冬の国内での電力消費は大幅に減少するのではないだろうか。 

 目的地に行く航空機も、できれば LCC(Loｗ Cost Carrier、低価格航空会社)を使用すると、

燃料使用量は大幅に減少する。エアバス A380 （約 500～600人乗り）のような大型旅客機は、

各空港から利用者をハブ空港に集めて、ハブ空港で乗り換えて、それぞれの目的地へと行く（ハ

ブ・アンド・スポーク方式）。大型旅客機は距離当たりの燃料の使用量が多いうえに、目的地

までの距離も長くなる。それに対して LCCは、150～200人乗りのエアバス A320やボーイング

B737 を使用しており、使用燃料が約３分の１（しかし、乗客一人当たりの燃料消費量は、同

じになってしまう）と少なくなるうえにポイント・トゥ・ポイント方式（Point to Point）で

目的地に直接結ぶため距離も短い。 

 このように旅行の際、航空機の機種選定や旅行の目的地での過ごし方を変えることで、脱温

暖化の政策に寄与することができるだろう。 
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概要 

中心市街地活性化に関する調査研究協定の相手先であるオリオン通り商店街活性化に必要なのは、将来

像を明確にして組合員の間で情報共有を図りながら地域住民の声を反映させることである。明確な目標のもと

でイベントを一体的に行うことがオリオン通り商店街のイメージをアップし、それに合わせて個店が営業努力を

行うことによって販売増を実現できるのである。こうした努力によってはじめて宇都宮ならではの商店街の特色

を色濃く表わすことができる。 

課題解決に向け重要な視点として、商店街は「商」(商業機能)「店」（店舗機能）「街」（街区機能）からなって

いることを認識しなければならない。広域から客を集めているオリオン通りとはいえ、物がたくさん売れるこれま

での時代とは違い、今後地方都市の商店街は商業機能や店舗機能だけで生き残っていくのは極めて難しい

ことが予想される。これからは「街」としての街区機能がより求められ、地域の中での存在意義を問い直す必要

がある。つまり、「商」「店」「街」として構成される 3者がコミュニケーションを図りながら「地域との共生」の視点を

持って商店街の活性化に取り組むことが求められる。 

そこで我々は「(仮称)オリオン通り商店街事業検討委員会」の創設を提言する。この委員会の主たる任務は

商店街 PDCAサイクルを行うことであるが、その委員構成は商店街内部関係者だけではなく、外部者を加える

ことが肝要である。具体的には心市街地活性化協議会の商店街バージョン組織であり、そのメンバーは例え

ば、オリオン通り商店街役員、商工会議所等商業団体、栃木県庁・宇都宮市役所等行政機関、下野新聞・ミ

ヤラジ等マスコミ、まちづくり推進機構等 NPO、おやじの会・町内会・PTA・学校等地域諸団体、帝京大学等市

内高等教育機関、公募市民などである。 

 

1. はじめに 

1.1 オリオン通り商店街との調査研究協定の締結 

帝京大学は宇都宮キャンパスに地域活性化研究センターを 2015年 11月 1日に立ち上げた。地域

活性化研究センターの設置目的は「視野の広い立場で県内の地域社会との連携を深めながら地域経

済の活性化について研究することによって、大学として地域に対する貢献、創造力及び人間味豊かな

専門性のある人材の育成並びに教育及び研究の充実を目指す」ことにある。 

宇都宮市オリオン通り商店街振興組合及びオリオン通り曲師町商業協同組合との共同による中心

市街地活性化の調査研究は、地域活性化研究センターの第１号の事業であり、同年 11月 4日に「中

心市街地活性化の調査研究に関する相互協力協定が締結された（参考資料１）。この協定書にもとづ

き、オリオン通り商店街活性化調査事業は地域活性化関連演習Ⅱの学外授業に位置付けられ、調査

研究結果については山川及び受講生が取りまとめることになった。 
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1.2 本調査研究と提言の視点 

我々はこれまでオリオン通り商店街活性化事業について、ヒヤリング調査を中心に商店街に携わる

方々に話を聞いてきた。確かにオリオン通り商店街は、空き店舗数の減少や休日歩行者数の増加など

改善が見られるが、いまだ商業地としての繁華性に欠け、商店街の本来あるべき諸機能も発揮できて

いない。また郊外型商業集積との競争力としてあるべき集客力も回復したとは言い難い。商店街はま

ちの特色・雰囲気を醸し表す場でもあり、我々は宇都宮市の魅力向上のためには商店街の活性化が

欠かせないと考える。 

課題解決に向け重要な視点として、商店街とは、「商」(商業機能)「店」（店舗機能）「街」（街区機能）

からなっていることを再認識しなければならない。広域から客を集めるオリオン通りとはいえ、物がたくさ

ん売れるこれまでの時代とは違い、今後地方都市の商店街は商業機能や店舗機能だけで生き残って

いくのは極めて難しい（山川、2004）。これからは「街」としての街区機能がより求められるので、商店街

の地域の中での存在意義を問い直す必要がある。小売業者にとっての商店「街」とは経済学でいう外

部性であり、これが商業とまちづくりとを結びつける契機となる（石原、2006）。つまり、「商」「店」「街」こ

れらの 3者がコミュニケーションを図りながら「地域との共生」の視点を持って商店街の活性化に取り組

んでいくことが求められているのである（山川、2007b）。 

では、どのようにしたら商店街が活性化できるのだろうか。山川研究室と山川ゼミ生はこれまでのヒヤ

リング等を通して次のようなことを感ずるようになった。「そもそもオリオン通り商店街にとっての“活性

化”とは何なのか。この部分が良く見えてこない。あくまでも推測に過ぎないが、商店街各店主も我々と

同じ思いなのではないだろうか。また、商店主間や消費者との間で目標とニーズにずれがあるのでは

ないか」と。つまり、「目標の明確化と共有が行われないままに、計画やイベントばかりが先走っている

のではないか」ということである。商店街を構成するのは各個店が存在するからであって、個店の協力

なしには商店街は活性化することができない。個店が意欲的に内容・意義を理解したうえで、商店街

活動及び各店舗の魅力向上に取り組み、商店街全体で消費者のニーズに答えていけるような環境づ

くりこそが鍵となるのである。 

そこで山川研究室では、学生にできることは何かを考えた結果、柔軟で斬新なアイデアを持つ学生

が新たな視点をもって商店街の活性化計画に意見を発することで、さらなる議論を発展させることがで

きること、また大学(学生)が間に入りワンクッション置くことで、利害関係の生じやすい商店街組織内で

の取組みの緩衝材となり、そのことが地域連携に向けて寄与できるのではないかということに達した。 

これまで山川研究室とゼミ生は商店街にかかわるアンケート、ウォッチング、商店街役員ヒヤリングを

行ってきた。こうした調査研究にとどまらず、調査研究に基づく提言をより効果的かつ実現性の高いも

のとするために、山川ゼミ生と商店街役員との意見交換会を２回開催した。その狙いは意見交換会を

通して商店街活性化のビジョン・目標の明確化と情報共有、商店主や振興会組合の活性化意識向上

にあった。以下は、こうした調査活動や意見交換の経過と結果であり、「オリオン通り商店街活性化戦

略」への当面の「提言」である。 

 

2. オリオン通り商店街が抱える問題 

2.1 オリオン通り商店街の位置と歴史 

 オリオン通り商店街は JR宇都宮駅から徒歩 15分程度のところにあり、全長約 500ｍの全蓋アーケー

ドが設置されている（図１）。オリオン通り商店街は宇都宮市の中心商店街の中心的役割を担っている。
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1931年東武鉄道新栃木─宇都宮間開通と東武宇都宮駅舎が完成し、新馬場(新バンバ)の商店街が

誕生した。1948年にオリオン通り商店街が任意組織として発足した。1954年にネオンアーチ19基が完

成 、1959年に東武百貨店が開店し、オリオン通りと共に商業拠点が形成された。1960年に七夕祭り

開催、 1961年に全国商届街商届サービスコンクールで「通商産業大臣賞」を受賞した。1966年に宇

都宮オリオン通り商店街振興組合が法人組織として発足し、1967年には県内初の全蓋アーケード(全

長 280m)が建設された。1990年にアーケードの建て替え、1997年に第一回商店街ナイトバザールの

実施、2006年宇都宮市による市民広場「オリオン・スクエア」が開設され、2011年アーケードがリニュー

アルした。 

 

図 １ オリオン通り商店街の位置 

出典：オリオン通り商店街振興組合（2016） 

「オリオンマップ Vol.8 4,5,6月号」 

 

2.2 オリオン通り商店街の小売業動向 

 オリオン通り商店街は宇都宮市の中心市街地の核としての地位をしめていた。しかしロードサイド型

大型店が郊外に出店することで、中心市街地型の商店街の商業集積規模は劣位に転落した。『商業

統計表』によれば、宇都宮市小売業の売場面積は 2007 年にピークを迎えた。売場面積の変動を商業

集積型別でみると、マイカーに便利なロードサイド型は一貫して増加し、2014 年には 15.1 万㎡となり、

市全体の 47％をしめるまでになった。住宅地背景型の商業集積は 2004 年がピークであり、2014 年に

はピーク時の 53％にあたる 6.7万㎡に後退した。市街地型は 1997年にピークがあり、その後傾向的に

減少し 2014 年にはピーク時の 40％の 3.6 万㎡となった。駅前型は 2004 年には最も小さくなったが、

2014 年には 6.9万㎡で過去最高となった。これは JR宇都宮駅前や駅ナカの再開発が影響している。 

 商業集積型では市街地型に分類されるオリオン通り商店街は、組織的には宇都宮市オリオン通り

商店街振興組合とオリオン通り曲師町商業協同組合とからなっている。オリオン通り商店街は、西

端は東武宇都宮百貨店が隣接し、東端ではパルコとドン・キホーテとが近接するという、２核モー

ル型の商業集積である。そのためオリオン通りそのもの売場面積は２組合を合わせても 4,269㎡で

あり、大きくはないが、オリオン通りの両端の核となる大型店や隣接する商店街を含めると約 6万

㎡になる。しかしそれでも FKDショッピングモールインターパークの売場面積の約 1.2倍にとどま

っている（表 1）。 
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表１ 宇都宮市の主な商業集積別小売活動状況（2014 年） 

商業集積名 事業所数 
従業者数

（人） 

年間商品販

売額 

（百万円） 

売場面積

（㎡） 

栃 木 県 計 4,130  29,741  619,000  1,040,444  

宇都宮市 計 989  8,657  216,388  323,731  

駅前型商業集積計 187  1,821  57,792  69,077  

東武宇都宮百貨店（オリオン通り西端） 30  629  30,586  34,461  

ララスクエア宇都宮（JR宇都宮駅前） 36  336  9,562  15,419  

市街地型商業集積 計 238  1,058  17,671  36,029  

馬場町通り商店街（含むドン・キホーテ） 14  229  4,546  14,863  

パルコ（オリオン通り東端） 42  210  3,380  6,472  

宇都宮オリオン通り商店街振興組合 31  122  2,352  2,562  

オリオン通り曲師町商業協同組合 19  70  1,640  1,707  

住宅地背景型商業集積計 312  2,358  47,219  66,769  

ロードサイド（郊外）型商業集積 計 239  3,360  92,302  151,472  

ＦＫＤショッピングモールインターパーク 72  905  31,563  49,995  

福田屋ショッピングプラザ 41  831  26,301  40,617  

ベルモールＳＣ 59  805  16,365  31,771  

アピタ 44  622  11,151  24,047  

資料：経済産業省（2016）『商業統計表 立地環境特性別編』 

オリオン通り商店街の商業活動は、事業所数、従業者数、小売業売場面積、年間商品販売額のい

ずれの数値をとっても明確に減少している（表２）。ただし『商業統計表』は飲食業やサービス業は

調査対象となっていないので、商店街全体の経済活動を表していない。三菱総合研究所（2016）の

調査によれば、オリオン通り商店街の店舗構成は、2014 年の場合、物販（商業）店舗は 79 店舗中

32 店舗であり、商業物販比率は 41％にとどまっている。2012年から 2014年にかけては飲食・サー

ビス業店が増え、それらが商店街経済を支えているので、商店街経済活動は商業統計表の数値だけ

で評価するべきではない。しかもオリオン通り商店街の空き店舗は減少しているのである（表３）。 

表２ オリオン通り商店街の商業動向 

  

商業 

事業所数 

商業 

従業者数   

商業年間商

品販売額  

小売業 

売場面積 

（所） （人） （百万円） （㎡） 

1994 年 106 600 14,146 10,721 

1997 年 101 601 11,251 8,941 

2002 年 85 462 8,647 9,157 

2004 年 97 506 6,852 9,960 

2007 年 98 537 7,686 8,800 

2014 年 58 192 3,992 4,269 

注）オリオン通り商店街とは「宇都宮オリオン通り商店街振興組合」

「オリオン通り曲師町商業協同組合」とによって構成されている。 
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資料：経済産業省（2016）『商業統計表 立地環境特性別編』 

 

表３ オリオン通り商店街の業種別店舗構成の推移 

  2012 年 2014 年 

物販（商業） 31 32 

飲 食 16 19 

サ ー ビ ス 6 7 

医 療 福 祉 3 3 

そ の 他 4 7 

空 き 店 舗 16 9 

工 事 中 0 2 

合 計 76 79 

資料：三菱総合研究所（2016） 

「（参考）昨年度の検討会での検討材料」 

 

2.3 宇都宮市中心商店街活性化事業の推移 

オリオン通り商店街は、宇都宮市の中心商店街であり、国の法的支援や宇都宮市・宇都宮商

工会議所の計画的支援を受けて、活性化事業を展開してきた。国の法的支援は、1998 年に制定

されたまちづくり三法（山川、2005）であり、それはそれまでの大企業（大型店）対中小企業

（商店街）という政策的構図による中小企業保護政策から、大型店の郊外出店を原則自由とし

たもとで中小企業を中心とする中心市街地の商店街の存続を図るという政策的構図に転換する

ものであった。その政策的成果は明確であり、中心市街地における商店街の商業活動は郊外に

おける大型店やチェーン店を中心とするロードサイド型の商業活動との競合に敗れ、30万人前

後よりも少ない人口規模の地方都市中心市街地の商業活動は衰退した。 

人口規模が地方中核都市と地方中枢都市との中間にある宇都宮市も中心商店街の衰退が目に

見えるようになった。こうした地方圏における中心商店街の空洞化を阻止し、少子高齢・人口

減少社会におけるコンパクトな都市構造の再構築を目指し、政府は 2009 年にまちづくり三法を

改正し、特に改正都市計画法によって郊外における大型店立地の抑制を進めた（山川、2007a）。

宇都宮市においては 1998 年に中心市街地活性化基本計画（第 1次）を策定したが、ここでは宇

都宮市郊外部が大型店等の出店により、消費者が中心商店街に依存しない買物行動の様子が描

かれている。改正まちづくり三法制定との関係で、2009 年に宇都宮市中心市街地活性化基本計

画が、また 2014 年には第 2期の基本計画が策定されたが、これらはいずれも国の認定を受けな

い計画であった。国の認定を受けるためには、工業専用地域や準工業地域などの土地利用にお

いて大型店等の出店調整（事実上の出店規制）を盛り込まなければならず、宇都宮市はそれを

避けたのである。オリオン通り商店街など宇都宮市における中心商店街は、もちろん改正まち

づくり三法による大型店を含む 6000 ㎡以上の大規模集客施設の立地については規制を受け、そ

のもとで活性化を進めなければならない。 

オリオン通り商店街は、ネオンアーチや全蓋アーケードといったハードを整備し、「安心安全」

を高めているオリオン通り曲師町商業（協）は 35 回『オリオンジャズ』を始め、近年では、両

商店街共同イベント（フラックアート他）など集客向上のためのソフト事業を実施している。
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また、オリオン通り商店街（振）は全盖アーケードのリニューアルを機に、中期活性化事業計

画である「未来創生事業計画」（2010 年度）を策定し、空店舗活用事業（ギャラリー・カフェ）

やイベント事業等を実施してきた。（表４）。 

さらにオリオン通り商店街は、「オリオンイベント広場(街路活用)｣｢オリオン・スクエア(市

民広場：指定管理方式)｣、｢宮カフェ(ブランドアンテナショップ…委託管理方式)亅や下野新聞

社による｢まちなか支局・ニュース・カフェ｣を開設などを開設している。これらの施設は有効

活用されており、中心市街地の歩行者通行量は下げ止まっただけでなく、微増する状況が出て

きている。「ふるさと宮まつり」等の大きなイベント時の来街者数は減少しないものの、中心商

店街としての繁華性はなお十分ではない。このように商店街の本来あるべき諸機能が十分に発

揮できておらず、郊外型商業集積と競争しうる集客力は回復していない。中心市街地商店街を

活性化するためには「郊外型商業集積との差別化」、「繁華性の醸成」、「望まれる商店街機能」

についての再検証と「高質な都心居住」機能を作り上げていくことが重要である。 

表４ まちづくり三法とオリオン通り商店街活性化の取り組み 

関

係

法

等 

旧百貨店法、

その後の大

規模小売店

舗法により

出店規制 

1998年：まちづくり三法 

都市計画法・大店立地法・中心市街

地活性化法施行（中心市街地活性化

法で再生を図るも、反面、大型店の

出店規制が緩和〈届け出義務のみ〉。 

2009年：改正まちづくり三法改正都市

計画法（土地利用規制強化） 

地域商店街活性化法。 

中
心
市
街
地
の
変
化 

百貨店・量販

店・その他施

設が集積し

繁華性が高

い。 

郊外型ショッピ

ンッグセンター

や郊外型住宅団

地が造成➡中心

市街地空洞化 

国による是正措置

（まちづくり三法

施行）➡空洞化は

止まらず。 

国の支援を受け商店街活性化に取り

組む➡居住者を取り込み、面的および

立体的な展開をどのように図るか。 

宇

都

宮

市 

 1998 年： 

宇都宮市中心市街地活性化基本計画 

2009年： 

宇都宮市中心市

街地活性化基本

計画 

2014 年： 

第 2 期宇都宮市

中心市街地活性

化基本計画 

宇

都

宮

商

議

所 

1985年： 

商業近代化

地域計画(ロ

ーリング事

業) 

2000 年： 

宇都宮商業タウ

ンマネージメン

ト計画 

1998～2003年： 

提案公募型地域活性化事業：来らっせ運営 

2001年～ ：都心循環バス実験運行・コンセンサス形成・

空き店舗対策・TMOサポート・サービス産業創出支援等の

事業実施 

宇
都
宮
ま
ち
づ

く
り
推
進
機
構 

 1999 年： 

官民一体組織として設立 

2009年：「特定非営利活動法人」とな

り，「中心市街地活性化法」に基づく

「中心市街地整備推進機構」に指定 
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オ
リ
オ
ン
通
り 

（
商
店
街
振
興
組
合
） 

1967年： 

全蓋アーケ

ード設置 

1990 年： 

アーケード建替え 

2010年：アーケード改修・災害復旧事業 

2011年：空き店舗活用事業 

2013年：地域商店街活性化法認定（ギ

ャラリーカフェ事業開始）（2014年は

地域商業自立促進事業）・商店街実践

活動（お化け屋敷他）（2013，14年は

地域商店街活性化事業） 

資料：オリオン通り商店街振興組合（小林久夫氏）（2015）一部修正。 

 

3. オリオン通り商店街の活動分析   

3.1 商店主アンケート調査による分析と課題 

三菱総研・商店街は 2016 年 2月に「商店街組合員アンケート調査」を実施し、商店街組合員

28 名から回答を得た。回答組合員の業種は小売業が 58％、飲食業が 29％、ホテル・ビル経営

13％であり（図２）、営業年数は 50 年以上が 54％10～49 年が 21％、10 年未満が 25％であり、

いわゆる老舗が多い（図３）。 

 

図２ オリオン通り商店街回答組合員の業種別構成（N=24） 

資料：三菱総研・オリオン通り商店街（2015）「商店街組合員アンケート」 

 

 

図３ オリオン通り商店街回答組合員の営業年数分布（N=24） 

資料：図２と同じ 

回答店舗の顧客数・売上額はともに 6割以上の店舗で減少している（図 4）。顧客は男性より

も女性の方が多い店舗が多く、年齢層は 30～50代が中心になっている（図５）。このことから、
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オリオン通り商店街の顧客は主婦層が多いということが考えられる。商店主が今後期待してい

る顧客年齢層は 20～40代が多く、実際の顧客層よりも若干若い層に来店を期待している（図 6）。

充実強化が必要な商品としては、半数の商店主が「生鮮食料品」と回答しており、その他具体

的な店舗として、ファストフード店が必要という意見が多く挙がっている（図７）。 

 
図４ オリオン通り組合員の売上額・顧客数動向 

資料：図２と同じ 

 

 
図５ オリオン通り組合員の顧客性別構成（現在と今後の期待） 

資料：図２と同じ 

 

 

図６ オリオン通り組合員の顧客年齢別構成（現在と今後） 

資料：図２と同じ 

   

  

 図７ 充実強化が必要な商品（N=28）   図８顧客の居住範囲（N=28） 

資料：図２と同じ          資料：図２と同じ 
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図９ 商店街が目指す商品・サービス（N=28） 図 10 充実が必要なサービス(N=28) 

   資料：図２と同じ         資料：図２と同じ  

また、商店街としてどのような商品・サービスを目指すかについては、商店街には「高級専

門店」が必要で（図７）、実際に顧客は商店街近隣だけでなく中心市街地以外からも来ているの

で（図９）、最寄品よりも買回品の充実が必要であると、組合員の多くは答えている（図８）。

都市基盤の整備に関しては、駐車場が必要だという回答が多く、具体的には市営駐車場を充実

させ、商店街利用者に割引が適用されるサービスが必要だという意見も出ている（図 10）。 

 オリオンバザールやイルミネーション、お化け屋敷などの商店街事業に関しては、認知度自

体は非常に高いが、これらは各店舗の来客・売上増加にはまだ繋がっていない、分からないと

答える組合員が多く、商店街事業をどのように改善し継続していくかが、今後の課題の 1つで

ある（図 11）。 

 

図 11 商店街事業の今後の取り組み方 

資料：図２と同じ  

3.2 オリオン通り商店街の近隣居住者による評価 

三菱総研・商店街は「オリオン通り近隣居住者アンケート」調査（近隣 6 自治会から 128名

回答）を 2016 年 2月に実施した。本稿ではこのデータを独自に再集計した。回答者の年齢的に

は 60～70 歳代が約半数をしめ、性別では女性比率が若干高く、居住年数では 10年以上が 7割

強であり、世帯人数では 2名が 4割強であり、職業別では自営業が 4 割とも最も多く、これに

無職（定年退職者と思われる）が続いている。 

 近隣居住者の主たる買物先はオリオン通りが 27％をしめるが、他の場所の大型店の 32％より

低い比率である。ただし中心市街地の他の商店街を加えれば、地元商店街の買物利用率は 5割

を占めている。オリオン通り近隣居住者のオリオン通り利用率を商品・サービス別にみると食

品 30％、宝飾・時計 27％、飲食 20％であり、これらは大型店利用率よりも高い。しかし他の

商品やサービスではのオリオン通り利用率は 1～2 割にとどまっている（図 12）。 
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図 12 オリオン通り近隣居住者の商品・サービス別購入先 

資料：三菱総研・商店街（2016）「オリオン通り近隣居住者アンケート」調査 

 

オリオン通り商店街に対する近隣居住者の満足度は決して高くはない。「満足」及び「やや満

足」の合わせた比率が「不満及び「やや不満」の合わせた比率を上回っているサービス・商品

等項目は「高齢者・身障者への配慮」「商店街の活気・雰囲気」「値段が安い」「歩きやすさ」「駐

車場・駐輪場」であり、逆に下回っているのは「商店街で何でもそろう」「接客の良い店が多い」

「品質の良い店が多い」などである（図 13）。 
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図 13 オリオン通り近隣居住者の商店街満足度 

資料：図 12と同じ 

 オリオン通り商店街は近隣居住者、特に高齢者は買い物をする拠点というよりも、散歩や知

人たちと立ち話などをして過ごす生活の拠点として多く利用していることがわかる。例えばオ

リオン通りを利用しない理由で最も多い回答は「魅力ある特売や店がないであり、次いで「買

い物が一度で済まない」「夜閉まるのが早い」などが挙がっている。その一方で魅力ある商店街

になるために必要なことは何かという質問に対しては、「商品の充実や接客の強化」などよりも、

「飲食店や休憩場所の充実」といった回答が多い。このように近隣居住者にとってオリオン通

り商店街は、生活の中の憩いの場としての役割が大きいのである。 

 

3.3 若者（学生）が入りやすい店と入りにくい店 

 2016 年 7 月に山川ゼミ 3 年生（男子）と応援 4 年生（女子）の 6 名が、「大学生によるオリ

オン通り商店街の店舗の入りやすさ入りにくさ」ウォッチング調査を実施した。調査対象は 87

店舗であり、2 階の店舗も含まれた。その結果、大学生が「入りやすい」と感じたのは 40店舗、

「入りにくい」と感じたのは 46店舗であり、入りにくいが入りやすいを若干上回った。 

入りやすい店でもっと多い意見があったのは、「何をやっている店なのかよく分かる」である。

具体的には、「店先に商品を並べてある」「看板が置かれている店」が入りやすく、「自分が知っ

ている」ことも入りやすい店の条件の 1つである。それ以外には「雰囲気がよい」「開放的な店

だ」と感じられる店が入りやすい店になる。 

逆に入りにくい店の特徴で一番多かったのは、「何をやっている店なのかよく分からない」で

あった。やはり、自分が知らない店に行くというのは不安な気持ちになり、勇気もいるためで

あろう。そもそも中の様子がまったく分からない店では、余計に不安を掻き立てられる。建物

構造として 2 階で営業している店は外から見えづらいので、入りにくいお店に分類されてしま

う。他にはターゲットが富裕層や高齢層だと学生とは関係ない店舗と思われてしまうし、男子
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学生の場合は女性に絞っている店だと入りにくい店となってしまう。 

 このようにオリオン通り商店街の個別店舗はそれぞれ集客努力をしているとは思われるが、

特に学生など若者の観点からのすると課題が多くあることがわかる。もちろん今少しの改善で入

りやすくなるお店もいくつかある。例えば２階のお店については、入り口までの階段を分かりや

すくしたり、階下にも看板を出したりすることで問題を改善できると思われる。また商店街全

体の雰囲気を明るくするためには、古くから続く老舗の看板を新しく綺麗なものに取り換えれ

ことが必要である。 

 

3.4 商店街の雰囲気の「良い点」と「悪い点」 

商店街の雰囲気は個店の入りやすさ入りにくさだけでなく、商店街全体の環境整備にかかわ

る問題でもある。これまでに行ったヒヤリング調査やウォッチング調査などから商店街の全体

にかかわる印象を「良い点」と「悪い点」とに整理すると、雰囲気、出店状況、設備・景観、

交通アクセスなど４つにまとめることができる。 

 ①雰囲気 

 ・良い点：周辺の立地環境がよく、人通りも多いため、活気があるように感じられる。 

 ・悪い点：アーケードによって雰囲気が暗く感じる場所がある。 

      平日の昼間の利用が少なく、閑散としている。 

      自転車と歩行者がごちゃごちゃとしており危険がある。 

      夜の裏通りは極端に暗く、治安が悪く感じてしまう。 

②出店の状況 

 ・良い点：質の高そうなお店の出店が多くみられる。 

      空き店舗数が減少傾向にある。 

 ・悪い点：どこにどのようなお店があるのかが分かりにくい。（特に２階にある店舗など） 

     居酒屋が多く、若者向けの飲食店が少ないように感じる。 

     裏通り商店街の存在を認知していなかった。 

 ③設備・景観 

 ・良い点：道が広く、きれいで歩きやすい。 

      オリオン・スクエアがあるため、イベントで人を集めやすい。 

      アーケードがあるため雨天時の利用がしやすい。 

 ・悪い点：気軽に休憩できる場所や、子どもが遊べるような場所が少ない。 

      トイレやゴミ箱が少ない。 

      空き店舗のシャッターに落書きがある。 

④交通アクセス 

 ・良い点：公共交通機関によるアクセスがしやすい。 

 ・悪い点：駐車場や駐輪場が少なく、バス以外でのアクセスがしにくい 

 

3.5 商店街の「強みと弱み」分析と改善方法  

オリオン通り商店街を活性化していくためには、個店の充実のみならず、商店街全体として

の改善や革新が必要である。山川ゼミの学生は 9 月から 11月にかけてオリオン通り商店街組合

の役員等 5名に対してヒヤリングを行った。 
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 商店街役員がとらえている「強み」は、オリオン通りが広域型の商店街で、しかも二荒山神

社を中心とした商業立地環境にあることにある。近くにはパルコ、東武百貨店、ドン・キホー

テ等のデパートや大型店があり、商業集積にモール的な要素をもっているだけでなく、街の真

ん中にあるという立地の良さと鉄道やバスなどの公共交通の利便性が良く来街しやすい。また、

アーケードがあり、これは雨を防げるだけでなく、様々なイベントの開催の空間を提供できて

いる。さらに飲食店の集積しており、買い物客以外にも集客することのできる力があると捉え

ている。 

 逆に商店街役員は、商店街の商店業種の偏りや品揃えやサービスの不十分さもあり、買い物

をして楽しい商店街と言えないと考えている。例えば生活に必要な生鮮三品店の不足している

こと、建物や品揃えが古いこと、商店街の認知度が低いこと、遠来の顧客に対するおもてなし

の意識が足りないこと、商店街周辺の駐車場はいずれも有料パーキングで無料駐車場を提供す

る大型店に対しては競争力が弱いこと、オリオン通りが生活用道路になってしまっていること

などである。もちろん課題としては地域性や歴史をもっと感じられる商店街にするはどうした

らよいか、マーケティング等の研究不足や情報発信力を高めるにはどうすれば良いかなどであ

り、役員もこれらについてどのよう取り組むのかで悩んでいる 

オリオン通り商店街の強みをさらに強くするために必要なこととして、商店街役員は、まず

交通体系の改善をあげた。具体的にはオリオン通り商店街と各方面へシャトルバスを運行する

ことであり、駅や周辺住民だけでなく、それら以外人たちも商店街に来やすい交通網を作るこ

とをあげている。同時に駐輪場、駐輪スペースをしっかり確保すること、東武百貨店や東武鉄

道駅など交通・商業拠点をもつという地域特性をもっと活かすことをあげている。。 

また、弱みを克服することとして商店街役員が考えているのは、買い物や食事の用がなくて

も通りたくなる様なイベント・展示の開催、商店街利用者が割引サービスなどが受けられる駐

車場のや長椅子等の休憩スペースの設置だけでなく、時間がかかっても各店の商品の品揃えを

増やすこと、接客態度を改善していくことなどである。特に商店街の個店の魅力を店主が消費

者や生活者に直接伝えることのできる「まちゼミ」については、その実施店舗数を増やすこと

や定期的に開催する計画を立てている。商店街の魅力は個店の努力向上にかかっており、商店

街の活性化につながると考えられている。 

 オリオン通り商店街を利用する顧客にとって買い物が楽しいと思わせる店作りをしていくこ

とが必要である。とはいえ個店だけの努力では商店街全体の魅力をあげていくことはできない。

その意味において何よりも、オリオン通り商店街としてはその「顔」を一体どこに求めるのか、

オリオン通りの「将来像の目標」をどこに置くのか、そうしたことを明確にすることが大切で

ある。 

 

4. オリオン通り商店街活性化に向けた対話 

4.1 商店街 PDCA活動について 

 オリオン通り商店街は、2015 年度に中小企業庁から三菱総合研究所が受託した「商店街活動

における PDCA サイクル活用マニュアル作成等に関する委託事業」の３つの調査対象商店街のう

ちの１つに採択され、1 回の調査と３回の研修が行われた。 

 三菱総合研究所が取りまとめた「宇都宮オリオン通り商店街 PDCAシート」は、将来像（ビジ

ョン）として「地域文化・地元居住者との連携の視点による、『市民に支持される商業空間』の

帝京大学地域活性化研究センター年報　第１巻　-69-



再生」が掲げている。その具体化には次の４つである。 

①広域から人が集まる商店街 

②多世代交流の場となる商店街 

③昔ながらの近隣居住者の生活を支える商店街 

④『都心居住』という新しいライフスタイルに応える商店街 

 これらのうち①は商店街の広域性の「顔」であり、③と④は商店街の近隣向けの「顔」であ

り、②は広域性と近隣性とを交叉させる商店街の「顔」である。オリオン通り商店街は空き店

舗こそほとんどないものの、「近年、市中心部の商業環境が変化し、商店街の性質が従来の広域

型から近隣型に変化しつつある中で、将来の方向性や自らのポジショニングに苦慮」している

状況を映し出している。 

 

4.2 活性化に向けた商店街役員と学生との対話 

商店街役員との個別ヒヤリングを経て、学生一人一人の感じたこと、疑問に思ったことを再

度商店主の方々に問いかけた。主にオリオン通り商店街の強み弱みについて、またその強み弱

みをどのように改善するか、良いところはどう利用していくかについて議論した。 

① 商店街役員からの質問と学生の回答 

冒頭、商店街役員から学生に対して「学生一人一人が個人的なオリオン通り商店街の魅力度

を点数で評価し、どのような商業施設や他の商店街と比較したのか？」との質問が向けられた。

学生 5名は、オリオン通りの魅力は 100点満点で平均 35点である回答とした。その学生による

評点分布は 40点 2名、35点 1名、30点 2名であった。この評価にあたって学生が比較したの

は、ベルモールやインターパークなどの若者向けの施設や、テレビで紹介されている人気な商

店街であるが、その主たる根拠はオリオン通り商店街をウォッチングやヒヤリングの結果にあ

った。 

この評点が低く出たのは、商品の品ぞろえが悪いこと、駐車場はあるがほとんどが有料駐車

場であること、生鮮三品の店舗が不足していること、商店街の中に休憩できるスペースが少な

いこと、若者向けの店が少ないこと、またあるにはあるが商品・サービスのクオリティが低い

こと、どのような店か分からないので入りにくいことなどであった。 

② 商店街役員からの反論と意見 

これに対して商店街役員からは、そもそも商店街は若者向けではないので、学生あらの指摘

は少しずれていること、生鮮三品の店舗については指摘の通り必要ではあり、現在は難しいが、

住民が今後増えていけば導入できるかもしれないこと。大型商業施設の顧客ターゲットは若者

狙いであり、商店街が郊外の大型商業施設に負けるのは当たり前でこと、など反論やその根拠

が出された。 

 ③学生からの質問と商店街役員からの回答 

学生からの商店主役員に出された「オリオン通り商店街を今後どのようにしたいか？」との

質問に、商店街役員は集客のできるお店や生活に密着した店があり、365日利用できる商店街

にしたいこと。そのために「今からできること」「誰でもできること」「お金をかけないででき

ること」をやっていくと回答した。そこでは例えば、接客を磨くとか、イベントを企画・開催

するとか、ジャズを開催することなどが提示された。しかし実際にどうするかについてはまだ

決まっていないということであった。 
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③ 商店街役員との意見交換からの教訓 

今回の商店街役員との意見交換会というワークショップを通していくつかの教訓を得た。例

えば学生自身は商店街に若者向けを取り入れることを強く考えすぎていたこと。商店街の「強

み」「弱み」について、学生側と商店街役員側の意見の半分以上は同じであることがわかったこ

と。特に発見できたことは、より強みを強くするために必要なことや弱みを克服するために必

要なことの改善案についての意見交換の結果、商店街の目指したい方向性・将来像が具体的に

は決まっていないだけでなく、どのように検討するのかについても決まっていないことである。 

我々としては検討すべきことは、商店街全体として目指す方向性や目標をまず立てることで

商店街の組織としての一体感がより増すのではないかという仮説を立証していくことにある。

もちろん商店街役員から指摘されたように商店街活性化にかかわる知識を机上のみならず商店

街という現場で学ばなければならないことを改めて痛感した。以上のことを踏まえ、本論では

オリオン通りの活性化に向けた理念や目標をつくりあげていくための討論の「場」として、（仮

称）オリオン通り商店街事業検討委員会の創設について、次のように提案する。 

 

5. 施策事業の提案  

5.1 (仮称)オリオン通り商店街事業検討委員会の創設 

この委員会の主たる任務は商店街の理念や目標を明確にしていくことにある。そ理念や活性

化の目標を経年的に点検していくためには、PDCA サイクルを導入することも１つの方法である

（三菱総合研究所、2016a、2016b）。 

しかし PDCAサイクルを導入するといっても、重要なことはその委員構成を商店街内部関係者

だけではなく、第三者としての外部者を加えることにある。そのメンバーは例えば、オリオン

通り商店街役員、商工会議所等商業団体、栃木県庁・宇都宮市役所等行政機関、下野新聞・ミ

ヤラジ等マスコミ、まちづくり推進機構等 NPO、おやじの会・町内会・PTA・学校等地域諸団体、

帝京大学等市内高等教育機関、公募市民などである（図 14）。 

 

図 14 (仮称)オリオン通り商店街事業検討委員会 

出典：山川ゼミナール（2016） 

 

5.2 オリオン通り商店街の改善に向けた具体的提案 

 では、具体的には何を検討すればよいのか。これについては 2017 年度の調査の課題となるが、
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これまでの 2 年間でわかったことを当面の問題提起として掲げておこう。 

①商店街の雰囲気を明るくすること 

・ アーケードの色彩を明るくして照明の配置を工夫し、明るい雰囲気を演出する。 

・ 冬のイルミネーションをもっと力を入れて、イルミネーションスポットにする。 

②安全のための自転車交通マナーの改善 

・ 右側通行・左側通行を徹底する。 

・ オリオン通りでは自転車は押して進む。 

③利用しやすい商店街空間の形成 

・ １つ１つの店舗がサービスの充実を図るのはもちろんだが、商店街全体として休憩スペー

スやトイレを増やすなど環境を整え、利用者の信頼を得ていくべき。 

④若者の利用を増加させる店舗構成 

・ 一時的なイベントなどで集客するのも手だが、長期的に若者を取り込めるような施策が必

要。例えば流行のスイーツ店や若者向けの雑貨店など。 

・ ⑤店舗情報発信活動を進めるために 

・ より詳細な店舗情報を閲覧できるようなサービスコンテンツを追加できないか。例えば、

提供している商品の画像や働いている人の一言動画など。 

・ 既存のＨＰでの運用が難しい場合は、学生が主体となり、ＳＮＳやブログサイトを活用し

ながら店舗情報の発信を行っていくような方法。 

 

謝 辞 本報告を作成するにあたって、オリオン通り商店街振興組合の小林久夫事務局長をは

じめ、商店街関係者にはアンケート調査、ウォッチング調査、ヒヤリング調査、意見交換会な

どで大変お世話になりました。ここに感謝いたします。 

この報告は山川ゼミ 3年生が「2016 大学生による宇都宮市まちづくり提案」に提出した報告

書（山川ゼミ、2016）とプレゼンテーション・スライド及び 2015 年度の山川ゼミ生（現、4 年

生）によって作成された『宇都宮市オリオン通り商店街活性化調査（中間）報告書』及び中間

報告会プレゼンテーション・スライドを活用しつつ、山川が本『年報』向けて大幅に再編・修

正したものです。 

 この調査研究にかかわった、山川ゼミ生は次の通りです。石川祐樹（ゼミ長）・薄 孝和・大
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清原工業団地周辺地域の活性化ヒアリング報告 

Hearing report on activation of the Kiyohara industrial park and surrounding areas 

 

徳増 秀博，長島 重夫，藤平 昌寿 

Hidehiro Tokumasu, Shigeo Nagashima, Masatoshi Fujihira 

地域活性化研究センター 
*1Regional Acitivation Reserch Center, Teikyo University 

 

1. 目 的  

清原工業団地は、内陸型工業団地として国内最大の規模を有し、宇都宮テクノポリスの中心的役割

を担っている。また、清原工業団地を中心に周辺には多くの工業団地が点在しており、栃木県内最大

の産業集積地を形成している。今回のヒアリングは、清原工業団地及び周辺地域の施設の現状と新た

な交通システム「ＬＲＴ」の計画が進む中、地域の期待等を把握する目的で実施した。 

 

2. 調査の概要 

訪問日：平成２８年５月１９日（木） 

面談者：清原地域振興協議会長 菅沼 栄一氏（㈱ピーシーレールウェイコンサルタント）  

    一般社団法人清原工業団地総合管理協会 専務理事  戸室康二 氏 

訪問者：帝京大学宇都宮キャンパス地域活性化研究センター客員教授  長島 重夫 

    帝京大学宇都宮キャンパス地域活性化研究センター      藤平 昌寿 

            同                    徳増 秀博 

 

3. ヒアリング内容 

3.1 産業集積 

 現在の清原工業団地には 40社の企業が立地し、約 1万 1000人の雇用が生まれている。また、

近隣地域の平出工業団地、芳賀工業団地・芳賀高根沢工業団地、真岡工業団地が整備されており、

当該地域内に２５０社近い企業が立地し、当該地域の平成 22 年製造品出荷額が 8 兆 4,591 億

円、全国 11 位となっている。 

主要産業としては、自動車産業については、完成車メーカーの拠点としては、日産自動車株式

会社（上三川町）、本田技研工業株式会社（真岡市）、いすゞ自動車株式会社（栃木市）、ジェ

イ・バス株式会社（宇都宮市）が立地しており、関連会社を含めると地域の主要産業となってい

る。 

清原工業団地の主要企業は、キャノン、デュポン、住友ベークライト、カルビー等の大企業が

主体の工業団地である。このことから環境に理解が深い企業が立地していることから、工業団地

の終末処理は、３次処理できる排水処理施設が設置されている。国内でも有数の最先端環境配慮

型の工業団地となっている。 
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3.2 学校等公共施設 

 清原工業団地内には、作新学院大学、清陵高校清原中学校などが隣接して設置されており、団

地内の中央公園／宇都宮清原球場（硬式）、宇都宮市清原体育館（第 1、第 2）、テニスコート

（8面）南公園／清原南野球場（軟式）、子供広場北公園／自然林、栃木県グリーンスタジアム

（県内初の本格的球技専用スタジアム）が整備されていることから、学生のスポーツ環境が優れ

ているといえる。 

 

3.3 住宅環境 

  周辺には、歴史のある住宅地として「清原台」と新しい住宅地である「ゆいの杜」が整備さ

れている。清原台は、1万１千人が住んでおり、メインの通りには、店舗も立地しており日常的

な買い物は地域で買うことができるが、大きな買い物は宇都宮商店街や郊外のショッピングセ

ンターに出かける。 

  また、ゆいの杜は、新しい住宅地であり最近、若い所帯の入居が増えてきており、今後、さ

らに若者の入居が加速することが予想される。古い「清原台」と若い「ゆいの杜」の融合、一

体化が求められている。 

 

3.4 求められている新交通システム 

清原工業団地周辺の交通状況については、清原の工業団地や周辺の工業団地への通勤者の車で

朝、夕の交通渋滞が慢性化している。また、住宅地が整備されているものの公共交通機関の利用

に不便であることから、高齢者や子供の足の便の確保ができていない状況にある。高齢者等は、

タクシー利用で宇都宮駅に行かねばならないことから、高額なタクシー料金の負担が家計を直撃

している。 

これらのことから「新交通システム」の導入が地域として求められてきている。現在、宇都宮

市が中心に次世代型路面電車システム「ＬＲＴ（Light Rail Transit）」の導入に向けた調査が

行われており、次のステップに移る段階で実現が見えてきている。 

 

3.5 防災マップ 

 東日本大震災以降、地域や企業活動においては、防災が避けては通れない課題となっている。 

 清原地区では、清原地域振興協議会が中心となり、「防災マップ」を作成して全戸に配布して

いる。また、マップの配布だけでは無く、防災訓練も実施して災害発生時の臨場感を地域の住民

に共有していることは評価できる。 

 

4. 地域の課題と今後の取り組み方向 

（１）慢性的な交通渋滞を解消するための次世代交通システムＬＲＴの早期の導入実現 

（２）住宅地である「清原台」と「ゆいの杜」の住民による街づくり計画 

（３）清原工業団地を中心とした周辺工業団地の立地企業の下請け会社育成及び聴覚企業の育成

による新たな産業の芽の発掘 
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5. 清原工業団地の概要（ＨＰより） 

清原工業団地は、「首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律」に基づき、

１９７１年（昭和４６年）から用地の取得に入り、以降、造成工事・分譲が行われ、現在３４の

企業・組合が立地している。 

 当団地の総面積は３８８ヘクタールで、開発当時、内陸型工業団地としては国内最大の規模を

有し、宇都宮テクノポリスの中心的役割を担っている。また、栃木県における工業団地のシンボ

ル的存在でもある。 

 首都圏への主要交通アクセスとしては、東北新幹線・東北自動車道を有し、更に東西主要交通

路としての北関東自動車道が整備された今日、優れた立地環境を持つ当工業団地は各企業の躍進

と相俟って、栃木県の未来創造の原動力として期 

待されている。 

 

5.1 団地の造成・分譲 

当工業団地は、栃木県並びに宇都宮市の特別地方公共団体である宇都宮市街地開発組合が、用地

の取得・造成を行い分譲したものである。 

・用地取得   １９７１年（Ｓ４６年）４月～１９７６年（Ｓ５１年） ２月 

・造成工事   １９７３年（Ｓ４８年）４月～１９７６年（Ｓ５１年） ３月 

・分  譲   １９７４年（Ｓ４９年）４月～１９８８年（Ｓ６３年）１２月 

 

5.2 土地利用区分 

・総面積 ３８８ha 100% ※事業費 ４０７億円 

・工場用地 ２６５ha  68% 用地取得費  ９９億円 

・公園緑地 ６１ha  16% 造成事業費 ２６０億円 

・道路 ５０ha  13% 事務費  ４８億円 

・その他 １２ha 3%     

＊未立地の工場用地が 1区画ある。（６．６ｈａ） 

 

5.3 立地企業分類（H27.4現在） 

１９７７年（昭和５２年）３月に立地第１号企業として、日本専売公社北関東工場（現日本た

ばこ産業㈱）が操業、現在３３社、１組合が立地しており、その業種別分類は以下のとおりとな

っている。化学工業８、食料品４、プラスチック製品３、非鉄金属３、金属製品３、電気機械器

具３、輸送用機械器具３、業務用機械器具２、鉄鋼２、飲料・たばこ・飼料１、道路貨物運送１、

ゴム製品１ 

  

5.4 従事者数 

  ２０１５年（Ｈ２７年）８月現在の、団地内企業総従業者数（臨時職員、派遣職員、関連企

業社員等を含む。）は約１２，９００人（会員企業従業員：約１０，９００人）である。 
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5.5 製造品出荷額   

当工業団地の事業所数及びその従業者数は、宇都宮市全体あるいは栃木県全体のそれに占める

割合は低いが、製造品出荷額においては大きなウエイトを占めており、１事業所当たりの事業規

模の大きさ、生産性の高さが窺い知れる。 

＊２０１３年（Ｈ２５年）工業統計調査より（従業員 4人以上） 

 

 

 区   分 清原団地（Ａ） 宇都宮市

(Ｂ) 

栃木県（Ｃ） Ａ/Ｂ Ａ/Ｃ 

事業所数 39（34）※ 537 4,438 7.26％ 0.88％ 

従業者数 9,494 29,852 192,205 31.8％ 4.94％ 

製品出荷額（百万円） 1,184,467 1,810,262 8,179,500 65.4％ 14.5％ 

※工業統計における調査時の事業所数 （ ）内：管理協会会員企業数 

 

5.6 団地の特色 

①内陸型の工業団地としては国内最大級の面積を有しており、工場敷地区画の広いことがス

テータスのひとつである。 

②宇都宮テクノポリスの中心的工業団地であり高度技術に立脚した企業の誘致が図られて

いる。 

③公害防止対策等、環境保全への配慮が図られている。 

・栃木県の河川は、首都圏の水源として重要な役割を果たしており、水質保全には特に配

慮している。工場で使用した排水は、先ず当該企業にて県の排水基準以下に処理を行い、

更に、工業団地内に設けられた市の排水処理施設において高度処理を行った後、鬼怒川

へ放水している。 

・団地内には、清原中央公園を初め多くの公園緑地が設けられ、また道路も広く、多くの

街路樹が植栽されており、工業団地内とは思えない緑豊かな景観をなしている。 

・団地内立地企業総意のもと、団地の環境保全等に関わる自主協定書を策定し、良好な団

地環境の維持保全に努めている。 

 

5.7 福利厚生施設等が充実している 

・管理センターが設置され、その中には診療所・郵便局・銀行ＡＴＭ・レストラン・ＣＶ

Ｓ及び会議室等が設けられており、団地内で働く人たちの利便は勿論、地域の方々に

も広く利用されている。 

・スポーツ施設としては、県下有数の野球場・サッカー場・体育館・テニスコート等が設

けられ、各種スポーツ大会のメイン会場となっている。 
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清原工業団地企業立地図 
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那珂川町の地域資源をビデオ撮影 

Field Research and Video filming community resource in Nakagawa town 

 

金子 弘道*1，金子ゼミナール*1 

Hiromichi Kaneko*1, Kaneko Seminar*1 

 *1経済学部地域経済学科 
*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 

概要 

地域経済学科共通経費の補助を受け、演習Ⅱ、Ⅲを履修する地域経済学科の２、３年生 23 人（２年生 15 人、

３年生８人）とともに、栃木県那珂川町で地域資源のビデオを作成し、動画サイトに投稿した。ビデオの編集で

はパリで映像企画会社を経営する田村愛さんらの協力を得た。 

 

1. 経緯 

 地域経済学科は 2013 年 11 月、那珂川町と地域活性化に関する協定を締結し、2014 年度

から同町の地域資源をビデオに撮影してきた。学生が発掘した地域資源を、ビデオを通して

地域活性化策を提案する企画である。 

作成したビデオは、2014年が温泉トラフグの経営者など地域のキーパーソンを取り上げた

４本、2015年は「地域資源を探そう」をテーマに、自然エネルギーを活用した環境まちづく

り、観光客に人気の絵本美術館、伝統的な簗（やな）を利用したアユ漁など４本を作成した。 

 2016年は「まちに元気を取り戻そう」をテーマに、小砂地区のまちづくりイベント「小砂

芸術祭」、農業の 6 次産業化を取り上げた「農が輝く６次産業」、馬頭温泉郷や農家民泊など

観光産業の変化を描いた「魅力ＵＰ！馬頭温泉郷」、地元の馬頭高校水産科と農家と連携し、

休耕田でホンモロコなどを養殖する「まちに貢献、馬頭高校」の４本を作成した。 

 学生がインタビューしたのは、那珂川町の福島泰夫町長はじめ温泉ホテルの支配人、小砂

芸術祭の実行委員長、町に移住して地域づくりに取り組む住民、那珂川町の茶園と栽培契約

を結ぶ宇都宮市の紅茶専門店社長など 20 人以上にのぼる。いずれも学生たちが質問を考え、

シナリオを作成した。インタビューを通じて、学生のヒアリング力は向上したと思われる。 

 

2. 成果 

 作品は動画サイト YouTubeにアップしたほか、帝京大学や那珂川町観光協会のホームペー

ジに掲載して町外に発信した。さらに那珂川町のイベント「なかがわ元気フェスタ」、帝京大

学の「エンジョイ！カガク！！」「帝祭」で上映し、2017 年２月には那珂川町の産学官連携

事業「なかがわ学」で馬頭高校とともに、地域住民 200人を対象に発表会を開いた。 

 発表会の目的は、住民が自分たちの地域資源に気付いてもらうこと。那珂川町は、栃木県

で最も消滅の可能性が高い自治体である。日本の過疎地に共通する現象は、まず高度成長期

に人口が流出する「ヒトの空洞化」が起き、高齢化で耕作放棄地が増える「土地の空洞化」に

発展、次いで集落活動が衰退する「ムラの空洞化」、住民が地域の再生を諦める「誇りの空洞

化」へと進む1。那珂川町も誇りの空洞化が進行しており、地域資源を再認識して誇りを取り
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戻し、自らの地域づくりに動くことが重要と考えた。 

 那珂川町では 2016年 10月、民間主導のまちづくり会社「創生なかがわ（株）」が誕生。宇

都宮市にアンテナショップを開設した。集落ごとの村おこし活動も徐々に始まり、帝京大学

にも学生の声を聞きたいといった要望が来ている。2016年 11月には同町第 10区農地・水・

保全会のリーダーと学生６人が意見を交換した。いまのところ、学生の集落活動への参加は

かなり難しいが、夏休みなどを利用した活動への参加は今後の課題だろう。  

1 小田切徳美著「農山村は消滅しない」（岩波新書、2015年） 
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秋田県湯沢市におけるジオパーク資源調査 

Field Research of Geo-Park in Yuzawa, Akita Prefecture  

 

山田 耕生*1，山田ゼミナール*1 

Yamada Kosei*1, Yamada Seminar*1 

*1経済学部地域経済学科 

*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 

1. 調査目的と日程 

 2016 年度の山田ゼミ（3 年生 8 名）では、「フィールドワークによる地域活性化」を年間テー

マに掲げ、栃木県大田原市、茨城県古河市、秋田県湯沢市をフィールドに学外活動を行った。大

田原市では大田原ツーリズムの協力を得て、農家民泊の現状およびニーズを調査した。古河市で

は旧古河市内の市街地エリア、旧三和町・旧総和町の農村エリアにわけ、それぞれの観光資源調

査を実施した。今回報告するのは、8 月の夏期休暇中に 3 泊 4 日の日程で実施した秋田県湯沢市

でのゼミ合宿である。 

 ゼミ合宿では、湯沢市ジオパーク推進協議会が主催する「ゆざわジオパークカレッジ」への参

加を通して、湯沢市の観光まちづくりの現状と問題点を明らかにし、今後の可能性について検討

するのが目的である。期間は、平成 28年 8月 9日から 12日にかけての 3泊 4日間で、参加者は

山田ゼミ 3 年生 8 名全員である。現地では主催する湯沢市ジオパーク推進協議会のほか、湯沢市

観光・ジオパーク推進課、小安峡観光案内人の会などの各種団体が視察やワークショップ、交流

会などの運営・進行に協力いただいた。また、本学のほか、杏林大学の学生 10名（指導教員：古

本泰之准教授）、地元の秋田県立雄勝高等学校の生徒 15 名（指導教諭：三森朋恵教諭）も合同で

の参加となった。 

 湯沢市ジオパーク推進協議会によると、ジオパークカレッジの事業目的は以下の通りである。 

・ ジオサイト考察・意見交換会～観光コンテンツ グローバルな観光資源・地域資源～ 

湯沢市が登録を目指しているジオサイトについて、大学生の目線から観光づくりにについ

て考察する。 

・ 温泉地宿泊～観光コンテンツ 温泉地～ 

 温泉地での宿泊、交流で観光地づくりを考察。地熱開発が進む地域での課題や展望を踏まえ、

過疎化が進む温泉地の地域づくりを考える。 

・ 自然を満喫～観光コンテンツ 自然～ 

 自然を活用した観光資源、地域資源の活用を学び、トレッキングや登山、渓流釣りなどの体

験と組み合わせた秋の宮・小安峡ならではの楽しみ方を学び、それを活かす方策を考える。 

・ 交流～高校生のコミュニケーション力の向上から 

 高校生活の中ではなかなか交流がない大学生との共同作業によって、高等教育・観光学科そ

して大学生活などへの挑戦を意識づけるために行う事業。高校生とのコミュニケーション力

を通じて、秋田の高校生への悩み・考えなどを共有することで自己意識の改革を行う。 

・ ワークショップ～グループ討議の重要性と地域づくりの提言コンテンツ～ 

 最終日のワークショップにおいて 3 日間体感したことを湯沢市の観光とまちづくりへの提
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言をする。湯沢市がもつ強みと弱みをどう活かし、改善するかを地元民の意見を聞きながらグ

ループでまとめる力を身につける。 

・ 他大学との交流～他大学との交流～ 

 同日程で開催されるジオパークカレッジ参加大学との交流により、他大学の地域づくりへ

の考察を学び、討議することで多角的な見解の構築を取得する。 

 日程の詳細については以下の通りである。滞在中は湯沢市内の多くの観光資源、施設などを視

察したり、トレッキングやカヌーなどを体験した。 

日付 内容 宿泊 

8/9(火) ・鳴子温泉駅集合 

・秋の宮山荘にて入郷式 

小安峡温泉「こまくさ」  

8/10(水) ・貝沼でカヌー体験 

・昼食「鍋っこ」作り ＊地元の郷土料理 

・小安峡温泉。女滝沢トレッキング 

・小安峡温泉総合案内所。木工クラフト体験 

小安峡温泉「こまくさ」 

8/11 (木) ・川原毛地獄山、大湯滝体験 

・三途川渓谷 

・桁倉沼キャンプ場（昼食） 

・小安峡温泉街（大噴湯、不動滝、栗駒フーズ） 

・高松郷土学習資料館見学 

・湯沢市内料亭「石川」にて交流会 

湯沢ロイヤルホテル 

8/12(金) ・湯沢市役所にてワークショップ 

・道の駅おがち（昼食） 

・新庄駅。解散 

 

 

2. ワークショップ報告とまとめ 

 ジオパークカレッジの最終日、8 月 12 日の午前中にはこれまでの視察や体験のまとめとして、

参加学生、地元（関係団体、住民）によるワークショップが行われた。湯沢市においてこれから

推進するジオパークの資源とは何か、それをどのように活用していけばいいかについて、4 班に

分かれ、それぞれ報告がなされた。 

 各班からの報告を要約すると、1 班からは豊富な自然資源を活かすための情報や歩道・休憩施

設といったインフラ整備の必要性が指摘された。2班からは都会とは異なる湯沢の特徴（星空、温

泉、冷涼な気候、山菜など）の活用とＰＲが提案された。3班からはターゲットを大学生に絞った

提案として、SNS を使用した情報発信などが提案された。4 班からは来訪者の湯沢市内での移動

（2次交通）、ジオサイトの解説、地元住民との交流の必要性が指摘された。 

 今回の 4 日間の合宿で学生が学んだことは、①地域資源（ジオパークを含む）は身近に存在す

ること、②観光振興には様々な立場から多くの人が関わって取り組まれていること、であると考

えられる。また、杏林大学の学生と同日程を過ごし、意見交換することも大きな刺激になったと

いう感想もあった。以上のことから、様々な面において有意義な湯沢での合宿であった。 
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大田原市・那珂川町における農家民泊調査 

Research of Farmhouse Accommodation in Ohtawara city, Nakagawa town 

 

山田 耕生*1，山田ゼミナール*1 

Yamada Kosei*1, Yamada Seminar*1 

*1経済学部地域経済学科 

*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 

1. 調査目的と方法 

 現在の日本の農村では、若者が進学や就職の機会を求め、都会に移動することによって過

疎化や高齢化が進み、地域が衰退しつつある。若者が農村地域へと興味を持たない(足を運ば

ない)理由は、地域内の交通の利便性が都市部より劣る点、現代の情報化社会への依存により、

溢れる情報や偏った情報を鵜呑みにする傾向が大きくなり、結果として田舎への偏見が大き

くなっているためだと考えられる。都市部の子供には農業や自然との接点がなかなか持てな

いため、日ごろ口にしている食べ物や飲み物などの元となる素材を知らないケースが多いこ

とが指摘されている。このように、農村の衰退とその活性化策の一つしての農家民泊は、都

会における小中学生への農業、自然に触れさせる場としても有効であり、都市への人口流入

と農村の低迷が続くほど、両者を結び付ける機会として重要になってくると考えられる。 

 上述の背景を踏まえ、平成 28 年度の山田ゼミでは「観光による農村部の活性化」をテー

マに掲げた。特に、グリーン・ツーリズムへの取り組みが人口減少、高齢化の進む農業にど

のように有効な打開策になりうるかに着目し、なかでも農家民泊に焦点を当てて調査するこ

とにした。その際に栃木県内の事例として、100 軒を超える農家が農家民泊に関わっている

大田原市を取り上げることにし、農家民泊を運営している大田原ツーリズムの協力のもと民

泊体験に参加、農家や農業体験に参加した中学生へのアンケートを実施した。 

 本報告では、多くの農家が農家民泊に参加している大田原市・那珂川町における農家民泊

の状況を明らかにし、その特徴を考察しながら、地域活性化に果たす役割を検討する。なお、

現地調査は 2回行った。最初は、9月 12日から 14日にかけて実施された横浜市Ａ中学校の

自然教室に同行（山田のみ）しながら、農家民泊の様子を観察し、中学生と受入農家に対し

てアンケート調査を実施した。2回目は、10月 24日・25日の 2日間で山田とゼミ生 7名が

2 軒の農家に宿泊し、農家民泊を体験しながら、実施主体の大田原ツーリズムと受入農家へ

インタビュー調査を実施した。 

 

2. 大田原市・那珂川町における農家民泊の取り組み 

2.1 農家民泊の経緯 

 大田原市と那珂川町では現在 100軒以上の農家が農家民泊に参加し、主に首都圏の中学校

の修学旅行や自然教室（宿泊を伴う移動学習）や訪日外国人旅行者の団体を受け入れている。

大田原市・那珂川町においてこのようの農家民泊が増加したきっかけは、2012年に大田原市

が出資して設立された「大田原ツーリズム」がグリーン・ツーリズム事業の一環として、農

家民泊に取り組み始めたことである。「大田原ツーリズム」では、周囲の自然環境を活用した
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様々な体験プログラムがあり、農家民泊はその中の一つである。 

 

2.2 農家民泊の内容 

 ここでは、農家民泊の例として、2016 年 9 月に実施された首都圏の A 中学校（生徒数約

130名）による 2泊 3日での農家民泊の様子を紹介する。 

 1 日目は、昼過ぎに大田原市内に到着し、全員で田んぼでの稲刈り体験を行った。稲刈り

では農業器具は使わず、すべて手作業で行われており地元農家と生徒が協力して稲刈りを行

った。稲刈りが終わったのちに、市内の体育館で入村式が行われた。そこでは 3～4 人一グ

ループの生徒達と、それぞれ宿泊する大田原市と那珂川町の約 30軒の農家が初めて対面し、

全体であいさつを交わし、農家へ泊る際の心構えや注意事項等が説明されたのちに生徒は各

農家の家に向かう。その後から 2 日目、3 日目の午前中までの間は、生徒はすべて農家に任

せ、各農家の状況に合わせ、農作業やその他農家での生活を体験する。この間、他の農家に

宿泊する生徒同士が会うことは基本的にはなく、中学校の教員は全農家に農家民泊の様子を

確認に回る程度で、農家民泊に関与しない。3 日目は昼前に入村式を行った体育館に集合す

る。退村式を行ったのち、農家民泊は終了となり大田原を出発し帰路につく。退村式では別

れを惜しむ生徒・農家が多くお土産に野菜や米などをもらっているなど短い時間のなかで生

徒と農家の間に深い関係が結ばれているように感じられる。1 日目の夕方から 3 日目の昼ま

での約 2日間、教員やその他スタッフが農家や生徒に関与しないことが、他の学校行事とは

異なる点で、しかもそのほうが、生徒の充実度、満足度、さらには教育効果が高いというこ

とが感想として挙がった。 

 

2.3 農家民泊に参加する農家の特徴 

 今回、A 中学校の農家民泊を受け入れた 33 軒の農家にアンケート調査を実施し、25 軒か

ら回答があった。以下ではその結果をもとに、農家民泊に参加する農家の特徴を明らかにし、

農家民泊が地域活性化に果たす役割を考察する。受け入れ農家の世帯構成をみると 2世代と

3世代で暮らす比率が半分を占める。また、農業経営規模をみると、1ha以下が約 1/3、1ha

～2haが 1/3、2ha以上が 1/3であった。農家民泊で宿泊者を受け入れる際に、宿泊者の世話

をする人的資源が必要になるため、ある程度世帯人数が多く、農業経営規模がそれほど大き

くない農家が農家民泊に参加するケースが多いと言える。 

 農家民泊に参加する農家の意識（図 1 および図 2）をまとめると、農家民泊に参加したき

っかけについては「もともと農家民泊に興味があった」「生徒や外国人との交流への関心があ

表1　農業体験・農家民泊体験数の推移

交流人数 宿泊人数 ツアー数
受入
農家数

平成24（2012）年 189 13 7

平成25（2013）年 806 305 58

平成26（2014）年 3923 2236

平成27（2015）年 約6500 106

大田原ツーリズム資料より作成

＊空欄は未定。交流人数、宿泊人数には視察や実踏を含む
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った」＋「大田原ツーリズムの理念に賛同した」のである。農家民泊や交流に関心が高い農

家が、大田原ツーリズムの呼びかけに賛同して参加したケースが多い。また、農家民泊をは

じめて良かった点としては、経済的効果よりも、「他の農家と知り合いになった」、「元気にな

った」「地域に関心を持つようになった」といった社会的効果を指摘する声が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 農家民泊を体験した中学生の意識 

 ここでは、横浜市 A中学校の生徒 132名へ実施したアンケート調査結果をもとに、農家民

泊を体験した中学生の意識を明らかにし、その特徴を考察していく。 

 農業体験の経験は 55名が今回が初めてと回答している。これは全体の約 4割にあたる（図

3）。また、農家との交流、食事、宿泊、農業体験の４つについての満足度では、全体的にす

べての項目で 9割前後が良かったという評価をしている（図 4）。特に農家での食事の評価が

高く、大都市と農村での食の環境が影響していると考えられる。 
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 体験前に不安に感じていた学生は全体の３割を占めていたが、体験後は１割にまで減った。

農村とかかわりのない小・中学生には農作業は新鮮味があり、さらに都市化が進む現在では、

今後このような学外活動での利用が増えると感じた。また、農業や農村での生活といったこ

とに関心を持った学生が多いことから、将来的には都市住民による農村への移住や若い人の

農業への参入につながると考えられる。 

 

 

3. まとめ 

 前章までに明らかにしてきたことに加え、農業を取り巻く環境を考慮すると、農家民泊へ

の注目は今後さらに増すと予想される。農村・農家の立場からは、農業の衰退が続く中で、

一層、観光を生かした活性化対策が重要になる。一方で都市住民の立場からは農業生産空間

以外の農村への価値が広く認識され、保養や休養、レジャーの対象として、農村へのまなざ

しが増加すると思われる。また、農泊による農家との交流や農作業を通して食の安全、食育

にも役立つ効果も期待される。現在の農業体験や農家民泊のメイン客層は学校教育での利用

であるは、今後は訪日外国人旅行者（インバウンド客）の増加も予想される。 

 しかし、大田原市・那珂川町での事例を振り返ると、農家民泊の取り組みが成功するため

には、農業がしっかり行われているうえで、経済効果は副収入という意識で、それよりも宿

泊客との交流を重要視しているという視点が重要であるとわかった。「地域活性化」は経済面

に注目が集まるが、農家民泊で様々な人が繋がることで活性化するという視点も重要であろ

う。 
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南相馬市における東日本大震災・原子力災害からの復興状況調査 

Field Research of Revitalization in Minami-Sohma, Fukushima Prefecture  

 

山川 充夫*1 

Mitsuo Yamakawa*1 

*1経済学部地域経済学科 

*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 

1. 調査目的と日程及びその修正 

 2016 年度の授業科目「フィールドワーク」（3 年生 2 名）では、福島県南相馬市における東日

本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故による避難者や被災地における復旧・復興への取

り組み状況にかかわる現地調査を通じて、地域の調査・研究する能力を獲得しするとともに、地

域研究にかかわる倫理観を醸成することを目標に掲げ、①現地調査を行い被災地の実態認識を深

め、②調査研究レポートとしてまとめること、③帰還・復旧・復興に対して学生としてどのよう

に貢献できるかを考えることを授業目的として掲げた。 

このフィールドワークでは当初、8 月 30 日から 9 月 1 日までの 2 泊 3 日の予定で地域調査計

画を立てたが、台風 10 号が南相馬市を直撃するとの気象予報が出され、ヒヤリング先関係機関の

職員が台風被害対応にあたらざるを得なくなったことから、危機管理の観点から現地調査を断念

し、調査に係る日程等の再調整を図ることとした。再調整の結果、南相馬市への地域調査を 9 月

17 日の日帰りに短縮して実施するとともに（記１）、不足分の代替として 9 月 19 日に帝京大学板

橋キャンパスで開催された日本学術会議主催シンポジウム「原発事故被災長期避難住民の暮らし

をどう再建するか」に参加することとした（記２）。 

 

記（１） 南相馬市ヒヤリング調査日程等（抜粋） 

➢ 9 月 17 日 9：00JR 福島駅西口トヨタレンタリース（イトーヨーカード隣り）に集合 

➢ 9：00 福島駅西口➡川俣町にある飯舘村仮設小学校を車からみる➡飯舘村での除染物質

集積所や飯舘村役場周辺を車から見る➡南相馬市原ノ町駅➡国道 6 号線を南下して浪江

町・双葉町の帰還困難区域の状況や中間貯蔵施設を車からみる➡時間を見計らい U ター

ンして南相馬市小高区の海岸部の津波被災地の復興状況を車からみる） 

➢ 13：00 避難指示区域解除と小高区民の帰還、そして生活問題等について説明を受ける 

 特定非営利活動法人「つながっぺ南相馬」理事長 今野由喜氏 

 E-mail : konno@white.plala.or.jp URL： http://www14.plala.or.jp/yamaki_farm/ 

 電話：0244-26-4760      〒979-2104 南相馬市小高区塚原字諏訪原 67-3 

➢ 15：00～ 災害公営住宅大町東団地にてコミュニティづくりに関する説明を受ける。 

 大町東団地管理者／入居者 スギウラ ヨネコ 氏 電話 090-7528‐4790 

➢ 16：00～商店会理事長からの商店街コミュニティスペース「しらゆり」にてヒヤリング 

 栄町商店街振興組合理事長 片山 高明 氏 

 電話：0244‐24‐1266    メール：info@katayama-chaho.com 

➢ 17：00～ 栄町商店街出発➡飯舘村➡川俣町➡福島駅西口（19 時頃到着予定・解散） 
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記（２） 日本学術会議公開シンポジウム（抜粋） 

➢ 日時等：2016年 9月 19日（月）13時～16時 帝京大学板橋キャンパ本部棟 臨床大講

堂 

➢ 主催等：日本学術会議及び帝京大学（大学創設 50周年記念事業） 

➢ テーマ等：原発事故被災長期避難住民の暮らしをどう再建するか 

➢ シンポジウム報告タイトル： 

➢ 原子力災害被災地の復興計画と帰還問題 

➢ 原発事故後における福島県相双地区住民の健康について 

➢ 帰還と移住の中の原発事故被災者コミュニティ 

➢ 原発災害避難住民の「二重の地位」の保障--「生活の本拠」選択権と帰還権を保障す

る法制度の提案-- 

 

2. フィールドワーク参加学生の感想（抜粋） 

2.1 「つながっぺ南相馬」と「災害公営住宅」のヒヤリング調査から 

今回の調査で私が感じたことは、避難を開始してから落ち着くまでに時間がかかったといこと

だ。避難所を転々と移動したり、仮設住宅に気温の問題や、生活騒音の問題が出てきたりと負担

がかかっていた。ようやく落ち着いても、周りの住民とのトラブルも発生していた。しかし、公

営住宅に入居をすれば移動をする必要が無くなるというメリットがある。本やニュースで知るこ

とができる情報よりも詳しいことを知ることができたのは良い経験となった（Y.O）。 

 

2.2 栄町商店街振興組合でのヒヤリング調査から 

今回のヒヤリングを通して、商業及び商店街が地域の中で果たす役割の大きさを実感した。現

在、地方では多くの商店街が衰退しており、郊外型の商業施設に顧客が流れ、存在感は低下して

いる。さらに栄町商店街では震災という重荷が加わり、商圏人口は大きく低下し、避難をしたま

ま戻ってきていない店舗も多い。それでも栄町商店街は振興組合を中心に商店街が本来持ちあわ

せる商業機能とコミュニティ機能を最大限に発揮し、地域の復興のために奮闘している。震災と

いう危機に直面したときに発揮する地域の力は底知れぬものがあると感銘を受けた（S.K.）。 

 

2.3 日本学術会議シンポジウムの聴講から 

今回のシンポジウム全体を通しての感想は震災の影響は生活の細かい部分ですら、まだまだ解

決できずにいて、時間の経過とともに新しい問題が増えてきているということがわかった。この

細かい部分の課題をどう解決していくことが、これから求められることだと私は考えている

（Y.O）。 

 原子力災害を巡る問題は多岐に渡り、複雑化している。それぞれの置かれている状況によっ

て必要とする対応も違ってくるうえに、国や自治体は未経験の事態に対応が追いついていない。

それでも被災者と真摯に向き合い、一人ひとりの声をくみ取りながら、生活再建に向けた議論を

加速させることが最も欠かせない大事なことだと考えた（S.K.） 
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 富山グランドプラザと富岩運河環水公園の調査 

Field Research in Toyama Grand Plaza and Fugan Canal Kansui Park 

 

松尾 浩一郎*1，松尾ゼミナール*1 

Koichiro Matsuo*1, Matsuo Seminar*1 

*1経済学部地域経済学科 
*1 Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 

概要 

地域経済学科共通経費の補助を利用して、演習 I、II を履修する本学科の 2 年生 16 名とともに、富山県富

山市において視察とフィールド調査を行った。その概要と成果などについて報告する。 

 

1. 調査の背景と概要 

2016年度の演習 I、II（松尾担当）は「都市の公共空間」をテーマとした。前期は文献のサーベイを

通じて、諸事例、歴史、理論を学んだ。とくに、賑わいのあるオープンスペースに着目し、いかなる条

件が賑わいを促進するか、オープンスペースが都市生活の質をどのように高めるのかを学んだ。 

その中で学生たちの関心をとくに集めたのが、富山県富山市であった。富山には興味深い公共

空間、都市型オープンスペースが存在している。ひとつはグランドプラザである。グランドプラザとは、

中心市街地の核をなす総曲輪商店街に所在するユニークな野外広場である。衰退傾向にある総曲

輪に賑わいを取り戻すべく 2007年オープンし、「稼働率 100%」（山下 2013）の成功を得ているという。

もうひとつは富岩運河環水公園である。役割を終え放棄されていた運河をリノベーションして造られ

たこの公園は、周到な設計が奏功し、市民の憩いの場となっているという（仙田 2016）。 

こうして、2016 年 9 月 9 日と 10 日の両日、富山市内において学外授業を実施した。グランドプラ

ザと環水公園での実地調査を中心に、さまざまな場所の見学や、ディベート等のゼミなども行った。 

 

2. 成果 

環水公園は非常に居心地が良く、人を惹きつけることのできる公園であった。我々の調査では、な

ぜそうした公園たりえているのかを、写真撮影などの観察調査によって明らかにすることを目指した。

調査もその分析も小グループごとに行われたため結論は一様ではないが、人が集まりやすい空間が

あること、来訪者を滞留させるための工夫・設備が豊かなことなどに、学生たちの目は注がれた。 

グランドプラザにおいては、全員で分担して、来訪者の数と活動内容の調査を行った。グランドプ

ラザ内のどこに、どのような人が、何人やってきたか。何をしているか。滞留者はどのような人か。広

場の使われ方の実態を定量的に明らかにした。 

こうして得たデータは後期の授業の中で整理・分析された。また、宇都宮との比較研究にも用いら

れた。参加学生にとっては、実証研究のトレーンングとして有意義な経験となったものと思われる。 

 

参考文献 

[1] 山下裕子、2013、『にぎわいの場富山グランドプラザ』学芸出版社。 

[2] 仙田満、2016、『人が集まる建築』講談社。 
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地方自治行政関連演習Ⅰ・Ⅱ参加者による国会見学 

（Visit to the Diet by the participants of Seminar on the local government policy Ⅰ・Ⅱ） 

 

夜久 仁*1，夜久ゼミナール*1 

Hitoshi Yaku*1, Yaku Seminar*1 

*1経済学部地域経済学科 
*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 

 

1. 地方自治行政関連演習と国会見学 

当方担当の地方自治行政関連演習においては、毎年度、学科共通経費によるフィールドワークの一

環として、ゼミ生による国会見学を実施している。以下、平成２７年８月に行った国会見学の概要を報告

する。 

なお、平成２８年度の国会見学は、来る平成２９年２月１０日（金）に行う予定である（※）。これは、国会

の活動は原則として開会中に行われるので、国会開会の時期を選んで見学を実施しているからである。 

※本稿執筆は平成２９年１月２５日（水）。平成２８年度の国会見学の内容等もいずれ機会を見てご報

告したい。 

 

2. 平成２７年度の国会見学 

平成２７年度の国会見学は、平成２７年８月２７日（木）に行った。 

当日は、午前９時に JR 宇都宮駅に集合して、新幹線にて東京駅に向かった。参加者は、３年生のゼ

ミ生６人と当方の計７人。車中にて、当日の見学の主要な点は、国会のうち衆議院において、①委員会

の傍聴、②本会議の傍聴、③施設見学等となることなどを説明した。 

午前１０時３０分過ぎに衆議院議員面会所に到着し、衛視さんの案内で見学を開始した。 

2.1 委員会傍聴 

午前１１時から１１時４０分過ぎまで、総務委員会を傍聴した（第１５委員室）。 

現行憲法下における議会運営は、委員会中心主義が採用されており、衆参両議院においては、そ

れぞれ１７の常任委員会が設置されている。 

今回傍聴した総務委員会の所管は、「総務省の所管に関する事項、地方公共団体に関する事項、

人事院の所管に関する事項」（衆議院規則第９２条第２号）という大変幅広い事項にわたっている。 

当日の審議事項は、法案審議以外のいわゆる一般質疑であったが、その内容も「行政の基本的制度

及び運営並びに恩給、地方自治及び地方税財政、情報通信及び電波、郵政事業並びに消防に関す

る件」という幅広い内容が掲げられていた。 

実際にも当方たちが傍聴していたときには、沖縄普天間基地代替施設問題、マイナンバー交付問題、

フィンテックに関する事項、動物愛護行政に関する問題などに関して、高市総務大臣をはじめ政府参考

人に対して質疑が行われていた。 

午前１１時４０分過ぎに第１５委員室を後にして、議員食堂において昼食をとった。普段の議員食堂は、

昼食時は参観者や議員等で大変混雑しているが、当日は８月下旬という時期でもあり、やや空いていた

ので、支障なく全員で食事ができた。 
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2.2 本会議傍聴 

次に午後１時から１時１０分まで、衆議院本会議を傍聴した。 

本会議開会前の午後１２時３０分から本会議の傍聴手続を始めた。本会議の警備体制は委員会に比

べて格段に厳重で、手荷物は総てロッカーにしまい、傍聴者一人ずつ氏名を記載した上で傍聴券を受

け取り、本会議場上部の傍聴席に入った。 

当日の本会議は、午後１時に開会した。当日の議題は、①矯正医官の兼業及び勤務時間の特例等

に関する法律案と②航空法の一部を改正する法律案という比較的軽微な法律案２本のみだったので、

いずれも異議なし採決により全会一致で可決され、午後１時１０分に散会した。 

本会議は、国会の意思決定の場なので、開会中しか開会されず、かつ、議題がないと開会されない。

平成２７年の通常国会は、平成２７年１月２６日に召集されたが、周知のようにいわゆる集団的自衛権の

限定的行使容認等を内容とする「我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊

法等の一部を改正する法律案」の審議を巡って会期が大幅に延長されていたため、８月下旬段階にお

いても開会中となっていた。また、８月中に議題があって衆議院本会議が開会されたのは、８月７日と２７

日の２回のみであったため、今回の見学の際に本会議を傍聴することができたのは幸運であったと思

う。 

2.3 施設見学等 

本会議傍聴後、衛視さんの案内で、衆議院内を見学した。近年は、院内警察においても女性の進出

が目覚ましく、今回も女性衛視さんに案内していただいた。 

国会は、衆議院と参議院の両議院で構成されているため、見学コースもそれぞれの議院のみとなる

が、中央広間や御休所は衆参の共管なので、どちら側からでも見学コースに入っている。中央広間ホ

ールの四隅には、北西に伊藤博文、南西に大隈重信、南東に板垣退助の３人の銅像が立っている。な

お、周知のように、北東の隅は空座となっている。地方自治行政関連演習においては、「山縣有朋の挫

折―誰がための地方自治改革」という本をテキストにして、明治以来の我が国の地方自治制度の沿革

を学んでいたが、国会の中央広間にある銅像が上記の３人であることの意味なども理解できたのではな

いかと思われる。 

そのほか、議院運営委員会が開会される議長応接室、与野党国対委員長会談などが行われる委員

長室、予算委員会などが開会される第１委員会室などを比較的ゆっくりと見学して午後４時頃に国会見

学を終了した。 

2.4 まとめ 

国会見学においては、参加者に議会政治の実際を垣間見てもらうことを主眼としているが、この目標

は概ね達成することができたように思われる。 
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ゼミ活動としての「とちぎ未来留学」への参加とその成果 

Participation in the “TOCHIGI MIRAI-RYŪGAKU” as Seminar Activity and its Effects 

 

乗川 聡*1，乗川ゼミナール*1 

Norikawa Satoshi*1, Norikawa Seminar*1 

*1経済学部地域経済学科 
*1Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 

 

1. 「とちぎ未来留学」について 

筆者が担当するゼミでは、フィールドワークの一環として、とちぎ学生未来創造会議が主催する「とち

ぎ未来留学」に参加した。 

とちぎ学生未来創造会議（以下「未来会議」）は、栃木県内の学生に、社会の課題を自ら発見する力、

その課題を主体的に解決できる力を身につけてもらうことを目的に、栃木県内の大学教職員、社会福祉

協議会、NPO などのボランティア活動を促進する団体の関係者等により 2007 年に設立された組織で、

事務局は、宇都宮に本拠を置き、社会事業を行う若者の人材育成事業やソーシャルプロジェクト支援事

業などを行う NPO法人、とちぎユースサポーターズネットワーク内に置かれている。 

「とちぎ未来留学」は、「未来会議」が2015年度より開始した大学生向けプログラムで、地域づくり活動

には関心がある学生に「最初の一歩」を提供することを目的とし、①フィールドワークやボランティアに対

する心構えを身につけるためのオリエンテーションに参加し、②複数の現場フィールドワーク（2016 年度

は5か所）から1つ以上を選択して体験し、③最後にフィールドワークから得た知見を基にアクションプラ

ン報告会を実施する、という 3段階のプロセスを約 1か月かけて体験させるプログラムである。 

筆者は「未来会議」に 2014年度より運営委員として参加し、このプログラムの立案にも関与した縁から、

地域経済学科で担当している 1・2 年次ゼミ（ライフデザイン演習 II、演習 II）の学生 27 名を同プログラ

ムに参加させることとした。なお、同プログラムは大学生であれば誰でも参加可能であるが、今回は帝京

大学以外の学生からの参加申し込みはなかった。 

 

2. 2016年度「とちぎ未来留学」の概要 

2016年度「とちぎ未来留学」の概要は以下の通りである。 

 

2.1 オリエンテーション 

日時：2016年 9月 24日（土）10:00～16:00 

場所：NPOボランティアセンターぽ・ぽ・ら（宇都宮市） 

内容：①受入団体によるプレゼンテーションと受入先の決定、②講義「地球の歩き方」 担当：松尾浩

一郎氏（帝京大学地域経済学科）、③講義・ワークショップ「聴く力、コミュニケーションスキル」 担

当：濱野将行氏（世代間交流プロジェクトチームつむぎ） 

 

2.2 現場フィールドワーク 

＊以下の 5つの受入団体から 1つ以上を選択し、参加。 

①外遊び連れ出し支援「週末自然体験」（日光市） 
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受入団体：認定 NPO法人だいじょうぶ  実施日：2016年 9月 25日（日） 

活動内容：家庭の事情により週末に出かけられない子供たちと自然の中で遊び、信頼関係を深

めることで子供たちが大人を信頼するベースを築く。 

②竹林で人と緑をつなぐボランティア（益子町） 

受入団体：NPO法人トチギ環境未来基地  実施日：2016年 10月 8日（土） 

活動内容：高齢化地域の竹林を地元の人々と協力しながら整備することを通じ、過疎化と林業の

現状を理解する。 

③伝統工芸品“烏山和紙”の魅力発信プロジェクト（那須烏山市） 

受入団体：クロスアクション  実施日：2016年 10月 15日（土） 

活動内容：栃木県の代表的な伝統工芸品である烏山和紙の現状と課題を学び、その魅力発信と

販路づくりについて考える。 

④地域×若者交流会 ハロウィンパーティー（大田原市） 

受入団体：世代間交流プロジェクトつむぎ  実施日：2016年 10月 9日（日） 

活動内容：高齢者施設を訪問し、世代間交流を行うことで高齢化問題や地域問題に対する関心

を深める。 

⑤遊休スペースやロケーションを活用しよう！（栃木市） 

受入団体：マチナカプロジェクト  実施日：2016年 10月 2日（日） 

活動内容：住民の高齢化で維持管理が困難になった家屋を活用し、若者の実践の場や地域交

流の場を作るアイデアを考える。 

 

2.3 アクションプラン報告会 

日時：2016年 10月 30日（日）10:00～17:00 

場所：栃木県青年会館コンセーレ（宇都宮市） 

内容：①アクションプランの作成、②各グループのアクションプラン発表、③受入団体によるフィード

バック 

 

3. 参加学生によるアクションプラン 

前節で示した概要に従い、9月末に事前オリエンテーションを受講し、10月中の週末を利用して各自

選択したフィールドワーク先での活動を終えた参加学生たちは、10 月末のアクションプラン報告会にお

いて、午前中にフィールドワーク先での活動を通じて感じたことを話し合い、問題点を明らかにしたうえ

で、受入団体に提案する「アクションプラン」を作成し、午後にプレゼンテーションを実施した。 

各グループのアクションプランの概要は以下の通りである。 

 

①外遊び連れ出し支援「週末自然体験」（日光市） 参加者 5名（2年生 2名、1 年生 3 名） 

様々な家庭の事情を抱えた子供たちと自然の中で遊ぶ体験をしてきた学生たちは、その活動の意義

の大きさを感じながらも、主催団体の人手不足、資金不足、認知度不足を感じ、さらに、活動場所が日

光市に限定されているため宇都宮市など県の中心部からのアクセスが困難であることを問題視し、アク

ションプランとして、①募金活動やスポンサー集めなどによる資金調達への協力、②ビラ配りや SNS の

利用、大学での宣伝、そして学生による「口コミ」での広報・人材集めへの協力、を提案した。 
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②竹林で人と緑をつなぐボランティア（益子町） 参加者 4名（2年生 3名、1 年生 1 名） 

竹林で竹を切ることで森林保全の活動の一端を体験した学生たちは、竹を切ること自体がストレス発

散になる楽しい経験であり、「ボランティア活動」が決して堅苦しいものではないことを理解する一方で、

森づくりに従事する人材が減少し、高齢化と若者不足が深刻化している実態を痛感したことから、アクシ

ョンプランとして、大学生が森づくりに参加しやすくなるようなイベントである「竹切りコンパ」の開催を提

案した。このプランの特徴は、SNS 等での宣伝を見てコンパに参加した大学生が竹を切るだけでなく、

それを加工して後日販売し、その利益を分配するところにある。 

 

③伝統工芸品“烏山和紙”の魅力発信プロジェクト（那須烏山市） 参加者 5 名（2 年生 2 名、1

年生 3名） 

このフィールドワークに参加した学生たちは、那須烏山駅で Suica が使用できないこと、駅周辺の閑

散とした様子、道行く人の少なさ、住宅街だと思って歩いていた通りがかつては商店街であった事実を

受入団体のスタッフから説明されて驚いたことなどを、写真を交えて説明した。その後、訪問した和紙工

場の社長の説明により、烏山和紙が、文書の記録用紙としてよりも建材として利用されてきたという、他

の産地の和紙にない特徴を持つゆえに、産業としての存続が困難な現状を理解した。そこで、打開策と

して、「ワシ和紙好き漉きプロジェクト」 と称し、特に子供や学生が烏山和紙に関心を持ち、後継者を目

指す者が現れることを期待して、同地の最大の観光資源である「山あげ祭」に合わせた和紙漉き体験教

室の開催、烏山和紙の建材としての特質を生かした商品開発、駅や商店のインテリアへの和紙の積極

的な利用などをアクションプランとして提案した。 

 

④地域×若者交流会 ハロウィンパーティー（大田原市） 参加者 3 名（2年生 3 名） 

高齢者施設での世代間交流を目的としたこのフィールドワークは、当日の悪天候により高齢者の参加

者が少なかったことから、参加した学生たちは、まずは高齢者の行動が天候に左右されることを強く認

識した。そのうえで、高齢者施設を若者が訪問し、世代間交流を重ねることで多様な価値観に触れるこ

との重要性を理解した学生たちは、アクションプランとして、高齢者と若者が一緒に料理を作り、様々な

テーマについて語り合うイベントの実施と、その実現のために必要な諸団体間の協力体制の構築（資金、

運営、食材調達、etc.）を提案した。 

 

⑤遊休スペースやロケーションを活用しよう！（栃木市） 参加者 10 名（2年生 6名、1年生 4

名） 

「蔵の街」として知られる栃木市を訪れた学生たちは、受入団体スタッフの案内によって同地の魅力

が古いものと新しいものの融合にあることを理解する一方、古民家の清掃活動を体験することで、多くの

古民家が空き家となり、その維持管理が大きな課題となっている現状も理解した。そこで、参加者 10 名

からなるこのグループは、2 つのグループに分かれ、古民家の再利用を主な活動の一つとしている受入

団体に対するアクションプランをそれぞれ提案した。第 1グループは、空き家となっている古民家の様々

な利用方法（「隠れ家」的な飲食店、観光客用の休憩スペース、学生の交流スペース、etc.）を提案した

うえで、その実現には資金以上にマンパワーが必要であると訴え、そこに大学生が参加する異議がある

ことを主張した。第 2 グループは、「クリスマスプラン」と題し、古民家をカフェとして利用し、近隣の商店

がメニューやインテリアの作成を担当するが、そこに大学生が集客やアイデア集め、顧客ニーズの把握

などの面で協力するというプランを提案した。 
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4. 「とちぎ未来留学」の成果 

最後に、プログラム終了後に実施したアンケートの内容1から、ゼミ活動の一環として参加した「とちぎ

未来留学」が学生たちにもたらした成果として、以下の 3点を指摘しておきたい。 

第 1の成果は、本プログラムへの参加が大部分の学生にとって初めての「地域活動」経験となったこと

である。アンケートの回答には、これまでボランティアは辛く大変なものだと思っていたが、実際に経験し

たら楽しかった、という意見が多く見られた。地域経済学科の学生といえども、自発的に地域の社会活

動に参加している者は少ないので、授業の一環として地域活動の「第一歩」を提供することは大きな意

義が認められるだろう。 

第2の成果は、本プログラムにより学生のコミュニケーション能力・プレゼンテーション能力の向上が見

られたことである。上述した学生たちのアクションプランは、報告会当日午前中の短い時間で学生たち

が作成したものである。アンケートの回答からは、短時間で意見をまとめ、資料を作成し、プレゼンテー

ションまでたどり着けたことが彼らにとって大きな自信になっていることが伺われた。 

第 3の成果は、本プログラムが学内外の様々な人々との交流の機会となったことである。まず、本プロ

グラムへの参加が、私が担当している 1・2 年生のゼミにとって初めての「共同作業」となり、それが互い

の学生にとって大きな刺激になったことがアンケートから読み取れた。さらに、数多くの NPO 関係者や

彼らに協力している地域の人々――特に 20～30 代、すなわち学生たちよりも少し年上の人々――から

話を聞くことで、学生たちが大学の授業とは異なる視点から地域の問題を考える機会と持つことになっ

たようである。アンケートの中には、ボランティアにも様々な種類があること、栃木県内に様々な NPO が

存在すること、そしてそれぞれの団体に個性があることが分かったという回答が見られた。 

そして、今回は帝京大学のみの参加だったために実現しなかったが、第 4 の成果として期待されるこ

とは、他大学学生との交流である。2015 年度に実施した「とちぎ未来留学」には、本学学生の他、宇都

宮大学、国際医療福祉大学からも学生が参加したが、彼らは社会福祉の観点から地域問題を研究する

学生だったため、経済学部の本学学生たちとの議論は互いにとって大きな刺激となり、報告会では個性

的なアクションプランが多数提案された。このような光景が来年度以降の「とちぎ未来留学」で再び見ら

れることを期待したい。 
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帝京大学と JR宇都宮駅を結ぶバス交通の利便性向上に関する実践報告 

A Practice Report on Improvement of Bus Services between Teikyo University Utsunomiya 

Campus and JR Utsunomiya Station 

 

溝口 佳宏*1，橋本 賢太*2，熊谷 翔*3，田中 航*3，佐藤 智英*2，福島 崇文*2，藤平 昌寿*4 

Yoshihiro Mizoguchi, Kenta Hashimoto, Sho Kumagai, Wataru Tanaka, Tomohide Sato,  

Munenori Fukushima, Masatoshi Fujihira 

*1経済学部地域経済学科，*2 関東自動車株式会社，*3帝京宇都宮まちづくり研究会， 
 *4地域活性化研究センター， 

*1 Department of Regional Economics, Faculty of Economics, Teikyo University 
*2 Kanto Transportation, Incorporated 

*3 Teikyo Utsunomiya Town Planning Research Group 

*4 Regional Acitivation Reserch Center, Teikyo University 

 

概要 

本稿では，「帝京宇都宮まちづくり研究会」が 2013 年度から取り組んできた，帝京大学線(JR 宇都宮駅と帝

京大学を結ぶバス路線)の利便性向上に向けた活動を振り返る．振り返る際のポイントは 3点である．第 1点は，

この活動が「帝京宇都宮まちづくり研究会」という学生団体のメンバーであった学生の発案によりスタートした点

である．第 2 点は，この活動に取り組む学生の積極性と粘り強さによって，数々の成果が生み出され，関東自

動車および宇都宮市との三者会談や，提言を受けた運行ダイヤの一部改正に結びついた点である．第 3点は，

この活動に取り組んできた学生が関東自動車に就職したことや，帝京大学側の窓口に地域活性化研究センタ

ーが加わったことによって，関東自動車と帝京大学宇都宮キャンパスが共同して活動に取り組む枠組みがより

強固になった点である． 

 

1. はじめに 

本稿は，「帝京宇都宮まちづくり研究会」が 2013 年度から取り組んできた，帝京大学線(JR 宇都宮駅

と帝京大学宇都宮キャンパスを結ぶバス路線)の利便性の改善に向けた活動についての実践報告であ

る．具体的な実践内容を記す前に，「帝京宇都宮まちづくり研究会」という学生団体が，どのような経緯

で設立されたのか記しておく必要があるだろう． 

「帝京宇都宮まちづくり研究会」は 2012 年 6 月に学生団体として設立された．当時の地域経済学科

は開設 2年目であり，所属学生は 1年生と 2年生しかいなかった．当然ながら，いわゆる専門分野の演

習は開設されていない状況であった．よって，「地域の再生・活性化」に資する人材の養成という学科の

目的に照らすと，学年進行中で無理もない側面があるものの，学科の提供しているカリキュラムを補完

する仕組みが必要であった．その仕組みの 1 つとして，当時の学科の若手教員(乗川聡，松尾浩一郎，

山田耕生，溝口佳宏)による共同発案という形で，「地域経済研究会(仮称)」という学生団体の設立を提

案した．幸いなことに，当時の学生(つまり，2015年 3月に卒業した第 1期生および 2016年 3月に卒業

した第 2 期生)の一部から参加協力を得ることができた．そして，参加の学生諸氏の提案により，団体名

を「帝京宇都宮まちづくり研究会」としたうえで，先に記したように 2012年 6月に学生団体として発足し，

活動をスタートさせた．溝口は，上記のような学生団体を設立する趣旨の説明などを行った経緯があっ
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たために，顧問に就任し現在に至っている．趣旨説明の際には，「参加しているメンバーの興味関心に

従って，プロジェクトを適宜設定して活動する．」，「活動の成果を積極的に，学内と学外の双方で発信

する．」という 2 点を強調した．特に，成果の発信については，学外での発信を意識して働きかけを行っ

た．これまでに，メンバーの学生は様々な案件に取り組んできた．顧問の溝口による無茶な要求と思わ

れても仕方がないような，学外での発表の要求に対しても，参加している学生は可能な範囲で対応して

くれた．その中で，本稿で取り上げる案件は，共著者の 1 人(橋本賢太)の発案により，2013 年度より開

始された宇都宮市の路線バスの利便性改善に向けた取り組みである． 

本稿の残りの構成は次の通りである．第 2節では，2015年度までの取り組み内容について記している．

第 3節では，今年度(2016年度)の取り組み内容について記している．第 4節は，まとめと今後の課題に

ついて記している． 

 

2. 2015年度までの取り組み内容 

本稿で取り上げる案件を着想した動機は，橋本[1]で記されているように，帝京大学線には遅延や混

雑，運行ダイヤの偏りといった利用者にとって不便な問題が山積していたからである．そして，共著者の

1人(橋本賢太)が，遅延や混雑，運行ダイヤの偏りから生じる不便さの詳細や原因を明らかにし，不便さ

を解消するための提言をする必要を感じたからである．また，これらの取り組みは，単に帝京大学線の

利便性向上，つまり帝京大学に通学している学生の利益にとどまる話ではないと位置づけられるからで

ある．つまり，宇都宮市の公共交通ネットワークの改善につながる話であり，移動のしやすさが住みやす

さの 1 つの要素になる点を踏まえると，まちづくりや中心商店街の活性化をはじめとした地域の再生・活

性化にもつながる話であると位置付けられるからである．とはいえ，関心は身近な部分にあったため，帝

京大学線の現状と問題点を明らかにし，調査の結果に基づく提案を出すことに，取り組みの焦点を絞っ

た． 

2013 年度の取り組みの成果は，橋本[1]で示した．橋本[1]では，いくつかのデータを紹介した．第 1

は，16時 21分から 17時 01分までに帝京大学を出発し，宇都宮駅に向かうバスの便について，どれだ

けの遅延が発生するかを，実際に乗車するのを通じて収集したデータである．平均遅延時分は 4.42 分，

最大遅延時分は 17 分であるのを紹介した．第 2 は，不適切なダイヤ設定についてであり，4 限終了の

16 時 30 分を待たずに帝京大学から宇都宮駅への直通便が 2 本も運行されており，この 2 本がいわゆ

る「空気輸送」になってしまっている点である．第 3 は，帝京大学宇都宮キャンパスに通学する学生に実

施したアンケート調査の結果である．ここで，帝京大学線を利用している学生が持っている不満の上位

3 つが，運賃・定期券が高い，本数が少ない，IC カード乗車券の未導入であることを示した．これらのデ

ータをもとに，路線の新設やダイヤの改正を提言した． 

2014年度の取り組みは大きく 2つあげられる．第 1の取り組みは，橋本[1]を契機として，宇都宮市市

政研究センターからオファーを受け，2014 年 6 月に，関東自動車・宇都宮市(市政研究センター，交通

政策課)・帝京宇都宮まちづくり研究会の三者による意見交換会を実施できたことである．この意見交換

会において，帝京宇都宮まちづくり研究会からは，橋本[1]で示したようなバスの遅延や不適切なダイヤ

設定は，図 1 で表される様な悪循環を生み出すことを主張した．そして，悪循環を断ち切り，好循環に

変えるうえでも，路線の新設やダイヤの改正を改めて提言した．関東自動車側からは多くの情報提供や

現状認識，意見や要望が示された．主な点の第 1 は，帝京大学線は朝夕のラッシュ時に双方向の輸送

が実現しているのに加え，運行本数も方面別で見ると全体で 4，5 番目に多いモデル路線であり，帝京

大学線の利便性向上に向けた取り組みは関東自動車として関心が高い事柄である点である．第 2 は，
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系統を増やすのは利用者の混乱を招くので，むやみには増やせない点である．第 3 は，渋滞対策はバ

ス会社だけでは不可能で，できる範囲で対策を模索しているが，道路状況に大きく左右される点である．

第 4 は，市民はバスを乗り換えることに対して抵抗感が非常に大きいので，乗り換えを受け入れてもらう

ようにするには，乗り換え拠点の魅力づくりが必要な点である．第 5 は，今後も大学からの情報を得たい

し，近隣住民の意見も得るためのアンケート調査も実施したいという点である．第 6は，帝京大学宇都宮

キャンパスに通学している学生に適用している定期券の割引は，バス利用者の増加に寄与していると関

東自動車は認識しており，いわゆるスクールバスは費用面を考慮すると非効率であるので，定期券の割

引制度を他の大学でも適用するのを検討したいという点である． 

 

 

(図 1) 遅延と適切ではないダイヤ設定によるバス路線の悪循環 

(出所) 橋本[2] 図表 1 

 

2014 年度における第 2 の取り組みは，橋本[1]や 2014 年 6 月に実施した意見交換会の結果を踏ま

えつつ補充の調査を行い，その成果を橋本[2]で示したことである．橋本[2]でも，帝京大学宇都宮キャ

ンパスに通学する学生に対するアンケート調査の結果を紹介した．主なデータの第 1 は，現在の運賃・

定期券が割高と感じている人に対して，妥当な金額を問うたものであるが，200 円というのが最も多い回

答というものである．第2は，本数が少ない時間帯を問うたものであり，JR宇都宮駅から帝京大学に向か

う系統については 10 時台，帝京大学から JR 宇都宮駅に向かう系統については 20 時台が最も多い回

答というものである．第 3 は，帝京大学からバスを利用して直通で向かいたい場所を，宇都宮市および

宇都宮市近郊という限定で問うたものであり，「ベルモール」が最も多い回答であったが，それに続いて

「東武宇都宮駅」，「インターパーク」という回答であった．これらの結果を踏まえ，橋本[1]と同様に，まず

は運賃の見直しや定期券の割引幅の拡大，ダイヤの見直しを提言した．一方で，これらの提言は，バス

会社側の負担が大きくなりがちな提言である．あくまでも大切なのは，公共交通(宇都宮市の場合は路

線バス)の利便性を高めることであり，それを地域の再生・活性化の 1 つの材料とすることである．その意
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味では，バス路線の利便性向上はバス会社のみで達成されるものではなく，路線バス利用者や潜在的

な利用者の協力も必要と考えられる．その点を踏まえ橋本[2]では，日頃は路線バス以外の移動手段を

用いている人々への働きかけに関する提言を行った．主な内容は，帝京大学宇都宮キャンパスの学生

用駐車場の有料化，「モーダルシフト」(公共交通の重要性やメリットを説明し，移動手段を自家用車か

ら公共交通へ転換するよう働きかける活動)への取り組みを宇都宮市と協力しながら実施することであ

る． 

2015 年度の取り組みも，2014 年度と同様に大きく 2 つ挙げられる．1 つは，2013 および 2014 年度と

同様に，帝京大学宇都宮キャンパスに通学している学生にアンケート調査を行い，その結果を橋本[3]

で示したことである．これまでと違う質問項目は，宇都宮市の路線バスについて，運賃・定期券，本数・

路線網，サービス・利便性，快適性，定時性，全体的な評価の 6 項目について 5 段階評価を求めた質

問である．このうち，運賃・定期券，快適性，全体的な評価については最高評価の 5 と評価した回答者

が存在せず，各項目の平均点はすべて 2点台であり，全体的な評価の平均点も 2.4点にとどまる結果を，

橋本[3]で紹介した．その上で，これまでに行ってきた提言に加えて，快適性の向上に関する先行事例

として，東京都の西東京バスが行っている電源バスの運行を紹介した．また，バス会社と沿線住民が協

力しながら，路線バス利用の促進に取り組んだ事例として，石川県金沢市で実施されていたバストリガ

ー方式(バス事業者と利用者が合意の上で，運賃の値下げや路線の新設，増便といった措置を一定期

間行い，事前に設定した採算ラインを一定期間のうちにクリアすれば，その措置を継続するという方式)

を紹介しつつ，宇都宮版のバストリガー方式の導入について提言を行った．さらには，IC カード導入時

の機能(定期券機能，ポイント付加機能，乗り継ぎ割引機能)についての提言も行った．もう 1つは，橋本

[3]の内容を踏まえつつ，2016 年 2 月に関東自動車・宇都宮市(市政研究センター，交通政策課)・帝京

宇都宮まちづくり研究会の三者による意見交換会を実施したことである． 

 

3. 今年度(2016年度)の取り組み 

第 2節で記してきた取り組みは，共著者の 1人(橋本賢太)が地域経済学科の学生であり，「帝京宇都

宮まちづくり研究会」の一員であった時期に行われたものである．共著者の 1人(橋本賢太)は 2016年 3

月に地域経済学科を卒業し，関東自動車に就職した．この動きにより，関東自動車と帝京大学宇都宮

キャンパスの結びつきをより強める素地が整った．帝京大学宇都宮キャンパス側の対応は，関東自動車

の要請を受けて事務組織も加わることになり，共著者の 1 人(藤平昌寿)が事務組織側の担当者になっ

た．これで，帝京大学宇都宮キャンパスに設置されている「地域活性化研究センター」も，本稿で取り上

げている案件に加わる形となった．「帝京宇都宮まちづくり研究会」では，共著者の 2 人(熊谷翔，田中

航)が引き継ぐことになった． 

今年度の成果として第 1 に挙げられるのは，一部時間帯についてダイヤ改正が実現したことである．

第 2 節で記したように，いわゆる「空気輸送」になっている便があり，ダイヤ改正が必要と橋本[1]で提言

していた．その提言だけが考慮された訳ではないが，16 時台と 18 時台でダイヤ改正が実施された．16

時台については，帝京大学から JR宇都宮駅に直通する便の 1本について，4限の授業終了後に余裕

をもって利用できるように，発車時刻が繰り下げられた．また，18 時台について，帝京大学から JR 宇都

宮駅に直通する便の発車順序を入れ替えた．この直通便は途中のバス停に停車しないため，帝京大

学宇都宮キャンパスに通学している学生に向けた便である．この直通便が十分に利用されないことは，

純粋な無駄であるのに加え，帝京大学から田原街道・宇商通りを経由して JR 宇都宮駅に向かう便の混

雑解消にまったく貢献しないという点でも無駄である．よって，授業終了後にバスを利用する人々が，ご
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く自然に直通便を利用するようにするための 1 つの方法として，発車順序の入れ替えが行われた．なお，

これらの施策が生み出している効果については，まだ検証を行っておらず，今後の課題の 1つである． 

今年度の成果として第 2に挙げられるのは，2014年度から行っている関東自動車と帝京大学宇都宮

キャンパスとの意見交換会が，より頻繁に行われるようになった点である．今年度は現時点までに，2016

年 6 月，7 月，8 月，10 月，2017 年 1 月と実施した．このうち，2016 年 7 月の意見交換会では，改めて

参加者それぞれの目的が確認された．関東自動車側の目的は 2 点あり，1 つは，路線バス利用者の声

を聴く機会，特に学生さんをはじめとする若い世代の利用者の声を聴く機会を持つことである．もう 1 つ

は，それらの声を運行路線の利便性向上に生かし，売り上げや利潤の増加につなげることである．帝京

大学宇都宮キャンパス側の目的は，この取り組みを大学の地域連携活動の 1 つとして生かすことであり，

必要に応じて教育活動の 1 つとして生かすことである．また，それぞれの意見交換会の際には，環境定

期券(土曜・日曜・祝日限定で，通勤定期券もしくは通学定期券を所持していれば，どの区間でも 1回現

金 100円で利用できる制度)の利用促進策，JR宇都宮駅と日光を結ぶ路線，JR宇都宮駅と大谷地区を

結ぶ路線，宇都宮市中心部を走行する循環バス(きぶな)の 3つに設定されている企画乗車券の利用促

進策，帝京大学宇都宮キャンパスに通学している学生に向けたバス利用促進策などについて，活発な

意見交換が行われている． 

「帝京宇都宮まちづくり研究会」での活動は，モビリティ・マネジメント(1 人 1 人の移動が，社会的にも

個人的にも望ましい方向に変化することを促す，コミュニケーションを中心とした交通政策)の観点を従

来よりも取り入れた活動となった．社会的にも個人的にも望ましい形の移動については，様々な考え方

や意見があると思われる．その中で，本稿で取り上げている活動においては，移動において公共交通

機関の利用が促進されている，というのが，社会的にも個人的にも望ましい形の移動と位置付けている．

そして，宇都宮市の公共交通の基幹は路線バスであるため，移動において路線バスの利用が促進され

ている，というのが，社会的にも個人的にも望ましい形の移動と位置付けている．路線バスの利用には，

通勤通学といった日常生活での利用と，観光やビジネスといった非日常の利用の 2 面がある．よって，

今年度の「帝京宇都宮まちづくり研究会」での活動においては，日常生活での利用と非日常の利用の

双方を視野に入れた活動を試みた． 

具体的な取り組みは以下の 2 点である．第 1 は，関東自動車が設定している企画乗車券のモニター

ツアーを 2016年 9月に実施したことである．第 2は，モビリティ・マネジメントを実行するには幅広い層の

人々への働きかけと対話が重要と考え，その手始めとして帝京大学宇都宮キャンパスの学内限定での

ワークショップを 2016年 11 月に実施したことである．このワークショップでは，趣旨説明に続いて，関東

自動車より帝京大学線の状況と利用促進に向けた取り組みについての説明があった．帝京大学線につ

いては，利用者数は増加傾向にあるものの，帝京大学宇都宮キャンパスの学生の定期券利用者数が

減少していることが紹介された．また，利用促進に向けた取り組みとして，路線図冊子の配布，運賃・経

路・時刻表検索システムの導入，バス停の上屋の整備などが紹介された．また，モビリティ・マネジメント

として，宇都宮市および鹿沼市の小学校で実際のバスを利用した「バス乗り方教室」を実施していること

が紹介された．「帝京宇都宮まちづくり研究会」からは，2016年9月に実施したモニターツアーの実施報

告を行ってもらった．この報告では，企画乗車券で対象となっている場所にある観光スポットを，移動の

バス代も含めて割安な値段で楽しむのができるのは魅力的という指摘があった一方，案内の地図が分

かりにくい，バス停によっては観光スポットまでの歩く距離が長い，バス停周辺の歩道が狭く危険な箇所

がある，といった指摘があった．また，バスの間隔が長いために，徒歩で移動してしまう場面もあったとの

指摘があった．これらの情報提供をもとに，ワークショップ参加者をいくつかのグループに分けて，宇都
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宮市の路線バスに関する自由討論を行ってもらった．結果として，遅延，運賃の支払い方，運転の仕方

や車両，本数，企画乗車券，といった多岐な方面について意見が寄せられた．主な意見を数点あげると，

第 1 点は，遅延情報や混雑の状況を随時パソコンやスマートフォンで確認できる仕組みが必要ではな

いかというものであった．第 2 点は，支払い方法の多様化を進める必要があり，その際には Suica や

PASMOといった電子マネーを利用可能にすべきというものであった．第 3点は，急ブレーキなど運転の

荒さについてであった．なお，これらの結果については，熊谷・田中[4]で発信した． 

 

 

(図 2) ワークショップの告知チラシ 

 

(写真１) ワークショップでの自由討論の様子 
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4. まとめと今後の課題 

第 2 節と第 3 節で，帝京大学宇都宮キャンパスと JR宇都宮駅を結ぶバス路線の利便性向上に関す

る 2013 年度以降の取り組みについて記してきた．本稿で取り上げている案件は，「帝京宇都宮まちづく

り研究会」のメンバーの1人によって発案された案件である．そして，発案したメンバーによるデータ収集，

収集したデータの解釈，データとその解釈に基づく提言，取り組みの積極的な発信といった一連の作

業が，関東自動車や宇都宮市との意見交換会の実現，関東自動車と帝京大学宇都宮キャンパスの結

びつきの強化という好循環につながった． 

もちろん，第2節で記したように，本稿で取り上げている案件は単に，帝京大学宇都宮キャンパスと JR

宇都宮駅を結ぶバス路線だけの問題ではなく，宇都宮市の公共交通やまちづくりにもつながる問題で

ある．また，いわゆる「帝京大学線」に対象を絞ったとしても，問題がすべて解決したわけではない．よっ

て，継続した取り組みが今後も必要である．その点を踏まえて本節では，今後の課題について記してゆ

きたい． 

第 1は，路線バスの利用促進に向けた広報活動について，工夫と試行錯誤を重ねる必要がある点で

ある．第 3 節で企画乗車券や環境定期券について記したが，これらの制度や存在を知らない人々が多

いことを，第 3節で記したような今年度の取り組みで改めて認識した．第 3節で記したような「モビリティ・

マネジメント」は，まだ端緒についたばかりである．公共交通を利用することや維持することのメリットや重

要性を，(潜在的な部分も含めて)利用者の方々に，押し付けにならない形で説明や情報提供を行うの

は重要である． 

第2は，データ分析を重視し，その分析結果に基づいた対策を立て，立案した対策を実行に移し，必

要に応じて修正しながら継続するといった取り組みが必要な点である．第 2節で記したように，少なくとも

帝京大学線については割高感を持っている利用者が多いのは確かめられている．また，どの程度の運

賃が望ましいと感じているかも確かめられている．また，運賃以外の不満点についても確かめられている．

これらの結果を踏まえた対策を立て，実行に移す必要があるだろう．その際は，考える材料の 1つとして

理論的な分析から得られる示唆を活用するのも必要だろう．また，金沢市のバストリガー方式のような，

必ずしも成功とはいえない事例も，改めて検討する必要もあろう． 

第 3 は，外国人旅行者や外国人定住者に対するアプローチが今後必要になるだろう．肌感覚ではあ

るものの，日光へ向かう外国人旅行者の姿を JR 宇都宮駅で見かけるのは，最近ではごく自然である．

一方で，彼らが日光に向かう中継点である宇都宮に立ち寄ってくれているかどうかは，はなはだ未知数

である．もちろん，宇都宮に立ち寄るのを彼らに強制することはできない．必要なことは，彼らが宇都宮

に立ち寄るインセンティブを持つように働きかけることである．差し当たり，公共交通の面で可能なことは，

案内表示を多言語対応にする，といった事柄になるであろう．しかし，このような取り組みは先に記した

第 1の課題とも関連する点で有益であろう． 

これらの課題は今後も，関東自動車と帝京大学宇都宮キャンパスが，必要に応じて共同で取り組む

事柄であろう．そして，帝京大学宇都宮キャンパス側がかかわる際には，教職員だけではなく通学する

学生も入る形でかかわるのが望ましいのであろう．しかし，本稿で出てきた「帝京宇都宮まちづくり研究

会」は，メンバーの学生側の申し出により，2016 年度末(2017 年 3 月)をもって活動休止(実質的な廃止)

となる．活動内容が，正規のカリキュラムで提供されている演習と重なる部分が多く，あえて「帝京宇都

宮まちづくり研究会」で活動する意義を感じられなくなってきた，というのが学生側の説明であった．その

説明は全く的外れという訳ではないし，そもそもメンバーの学生自身の自発的な行動なく，活動を継続
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するのは不可能である．それゆえ，今回の動きは受け入れざるを得ないものと顧問(溝口)は判断し，そ

の申し出を了承した．今後，溝口以外の教員を新たに顧問に迎え，同種の活動を再開する可能性もあ

るだろう．もし，その可能性が実現した時に，その団体がどのように活動するかは，新たに設立された団

体で決めることである．なお，第 3 節で記したように，本稿で取り上げている案件については，今年度

(2016 年度)より「帝京大学宇都宮キャンパス地域活性化研究センター」が窓口に加わっている．それゆ

え，本稿で取り上げている案件に関して，今後の取り組みは「帝京大学宇都宮キャンパス地域活性化研

究センター」が，帝京大学宇都宮キャンパス側の窓口となる．今年度(2016 年度)までとは少し趣の違っ

た取り組みになるであろうが，これまでの取り組みを絶やさないようにできればと，共著者の 1 人(溝口佳

宏)は望んでいる． 

 

謝 辞 橋本[1,2,3]については，同種の内容を大学コンソーシアムとちぎ学生&企業発表会でも報告し

ている．宇都宮市まちづくり提案の際と同様，発表に対して質問や議論をいただいた諸氏に感謝する．

このうち，橋本[1]については，上記の学生&企業発表会において冠賞を受賞している．審査委員の

方々に感謝申し上げる．また，熊谷，田中[4]についても，冠賞を受賞している．審査委員の方々に感謝

申し上げる．もちろん，発表に対して質問や議論をいただいた諸氏に感謝申し上げる．さらに，本年度

(2016 年度)は，本稿の案件は「平成 28 年度大学コンソーシアムとちぎ学生活動支援事業」から支援金

をいただいている．記して感謝申し上げる．また，採択事業の選定に当たられた審査委員の方々に感

謝申し上げる． 
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「まちづくり提案」 まちづくり提案集 2014，143-152，2014 

[3] 橋本賢太，“若者の視点から考える宇都宮市のバス交通”，大学生による「まちづくり提案」 まちづ

くり提案集 2015，101-110，2015 

[4] 熊谷翔，田中航，“モビリティ・マネジメントの実践に向けて”，第 13 回「学生＆企業発表会」 予稿

集，164-165，2016 
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地域ブランド・シティプロモーション入門 

Introduction of Regional Branding & City Promotion 

 

藤平 昌寿*1 

Masatoshi Fujihira*1 

*1地域活性化研究センター 
*1Regional Acitivation Reserch Center, Teikyo University 

 

概要 

帝京大学サイエンスキャンプのメニューとして開設している「地域ブランド・シティプロモーション入門」につい

て，実際に来学した中学生に対して行った講義の内容をここに記す．  

 

1. はじめに 

筆者は，うつのみやブランド推進協議会委員1をはじめとする，まちづくりや地域ブランディング・シティ

プロモーションの活動や研究などを行っており，帝京大学サイエンスキャンプのメニューの一つとして，

「地域ブランド・シティプロモーション入門」を開設している．本講義を体験した中学生の様子を中心に

述べる．当該講義は，2016 年 7 月に本学宇都宮キャンパスにて，県内の中学 1 年生 66 名（中高一貫

校の中 1生）を対象に行った． 

 

2. 講義の流れ 

2.1 事前アンケート 

「地域ブランド」「ブランドメッセージ」「シティプロモーション」などについての言葉・興味・関心につい

てや，居住地についての推奨度・推奨イベントなどについて，記入してもらった． 

2.2 グループワーク① 

数名程度のグループに分かれ，参加者自身の出身小学校についてのアピールポイントや昔の話な

どをシートに書き込み，グループ内で発表をした．これらの作業は，地域資源の掘り起こしやストーリー

作成の模擬体験に相当する． 

2.3 グループワーク② 

 「栃木県は全国でもマイナーだと思いますか？」という設問について，シートに書き込み，グループ内で発

表，意見交換をする．この際，むしろ主観的な意見も容認し，意見の一致を目指さないことも伝える．このこと

により，居住地域に対する自身の主観的イメージと，他の参加者による客観的イメージが混在することを認識

される．蛇足ではあるが，「マイナー」の意味が分からない参加者が居たので，言葉の解説は丁寧に対応す

べきであると感じた． 

2.4 地域ブランド・シティプロモーションについて 

 ここで初めて，地域ブランドやシティプロモーションの解説を行った．ブランドやプロモーションという言葉の

意味から地域と結び付く関係性，ブランド戦略手法や県内の事例などを交え，前述のグループワークがその

策定作業の模擬体験であることも解説した． 

その後，ブランドメッセージの作り方の例として，当該地域の過去・現在・未来という時系列を認識しながら

 
1 2009年度-2015年度在籍．「住めば愉快だ宇都宮」のブランドメッセージ策定等に関わった． 
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作成していくプロセス例を話した． 

2.5 グループワーク③ 

参加者の現在の学校を１つの街と仮定し，「仮想ブランドメッセージ」を作成するグループワークを実施した．

模造紙・付箋などを利用し，前半のワークの内容も参考にしつつ，短時間ではあるが訴求力・拡散力の高い

メッセージを発信しようという目的で，各グループでメッセージを作成した． 

主なメッセージと，グループワーク内容から想定される背景は，以下の通りである．（〇〇は学校名） 

・ 「行って“エンジョイ”〇〇中」・・・行事が多いなど，学校生活全体を楽しめそう． 

・ 「そうだ、勉強しよう。」・・・中高一貫教育や学習関連の付箋が多かった． 

・ 「両手で道を切り開く」・・・学校目標の文武両道や自主性などの意見があった． 

2.6 事後アンケート 

事前アンケート同様，各種キーワードについての興味・関心や居住地推奨度について，再度尋ねた．概

ね，関心度・推奨度が上昇方向への変容が見られた． 

 

3. 終わりに 

ブランドメッセージ策定において，総花的な言葉よりも，掘り起こされたり，場合によってはセグメンテ

ーションされたりしたメッセージの方が，人の心に刺さることが多い．そのための作業やプロセスを体験し

た方が，より共感できるメッセージを生成できると考えられる．筆者は著書[1]や論文[2]等で，地域参画総

量2と時系列との関係に着目しており，今回の講義においてもその視座を基に進めていった結果,参加

者自身の地域や学校に対する愛着が向上変容する結果が得られた．今後もこのような機会があれば，

積極的に協力したい．  

 

参考文献 

[1] 河井 孝仁，藤平 昌寿 ほか：“ソーシャルネットワーク時代の自治体広報”，ぎょうせい社，2016 

[2] 藤平  昌寿：時間軸による地域推奨力に関する考察，“公共コミュニケーション研究”，

Vol.1,No.1,pp.51-54(2016-06), ISSN 2432-1737 

 
2 河井孝仁が提唱している，シティプロモーション上の当該地域に対する関連市民の参画の度合いを示す指標概念． 
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地域活性化研究センターの活動 2015-2016 

 

帝京大学宇都宮キャンパス地域活性化研究センター設置（2015.11） 

宇都宮キャンパスでは従来，各学科や教職員などにより，特徴的な地域との取り組みが行われてき

た．2011年に設置された地域経済学科をはじめ，理工系・医療系・文科系のバラエティ溢れる学科・教

職員群を擁する当キャンパスでは，文理や栃木県内外を問わず，地域との連携事例が存在していた．

それらをキャンパス全体として情報を共有し，キャンパス内外に向けて発信すべく，2015 年 11 月 1 日

付にて「宇都宮キャンパス地域活性化研究センター」が設置された． 

同年 11 月 4 日には，センター設立に関する記者発表が当キャンパス内にて行われた．当時のプレ

スリリース文には次のような設置目的が記されている． 

「視野の広い立場で県内の地域社会との連携を深めながら地域経済の活性化について研究するこ

とによって，大学として地域に対する貢献、創造力及び人間味豊かな専門性のある人材の育成並び

に教育及び研究の充実を目指す．」 

 

「宇都宮市オリオン通りとの中心市街地活性化の調査研究に関する相互協力協定書」

締結（2015.11） 

センター発足と時を同じくして，栃木県内随一の繁華街で

ある，宇都宮市オリオン通り地区の 2商店街（宇都宮オリオン

通り商店街振興組合・オリオン通り曲師町商業協同組合）と

の共同調査研究の意向が持ち上がり，センター設立の記者

発表と同時に，「中心市街地活性化の調査研究に関する相

互協力協定書」の締結式が行われた． 

本協定を基に，地域経済学科山川教授・ゼミ生を中心とし

た，商店街との共同調査・研究が行われた． 

 

「帝京大学宇都宮キャンパスと文星芸術大学との教育・研究に関する協定書」締結

（2015.12） 

共に宇都宮市内に位置し，比較的近接している本学宇都

宮キャンパスと文星芸術大学が，教育・研究における協力及

び交流を促進するための協定書を締結した．理工系・医療

系・経済系の諸学科を持つ宇都宮キャンパスと，芸術系を擁

する文星芸術大学とは，それぞれのリソースを充分に活用し，

更なる交流を促進するポテンシャルを秘めている． 

本協定をきっかけとして，理工系と芸術系との共同研究実

施（デジタルマンガなど），センターの運営に両大学が関わるなど，新たな教育・研究活動がスタートしてい

る．  
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「交通とまちづくりを考えるワークショップ～バス事業者を交えて～」開催（2016.11） 

宇都宮キャンパス学内サークル「帝京宇都宮まちづくり研究会」と，宇

都宮に本社を置くバス事業者「関東自動車株式会社」が，宇都宮市「大

学生によるまちづくり提案」事業をきっかけとして意見交換を継続しており，

その一環として，まちづくり研究会・センター共催によるワークショップを

学内限定にて開催した．研究会・センター関係者やバス事業者の他，学

内の教職員・学生らも参加し，本学への通勤・通学だけでなく，広い視野

における公共交通利用に関して，幅広い意見交換が行われた． 

 

 

 

 

帝京大学経済学部地域経済学科シンポジウム「創発的地域づくりと脱温暖化」開催

（2016.12） 

 毎年、宇都宮キャンパスにて開催されている地域経済学科シンポジウ

ムに，今回からセンターが共同主催として参画．「創発的地域づくりと脱

温暖化」をテーマとして，盛況のうちに幕を閉じた．本シンポジウムの内

容については，本誌「報告の部」にて掲載している． 

 

 

 

 

 

 

「帝京大学地域活性化研究センター」全学センター化（2017.04） 

 2015年 11月に発足して当センターは，2017年 4月より全学センター化した．今後は宇都宮キャンパスだ

けでなく，他キャンパスとも連携した地域活性化に関する活動が期待されるところである． 
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地域活性化研究センター スタッフ一覧 

（スタッフ・所属は 2016年当時） 

センター長 

山川 充夫 （経済学部地域経済学科長・教授） 

副センター長 

金子 弘道 （経済学部地域経済学科 教授） 

顧問 

波江野 勉 （理工学部長） 

コアメンバー 

山田 耕生 （経済学部地域経済学科 准教授） 

コーディネーター 

長島 重夫 （特命教授） 

乾  泰典 （宇都宮キャンパス総務グループ 高大連携・産学連携・地域連携担当プロジェクト） 

サブ・コーディネーター 

藤平 昌寿 （宇都宮キャンパス総務グループ 高大連携・産学連携・地域連携担当プロジェクト） 

事務局 

川本  清 （宇都宮キャンパス 事務長） 

乾  泰典 （宇都宮キャンパス総務グループ 高大連携・産学連携・地域連携担当プロジェクト） 

鶴見  孝 （宇都宮キャンパス総務グループ 高大連携・産学連携・地域連携担当プロジェクト） 

吉田  宰 （宇都宮キャンパス総務グループ 高大連携・産学連携・地域連携担当プロジェクト） 

藤平 昌寿 （宇都宮キャンパス総務グループ 高大連携・産学連携・地域連携担当プロジェクト） 
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